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JJWWPPAA 環環境境アアセセススガガイイドドのの発発行行ににああたたっってて 

 

2011 年 11 月、環境影響評価法の改正により環境アセスメント対象事業として風力発電に係

る事業が追加された。これを受けて、一般社団法人日本風力発電協会（以下、JWPA）では「風

力発電環境影響評価規定（JWPA 自主規制 Ver.1.1）」を改訂して「小規模風力発電事業のため

の環境アセスメントガイドブック（JWPA 環境アセスガイド）」（以下、JWPA 環境アセスガイド）

を作成し、2015 年 3 月に発行している。 

風力発電事業が環境アセスメント対象事業に指定されてから現在までの間に多くの風力発

電事業の環境影響評価手続が着実に実行され、制度は定着してきている。一方、風力アセスメ

ントに関連する次のような課題についての進展も見られた。 

 

（1）環境アセスメントの手法の迅速化と手続期間の半減を目指す実証事業の推進 

（2）騒音・超低周波音に関する指針の公表（「風力発電施設から発生する騒音に関する指針

について」（環境省水・大気環境局長通知、2017 年 5 月）ほか） 

（3）地方自治体の環境影響評価条例、景観条例等における風力発電事業の対象事業への指

定、あるいは風力発電施設建設に関するガイドラインの制定等 

 

よって、国や地方自治体等による以上のような取り組み成果を反映して、今回 JWPA 環境ア

セスガイドを改訂することとした。 

 

  
●●  環環境境影影響響評評価価法法のの目目的的  
 環境省は、『環境アセスメント制度のあらまし』（2020 年 3 月改訂）で環境影響評価法につ

いて次のように記載している。 
「環境影響評価法は、環境アセスメントを行うことは重大な環境影響を未然に防

止し、持続可能な社会を構築していくためにとても重要であるとの考えのもとに作

られています。そして、規模が大きく環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業

について環境アセスメントの手続を定め、環境アセスメントの結果を事業内容に関

する決定（事業の免許など）に反映させることにより、事業が環境の保全に十分に

配慮して行われるようにすることを目的としています。」（p.3） 
 

環境アセスメントは、事業活動における環境負荷を可能な限り回避・低減するとともに、地

元との合意形成を促進する機能も有する有効な手段である。同時に、環境アセスメントを行う

ことで情報公開や説明責任といった事業者としての姿勢を示し、企業としての社会的責任を果

たす上でも重要な位置づけにある。 
   



 

                       

●●  環環境境影影響響評評価価法法とと風風力力発発電電事事業業アアセセススメメンントトににおおけけるる本本ガガイイドドのの位位置置づづけけ  
1997 年に環境影響評価法が制定されて以来、風力発電事業は多くの地方自治体が制定して

いる環境影響評価条例等に基づく環境アセスメント（以下、条例アセス）や国立研究開発法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、NEDO）の「風力発電のための環境影響評価マニ

ュアル」、あるいは JWPA の「風力発電環境影響評価規程（JWPA 自主規制 Ver.1.1）」に基づく

自主的な環境アセスメント（以下、自主アセス）を実施してきた。その後、2011 年 11 月に改

正された環境影響評価法で風力発電事業が法対象事業として追加され、環境影響評価法に基づ

く環境アセスメント（以下、法アセス）手続が必要となり、計画段階環境配慮書手続や報告書

手続（事後調査）等が新たに盛り込まれたほか、法対象事業となる発電所の規模要件が定めら

れた。 

これを受けて、2015年 3月に JWPAの「風力発電環境影響評価規程（JWPA自主規制 Ver.1.1）」

を改訂し、「小規模風力発電事業のための環境アセスメントガイドブック（JWPA 環境アセスガ

イド）」を新たに発行した。JWPA 環境アセスガイドは、法アセスあるいは条例アセスの対象外

の小規模事業を対象とした自主アセスのためのガイドブックであり、これに該当する多くの風

力発電事業は同ガイドブックに従いアセス手続を行ってきた。 

近年の風力発電設備の大型化・大規模化に伴い JWPA 環境アセスガイドの対象範囲は小さく

限定されてきているが、風力発電事業者が円滑かつ効果的に自主アセスを実施するためには今

後も必要とされる規程であることから、今回新たに記載内容を見直し改訂することとした。 

 
 

＜改訂履歴＞ 

2011 年 5 月 

 『風力発電環境影響評価規程（JWPA 自主規制 Ver.1.1）』 

 

2015 年 3 月 

 『小規模風力発電事業のための環境アセスメントガイドブック』 

 

2020 年 11 月 

『小規模風力発電事業のための環境アセスメントガイドブック 

（JWPA 環境アセスガイド Ver.2）』（本ガイドブック） 
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1 

第１章 環境影響評価の必要性 
 

１．環境影響評価の必要性 

風力発電は化石燃料に頼らないクリーンなエネルギーであり、地球温暖化という大きな

環境問題を解決していくために、今後ますます導入を促進していかなければならないもの

である。しかしながら、周辺の居住者の生活環境に対しては何らかの影響を及ぼす可能性も

あることを事業者としても認識し、住民の理解が得られるよう丁寧に対応していく必要が

ある。 

仮に、このような影響が出る可能性のある地域に風力発電機を設置する場合は、その影響

がどの程度になるか、事前に把握して事業を進める必要がある。 

例えば、「ブレードの回転による風切り音で夜中に目が覚める」として、実際に稼働後に

苦情が発生し、医師が睡眠障害を風力発電機の稼働音によるものであると認めたとすると、

風力発電機がどんなに地球環境によいものであっても、事業者としては何らかの改善策を

講じねばならない。 

このような状況を事前に回避するためには、図 1-1 に示す順序にて環境影響評価を自主

的に進めることが効果的である。 

 

①  事前にどの程度の影響になりそうかを予測 

   

②  その影響を回避・低減すべく、計画を再検討 

   

③ それによって影響がどの程度まで低減されるかをあらためて予測 

   

④ 地域住民から理解・賛同を得た上で事業を進める 

図 1-1 環境影響評価の進め方 

 

必要に応じて上記の②と③を繰り返し、④に近づけることが運転開始後も地域住民の理

解・賛同を得るための風力発電事業の進め方であると理解して頂きたい。 

 

 

２．発電所の規模と適用される法令等の区分 

 JWPA 環境アセスガイドの対象となる風力発電事業の規模要件は従来と同じ風力発電所の

出力 1,000kW 以上とするが、環境影響評価法により本ガイドの対象となる風力発電所の範

囲は縮小され、小規模出力に限定されることになった。 
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③ それによって影響がどの程度まで低減されるかをあらためて予測 

   

④ 地域住民から理解・賛同を得た上で事業を進める 

図 1-1 環境影響評価の進め方 

 

必要に応じて上記の②と③を繰り返し、④に近づけることが運転開始後も地域住民の理

解・賛同を得るための風力発電事業の進め方であると理解して頂きたい。 

 

 

２．発電所の規模と適用される法令等の区分 
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風力発電所の出力規模と適用される法令等のフローを図 1-2 に示す。 

 図 1-2 の流れに沿って各区分の要件を以下に説明する。 

 

(1) 法アセス対象事業 

環境影響評価法では、規模（形状が変更される部分の土地の面積、新設される工作物の

大きさ、その他の数値で表される事業の規模をいう。）が大きく、環境影響の程度が著し

いものとなるおそれがあるものを「第 1 種事業」として定め、環境アセスメント（法アセ

ス）の手続を必ず行うこととしている。この「第 1 種事業」に準ずる規模の事業を「第 2

種事業」として定め、法アセス手続を行うかどうかを個別に判断する（スクリーニング手

続）こととしている。風力発電所に対する規模要件は次のとおりである。 

 

第 1 種事業：出力 1 万 kW 以上 

第 2 種事業：出力 0.75 万 kW 以上 1万 kW 未満（第 1 種事業の規模×0.75） 

   

第 2 種事業であってもスクリーニング手続において、「環境影響の程度が著しいものと

なるおそれがある」と認められ、法アセス手続が必要と判定された場合は、環境影響評価

法の規定により法アセス手続を行う必要がある（表 1-1 の法アセス対象事業区分）。 

 

(2) 条例アセス対象事業 

一方、スクリーニング手続において、「環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあ

る」とは認められず法アセス手続が不要と判定されたもの、及び、発電所出力が 7,500kW

未満のものは、それを設置する予定の自治体において風力発電事業に係る条例等が制定

されていて規制対象となるときは、その規定に従って条例アセス手続を行う必要がある

（表 1-1 の条例アセス対象事業区分）。 

 

(3) JWPA 環境アセスガイド対象事業 

法アセスあるいは条例アセスの対象外の事業及び風力発電事業に係る条例等が定めら

れていないときは、JWPA 環境アセスガイドの規定に従ってアセス手続を行うことが望ま

しい（JWPA 環境アセスガイド対象区分）。 

なお、該当する事業は、新規設置及び建替えの場合であり、故障修理に伴う機器交換に

よる設置工事は対象外である。 

JWPA 環境アセスガイドでは風力発電所を、図 1-2 のフローチャートに従って、「法アセ

ス対象」、「条例アセス対象」、「JWPA 環境アセスガイド対象」及び「規制対象外」の 4 区

分に分類する。 
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図 1-2 適用される環境アセスメント法令区分のフローチャート 

発発電電所所のの計計画画  

発電所の出力 

1 万 kW 以上か 

発電所の出力 

7,500kW 以上か 

適用される県条例等 

法法アアセセスス対対象象  

条例等の有無 

（第 1 種事業） 

著しい影響のおそれ 

発電所の出力 

1,000kW 以上か 

条条例例アアセセスス対対象象  

規規制制対対象象外外  

JJWWPPAA 環環境境アアセセススガガイイドド対対象象  

Yes 

第 2 種事業の判定 

No 

Yes 

No 

有 

無 

有 

無 

Yes 

No 

主主なな適適用用法法令令  

主主なな適適用用条条例例等等  

主主なな適適用用規規定定等等  

１．環境影響評価法 
２．環境影響評価法施行令 
３．環境影響評価法施行規則 
４．発電所アセス省令  
５．発電所に係る環境影響評価

の手引 等 

１．県市条例 
２．ガイドライン 等 

１．JWPA 環境アセスガイド 



 

2 

風力発電所の出力規模と適用される法令等のフローを図 1-2 に示す。 

 図 1-2 の流れに沿って各区分の要件を以下に説明する。 

 

(1) 法アセス対象事業 

環境影響評価法では、規模（形状が変更される部分の土地の面積、新設される工作物の

大きさ、その他の数値で表される事業の規模をいう。）が大きく、環境影響の程度が著し

いものとなるおそれがあるものを「第 1 種事業」として定め、環境アセスメント（法アセ

ス）の手続を必ず行うこととしている。この「第 1 種事業」に準ずる規模の事業を「第 2

種事業」として定め、法アセス手続を行うかどうかを個別に判断する（スクリーニング手

続）こととしている。風力発電所に対する規模要件は次のとおりである。 

 

第 1 種事業：出力 1 万 kW 以上 

第 2 種事業：出力 0.75 万 kW 以上 1万 kW 未満（第 1 種事業の規模×0.75） 

   

第 2 種事業であってもスクリーニング手続において、「環境影響の程度が著しいものと

なるおそれがある」と認められ、法アセス手続が必要と判定された場合は、環境影響評価

法の規定により法アセス手続を行う必要がある（表 1-1 の法アセス対象事業区分）。 

 

(2) 条例アセス対象事業 

一方、スクリーニング手続において、「環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあ

る」とは認められず法アセス手続が不要と判定されたもの、及び、発電所出力が 7,500kW

未満のものは、それを設置する予定の自治体において風力発電事業に係る条例等が制定

されていて規制対象となるときは、その規定に従って条例アセス手続を行う必要がある

（表 1-1 の条例アセス対象事業区分）。 

 

(3) JWPA 環境アセスガイド対象事業 

法アセスあるいは条例アセスの対象外の事業及び風力発電事業に係る条例等が定めら

れていないときは、JWPA 環境アセスガイドの規定に従ってアセス手続を行うことが望ま

しい（JWPA 環境アセスガイド対象区分）。 

なお、該当する事業は、新規設置及び建替えの場合であり、故障修理に伴う機器交換に

よる設置工事は対象外である。 

JWPA 環境アセスガイドでは風力発電所を、図 1-2 のフローチャートに従って、「法アセ

ス対象」、「条例アセス対象」、「JWPA 環境アセスガイド対象」及び「規制対象外」の 4 区

分に分類する。 

  

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 適用される環境アセスメント法令区分のフローチャート 

発発電電所所のの計計画画  

発電所の出力 

1 万 kW 以上か 

発電所の出力 

7,500kW 以上か 

適用される県条例等 

法法アアセセスス対対象象  

条例等の有無 

（第 1 種事業） 

著しい影響のおそれ 

発電所の出力 

1,000kW 以上か 

条条例例アアセセスス対対象象  

規規制制対対象象外外  

JJWWPPAA 環環境境アアセセススガガイイドド対対象象  

Yes 

第 2 種事業の判定 

No 

Yes 

No 

有 

無 

有 

無 

Yes 

No 

主主なな適適用用法法令令  

主主なな適適用用条条例例等等  

主主なな適適用用規規定定等等  

１．環境影響評価法 
２．環境影響評価法施行令 
３．環境影響評価法施行規則 
４．発電所アセス省令  
５．発電所に係る環境影響評価

の手引 等 

１．県市条例 
２．ガイドライン 等 

１．JWPA 環境アセスガイド 



 

4 

 各区分に適用される法令等の代表例を表 1-1 に示す。 

 

表 1-1 風力発電所の区分と主な適用法令 

事業区分 事業規模 主な適用法令 

法アセス対象 1．第 1 種事業（出力 1万 kW 以上） 

2．第 2 種事業（出力 7,500kW 以上 1 万

kW 未満）のうち法アセス手続が必要

と判定された事業 

1．環境影響評価法 

2．環境影響評価法施行令 

3．環境影響評価法施行規則 

4．発電所アセス省令※注 1 

5．発電所に係る環境影響評価の

手引 

条例アセス対象 1．第 2 種事業のうち法アセス手続が不

要と判定された事業 

2．自治体条例等の対象となる事業 

1．自治体条例注2 等 

2. 自治体ガイドライン 等 

JWPA環境アセス

ガイド対象 

1．法アセス及び条例アセスの対象外、 

かつ出力 1,000kW 以上 

1．JWPA 環境アセスガイド 

規制対象外 1．出力 1,000kW 未満 規制なし 

※注 1：「発電所の設置又は変更の工事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計画

段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価の項目並

びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するため

の指針並びに環境の保全のための措置に関する指針を定める省令」（最終改正：2020

年 3 月 18 日経済産業省令第 17 号）〔以下、発電所アセス省令〕 

※注 2：「都道府県及び市町村における環境影響評価条例の制定・施行状況」（環境省ホームペ

ージ）等が参考となる。 

 

 自治体の条例等で規定されている風力発電事業に関する対象規模を巻末（添付資料 

１．風力発電事業に関する環境影響評価条例等の対象規模）に示す。 

 

 なお、発電所は、民間事業に対する規制監督の強化という観点から、環境影響評価手続の

各段階において国が関与する仕組みを、電気事業法において特例として設けることとして

おり、環境影響評価法に基づく手続との相違点がいくつかある、ということを承知しておく

必要がある。 
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第２章 環境影響評価の手続 
 

「JWPA 環境アセスガイド対象」に区分される風力発電事業は、図 1-2 のフローからわ

かるように、次に示す 3つの区分を除いた小規模出力の発電所に限定され、環境影響評価

法や条例等による規制対象から外れている。 

(1) 規模が大きく環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある第 1 種事業 

(2) 第 1 種事業に準ずる規模（第 2 種事業）で、著しい影響のおそれがあるもの 

(3) 条例アセス等の対象となるもの 

 

以上のことから、JWPA 環境アセスガイドの対象となる風力発電は「事業の実施による環

境影響の程度は著しいものとなるおそれがある」とは認められない事業と考えてよい。 

 しかしながら、風力発電事業を円滑に進めていくためには、当該地域において十分な調

査及び情報収集を行い、その事業が環境に及ぼす影響の程度を住民等に情報公開し、広く

意見を求めていくことにより、理解を得ていくという事業者としての積極的な取り組みが

求められることから、風力発電事業に特有な項目に絞り込みメリハリをつけた効率的な環

境アセスメントを実施することが望ましい。 

  

 本ガイドブックでは、表 1-1 に示す「JWPA 環境アセスガイド対象」に該当する風力発電

事業を対象とする。 
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図 2-1（2） 発電所に係る環境影響評価の手続フロー図（法アセス手続） 
出典：経済産業省ホームページ 

 

 

２．計画段階配慮手続 

 環境影響評価法で新たに盛り込まれた計画段階配慮手続の目的は、規模が大きく環境影

響の程度が著しいものとなるおそれがある第１種事業を実施する際に、事業の「構造もしく

は配置」又は「位置又は規模」等を計画する段階において重大な影響の回避･低減を図るこ

とにある。 

 一方、第 1 章に記載したように、JWPA 環境アセスガイドの対象は、環境影響の程度が著

しいものとなるおそれがない小規模の風力発電所に限定されることから、本ガイドブック

の対象事業においては原則として配慮書手続は行わないものとする。   

  【注記】環境影響評価法では、第 2 種事業を実施しようとするものは配慮書手続を行う

ことができるのでその旨を主務大臣に書面で通知する（法第3条の10第1項）、

と規定している。この規定により配慮書手続を行う場合は第 1 種事業の実施と

見なされ、法が適用される（法第 3 条の 10 第 2 項）ことに注意が必要である。 
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第１節 手続の概要 
 

１．法アセス手続 

環境影響評価法に基づく法アセス手続の標準的な流れを図 2-1（1）、（2）に示す。事業者

は工事着手までに配慮書、方法書、準備書及び評価書の４段階の手続並びに工事着手後に報

告書の手続を順次進めることになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1（1） 発電所に係る環境影響評価の手続フロー図（法アセス手続） 
出典：経済産業省ホームページ 

一般（住民等） 事業者 地方自治体環境省経済産業省

発電所に係る環境影響評価の手続フロー図

準備書の審査

(環境審査顧問会助言)
<審査期間270日以内>

・知事意見を勘案
・一般意見、事業者見解
に配意

・環境大臣の意見を聞く

<縦覧後2週間>

届出

方法書の作成

公告・縦覧

方法書の審査

(環境審査顧問会助言)
<審査期間180日以内>

・知事意見を勘案
・一般意見、事業者見
解に配意

照会 意見

都道府県知事

関係市町村長
知事意見

<意見概要届出後90日以内>

<縦覧期間1ヶ月>

一般意見の提出

一般意見の
とりまとめ

<縦覧後2週間>
意見概要の送付

事業者見解を
記載して届出

勧告(知事意見添付)

環境影響評価に係る調
査、予測及び評価の実施

環境影響評価方法書 送付

準備書の作成

環境影響評価準備書

環境省

公告・縦覧

照会 意見

都道府県知事

関係市町村長

知事意見
<意見概要届出後120日以内>

<縦覧期間1ヶ月>

一般意見の提出

一般意見の
とりまとめ

意見概要の送付

事業者見解を
記載して届出

送付

届出

意見

送付

勧告(知事意見添付)

評価書の作成

公告・縦覧一般への周知 <縦覧期間1ヶ月>

環境影響評価書

環境保全の適正な配慮

工事計画の
認可申請・届出

工事計画の審査
（評価書の遵守等）

許可申請・届出

認可・変更命令

届出
評価書の確認
<期間30日以内>

確定通知(変更命令)
環境省評価書の確定

意見
照会

計画段階環境配慮書
配慮書の作成

公告・縦覧

<縦覧期間30日程度>
一般意見の提出

配慮書への意見

<審査期間90日以内>
環境省

照会 意見

都道府県知事

関係市町村長

知事意見

意見

意見
照会

・環境大臣意見を勘案

<配慮書送付後
60日程度>

送付

送付

意見

説明会の開催

説明会の開催

事業の実施

報告書の作成・公表

※第２種事業については、次ページ参照
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図 2-1（2） 発電所に係る環境影響評価の手続フロー図（法アセス手続） 
出典：経済産業省ホームページ 

 

 

２．計画段階配慮手続 

 環境影響評価法で新たに盛り込まれた計画段階配慮手続の目的は、規模が大きく環境影

響の程度が著しいものとなるおそれがある第１種事業を実施する際に、事業の「構造もしく

は配置」又は「位置又は規模」等を計画する段階において重大な影響の回避･低減を図るこ

とにある。 

 一方、第 1 章に記載したように、JWPA 環境アセスガイドの対象は、環境影響の程度が著

しいものとなるおそれがない小規模の風力発電所に限定されることから、本ガイドブック

の対象事業においては原則として配慮書手続は行わないものとする。   

  【注記】環境影響評価法では、第 2 種事業を実施しようとするものは配慮書手続を行う

ことができるのでその旨を主務大臣に書面で通知する（法第3条の10第1項）、

と規定している。この規定により配慮書手続を行う場合は第 1 種事業の実施と

見なされ、法が適用される（法第 3 条の 10 第 2 項）ことに注意が必要である。 

 

 

 

 

事　業　者

届出

第２種事業の判定

送付

意見

通知通知

有り 無し

簡易な環境影
響評価の実施

知事意見を勘案
し判定

環境影響の程度が著
しいおそれの有・無

方法書の作成

（以下、第１種事業と同様の手続き）

事業の概要 事業の判定
都道府県知事

手続き不要

経済産業省 地方自治体

判 定 期 間 6 0 日 以 内

(30日以上の期限を

指定して送付)
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第１節 手続の概要 
 

１．法アセス手続 

環境影響評価法に基づく法アセス手続の標準的な流れを図 2-1（1）、（2）に示す。事業者

は工事着手までに配慮書、方法書、準備書及び評価書の４段階の手続並びに工事着手後に報

告書の手続を順次進めることになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1（1） 発電所に係る環境影響評価の手続フロー図（法アセス手続） 
出典：経済産業省ホームページ 
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３．手続の概要 

図 2-1 に示すとおり、法アセスの対象となる事業においては法アセスの手続は配慮書段

階から始めるが、JWPA 環境アセスガイドの対象となる事業の場合は原則として配慮書手続

は行わず方法書手続から実施する。また、報告書の手続も原則として行わない。したがって、

ここでは配慮書及び報告書手続に関する記載は省略する。 

本ガイドブックに記載する環境影響評価の手続の概要は図 2-2 に示すとおりであり、そ

の解説を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 環境影響評価の手続のフロー図（JWPA 環境アセスガイド手続による） 
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 ① 地域特性の把握 

対象事業実施区域及びその周囲の地域の社会環境、自然環境等の情報を収集、整理す

る。併せて、当該地域の環境関係法令（環境影響評価条例、要綱等）、環境基準、規制基

準等の指定状況を整理する。 

② 環境影響評価方法書の作成及び送付 

事業計画及び対象事業実施区域及びその周囲の地域特性を勘案し、適切な環境影響評

価の方法を記載した環境影響評価方法書を作成し、関係市町村に送付する。 

③ 地域への情報提供 
環境影響評価方法書を 1 ヶ月間公開し、地元住民より環境の保全の見地からの意見を

求める。環境影響評価方法書の公開にあたっては、関係市町村の協力のもと、市町村発

行の広報紙等に縦覧する旨を掲載する。 

意見書の受付期間は、公開期間中及びその満了後 2 週間程度とする。得られた意見

は、概要としてとりまとめる。なお、環境影響評価方法書の内容を情報提供するために、

関係する地元住民への説明会を開催することは地元との合意形成に有効である。 

 ④ 有識者等からの意見聴取 

環境影響評価方法書に関して、個々の聞き取り又は関係市町村にて開催される当該事

業への環境影響評価委員会等によって、有識者等から意見を聴取することが望ましい。 

 ⑤ 環境影響評価方法書への意見概要及び事業者見解の送付、意見の反映 

地域への情報提供及び有識者等からの意見聴取によって得られた意見の概要、並びに

それらに対する事業者見解を関係市町村へ送付する。必要に応じて調査・予測・評価方

法を修正する。 

 

 

 

   

 

 ⑥ 環境影響評価（調査、予測、評価）の実施、環境影響評価準備書の作成及び送付 

作成した環境影響評価準備書を関係市町村に送付する。 

第１段階 意見を聴取しながら調査の項目や内容を決める 

第２段階 調査を行い、影響を予測・評価する 
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３．手続の概要 

図 2-1 に示すとおり、法アセスの対象となる事業においては法アセスの手続は配慮書段

階から始めるが、JWPA 環境アセスガイドの対象となる事業の場合は原則として配慮書手続

は行わず方法書手続から実施する。また、報告書の手続も原則として行わない。したがって、

ここでは配慮書及び報告書手続に関する記載は省略する。 

本ガイドブックに記載する環境影響評価の手続の概要は図 2-2 に示すとおりであり、そ

の解説を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 環境影響評価の手続のフロー図（JWPA 環境アセスガイド手続による） 
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 ① 地域特性の把握 

対象事業実施区域及びその周囲の地域の社会環境、自然環境等の情報を収集、整理す

る。併せて、当該地域の環境関係法令（環境影響評価条例、要綱等）、環境基準、規制基

準等の指定状況を整理する。 

② 環境影響評価方法書の作成及び送付 

事業計画及び対象事業実施区域及びその周囲の地域特性を勘案し、適切な環境影響評

価の方法を記載した環境影響評価方法書を作成し、関係市町村に送付する。 

③ 地域への情報提供 
環境影響評価方法書を 1 ヶ月間公開し、地元住民より環境の保全の見地からの意見を

求める。環境影響評価方法書の公開にあたっては、関係市町村の協力のもと、市町村発

行の広報紙等に縦覧する旨を掲載する。 

意見書の受付期間は、公開期間中及びその満了後 2 週間程度とする。得られた意見

は、概要としてとりまとめる。なお、環境影響評価方法書の内容を情報提供するために、

関係する地元住民への説明会を開催することは地元との合意形成に有効である。 

 ④ 有識者等からの意見聴取 

環境影響評価方法書に関して、個々の聞き取り又は関係市町村にて開催される当該事

業への環境影響評価委員会等によって、有識者等から意見を聴取することが望ましい。 

 ⑤ 環境影響評価方法書への意見概要及び事業者見解の送付、意見の反映 

地域への情報提供及び有識者等からの意見聴取によって得られた意見の概要、並びに

それらに対する事業者見解を関係市町村へ送付する。必要に応じて調査・予測・評価方

法を修正する。 

 

 

 

   

 

 ⑥ 環境影響評価（調査、予測、評価）の実施、環境影響評価準備書の作成及び送付 

作成した環境影響評価準備書を関係市町村に送付する。 

第１段階 意見を聴取しながら調査の項目や内容を決める 

第２段階 調査を行い、影響を予測・評価する 
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⑦ 地域への情報提供 

環境影響評価準備書を 1 ヶ月間公開し、環境の保全の見地からの意見を求める。環境

影響評価準備書の公開にあたっては、関係市町村の協力のもと、市町村発行の広報紙等

に縦覧する旨を掲載する。 

意見書の受付期間は、公開期間中及びその満了後 2 週間程度とする。得られた意見

は、概要としてとりまとめる。なお、環境影響評価準備書の内容を情報提供するために、

関係する地元住民への説明会を開催することは地元との合意形成に有効である。 

 ⑧ 有識者からの意見聴取 

環境影響評価準備書に関して、個々の聞き取りや関係市町村にて開催される当該事業

への環境影響評価委員会等によって、有識者等から意見を聴取することが望ましい。 

 ⑨ 環境影響評価準備書への意見概要及び事業者見解の送付 

地域への情報提供及び有識者等からの意見聴取によって得られた意見の概要、並びに

それらに対する事業者見解を関係市町村へ送付する。 

⑩ 環境影響評価書の作成 

環境影響評価準備書に対する意見を必要に応じて反映した環境影響評価書を作成し、

関係市町村へ送付する。 

⑪ 地域への情報提供 

環境影響評価書を公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３段階 意見を聴取しながら環境影響評価書をとりまとめる 
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第２節 環境影響評価方法書の作成等 
 
１．環境影響評価方法書の記載内容 

環境影響評価方法書に記載すべき内容は以下のとおりとする。 
 
第１章 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
第２章 対象事業の目的及び内容 

2-1 対象事業の目的 
2-2 対象事業の内容 

(1) 対象事業の名称 
(2) 対象事業により設置又は変更される発電所の原動力の種類 
(3) 対象事業により設置又は変更される発電所の出力 
(4) 対象事業実施区域 
(5) 環境影響を受ける範囲と認められる地域 
(6) 対象事業により設置又は変更される発電所の設備の配置計画の概要 
(7) 対象事業の内容に関する事項であって、その変更により環境影響が変化すること

となるもの 
(a) 主要機器等に関する事項 
(b) 工事に関する事項 
(c) 交通に関する事項 
(d) その他 

※計画が複数案想定される場合は、原則として調査・予測範囲は複数案をすべて包括しているこ
とが望ましい。 

 
第３章 対象事業実施区域及びその周囲の概況 

3-1 自然的状況 
(1) 大気環境の状況 

(a) 気象の状況 
(b) 大気質の状況 
(c) 騒音の状況 
(d) 振動の状況 
(e) その他の大気に係る環境の状況 

(2) 水環境の状況 
(a) 水象の状況 
(b) 水質の状況 
(c) 水底の底質の状況 
(d) その他の水に係る環境の状況 
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⑦ 地域への情報提供 

環境影響評価準備書を 1 ヶ月間公開し、環境の保全の見地からの意見を求める。環境

影響評価準備書の公開にあたっては、関係市町村の協力のもと、市町村発行の広報紙等

に縦覧する旨を掲載する。 

意見書の受付期間は、公開期間中及びその満了後 2 週間程度とする。得られた意見

は、概要としてとりまとめる。なお、環境影響評価準備書の内容を情報提供するために、

関係する地元住民への説明会を開催することは地元との合意形成に有効である。 

 ⑧ 有識者からの意見聴取 

環境影響評価準備書に関して、個々の聞き取りや関係市町村にて開催される当該事業

への環境影響評価委員会等によって、有識者等から意見を聴取することが望ましい。 

 ⑨ 環境影響評価準備書への意見概要及び事業者見解の送付 

地域への情報提供及び有識者等からの意見聴取によって得られた意見の概要、並びに

それらに対する事業者見解を関係市町村へ送付する。 

⑩ 環境影響評価書の作成 

環境影響評価準備書に対する意見を必要に応じて反映した環境影響評価書を作成し、
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第３段階 意見を聴取しながら環境影響評価書をとりまとめる 
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第２節 環境影響評価方法書の作成等 
 
１．環境影響評価方法書の記載内容 

環境影響評価方法書に記載すべき内容は以下のとおりとする。 
 
第１章 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
第２章 対象事業の目的及び内容 

2-1 対象事業の目的 
2-2 対象事業の内容 

(1) 対象事業の名称 
(2) 対象事業により設置又は変更される発電所の原動力の種類 
(3) 対象事業により設置又は変更される発電所の出力 
(4) 対象事業実施区域 
(5) 環境影響を受ける範囲と認められる地域 
(6) 対象事業により設置又は変更される発電所の設備の配置計画の概要 
(7) 対象事業の内容に関する事項であって、その変更により環境影響が変化すること

となるもの 
(a) 主要機器等に関する事項 
(b) 工事に関する事項 
(c) 交通に関する事項 
(d) その他 

※計画が複数案想定される場合は、原則として調査・予測範囲は複数案をすべて包括しているこ
とが望ましい。 

 
第３章 対象事業実施区域及びその周囲の概況 

3-1 自然的状況 
(1) 大気環境の状況 

(a) 気象の状況 
(b) 大気質の状況 
(c) 騒音の状況 
(d) 振動の状況 
(e) その他の大気に係る環境の状況 

(2) 水環境の状況 
(a) 水象の状況 
(b) 水質の状況 
(c) 水底の底質の状況 
(d) その他の水に係る環境の状況 
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(3) 土壌及び地盤の状況 
(a) 土壌の状況 
(b) 地盤の状況 

(4) 地形及び地質の状況 
(a)  地形の状況 
(b)  地質の状況 

(5) 動植物の生息又は生育、植生及び生態系の状況 
(a) 動物の生息の状況※注１） 
(b) 植物の生育及び植生の状況※注２） 
(c) 生態系の状況 

(6) 景観及び人と自然との触れ合いの活動の場の状況 
(a) 景観の状況 
(b) 人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

(7) 一般環境中の放射性物質の状況 
3-2 社会的状況 

(1) 人口及び産業の状況 
(a) 人口の状況 
(b) 産業の状況 

(2) 土地利用の状況 
(a) 土地利用の状況 
(b) 土地利用規制の状況 

(3) 河川、湖沼及び海域の利用並びに地下水の利用の状況 
(4) 交通の状況 

(a) 陸上交通 
(b) 海上交通（海域での計画の場合） 

(5) 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状況及

び住宅の配置の概況 
(6) 下水道の整備状況 
(7) 廃棄物の状況 

(a) 一般廃棄物の状況 
(b) 産業廃棄物の状況 

(8) 文化財等の状況 
(9) 環境の保全を目的とする法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象

に係る規制の内容その他の状況 
(a) 公害関係法令等 
 ① 環境基準等  
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 ② 規制基準等 
 ③ その他の環境保全計画等 

(b) 自然関係法令等 
① 自然保護関係 
② 史跡・名勝・天然記念物 
③ 景観保全関係 
④ 国土防災関係 

(10) 環境法令等による規制状況のまとめ 
(11) その他の事項 

※【水環境の状況】本ガイドブックでは工事影響は対象としていないが、濁水の予防措置を検討
するためにも、周囲の河川の状況等は把握していることが望ましい。 

 
第４章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 

4-1 環境影響評価の項目の選定 
(1) 環境影響評価の項目 
(2) 選定の理由 

4-2 調査、予測の手法の選定 
(1) 調査、予測の手法 

(a) 調査すべき情報 
(b) 調査の手法 
(c) 調査地域 
(d) 調査地点 
(e) 調査期間等 
(f) 予測の手法 
(g) 予測地域 
(h) 予測地点 
(i) 予測対象時期等 

(2) 選定の理由 
4-3 評価の手法の選定 

(1) 評価の手法 
(2) 選定の理由 

 

※注１）動物の生息の状況に関しては、本書第３章の第３節「３．動物」の項目に係る調査手法
のうち、「(2) 調査の基本的な方法について」に記載される文献その他の資料、必要に応
じ、専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的知見の聞き取り等の
手法を参考にしてとりまとめる。 

※注２）植物の生育の状況に関しては、本書第３章の第３節「９．植物」の項目に係る調査手法
のうち、「(2) 調査の基本的な方法について」に記載される文献その他の資料、必要に応
じ、専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的知見の聞き取り等の
手法を参考にしてとりまとめる。  
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(3) 土壌及び地盤の状況 
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3-2 社会的状況 

(1) 人口及び産業の状況 
(a) 人口の状況 
(b) 産業の状況 

(2) 土地利用の状況 
(a) 土地利用の状況 
(b) 土地利用規制の状況 

(3) 河川、湖沼及び海域の利用並びに地下水の利用の状況 
(4) 交通の状況 

(a) 陸上交通 
(b) 海上交通（海域での計画の場合） 

(5) 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状況及

び住宅の配置の概況 
(6) 下水道の整備状況 
(7) 廃棄物の状況 

(a) 一般廃棄物の状況 
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(8) 文化財等の状況 
(9) 環境の保全を目的とする法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象
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(11) その他の事項 

※【水環境の状況】本ガイドブックでは工事影響は対象としていないが、濁水の予防措置を検討
するためにも、周囲の河川の状況等は把握していることが望ましい。 

 
第４章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
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(2) 選定の理由 
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※注１）動物の生息の状況に関しては、本書第３章の第３節「３．動物」の項目に係る調査手法
のうち、「(2) 調査の基本的な方法について」に記載される文献その他の資料、必要に応
じ、専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的知見の聞き取り等の
手法を参考にしてとりまとめる。 

※注２）植物の生育の状況に関しては、本書第３章の第３節「９．植物」の項目に係る調査手法
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じ、専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的知見の聞き取り等の
手法を参考にしてとりまとめる。  
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２．対象事業実施区域の考え方 
発電所又は発電設備の設置に係る電気工作物すべて、すなわち対象事業実施に必要と

なる工事用仮設道路、土捨て場、工事用濁水処理施設、工事用ヤードの敷地及びこれらの

間にある小規模な面積の空間地を含む区域を対象事業実施区域とする（図 2-3）。 
 

 
 

 

 

図 2-3 対象事業実施区域の概念図 

 
３．地域への情報提供の方法 
(1) 情報提供を行うべき地域 

情報提供を行うべき地域は、対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認めら

れる地域（「関係地域」という。）を管轄する市町村（「関係市町村」という。）を基本と

する。ただし、本 JWPA 環境アセスガイドでは 環境に著しい影響を及ぼすおそれのあ

る事業については扱わないため、関係地域の市町村と協議の上、地区を限定して情報提

供を実施することも可能とする。 

 

 （参考）経済産業省「発電所に係る環境影響評価の手引」（2020 年 3 月）より 

発電所アセス省令第 18 条では、環境影響を受ける範囲と認められる地域について、

以下のように規定している。 

① 対象事業実施区域及びその周囲 1 キロメートルの範囲内の区域であること。  

② 既に入手している情報によって、一定以上の環境要素に係る環境影響を受けるお

それがあると判断されること。 

 

①については、工事中及び供用後の騒音・振動の影響が、距離により減衰していく
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風車基礎、工事ヤード、ア 

構内電線路 
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ことから、工事場所から 1 キロメートル離れれば影響はほとんど及ばないことを考慮

し、1 キロメートルと定めている。  

②については、①の範囲外に対しての規定であって、方法書及び準備書を作成した段

階で事業者が入手している情報により、大気環境や水環境等の環境要素が、環境影響を

受けると判断される地域であり、その判断にあたっては、当該周辺地域の状況及び基準

又は目標値の設定状況等により、事業者が判断するものである。 
 
(2) 環境影響評価方法書の縦覧に関する情報の周知 

地域への情報提供に際し、発電所アセス省令第 18 条に定めるところによる対象事

業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域を管轄する市町村に対し、環

境影響評価方法書を送付するとともに以下のような手法を参考にして、住民等が環境

影響評価方法書を縦覧するために必要となる情報の周知に努める。 
① 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は広報紙に掲載 
② 地方新聞紙への掲載 
③ 地方新聞紙への折込広告 
④ 地域の回覧板、掲示板等での周知（地元地区の協力） 
 
また、周知する内容は以下に掲げるものとする。 
① 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事業所

の所在地） 

② 対象事業の名称、種類及び規模 
③ 対象事業実施区域 
④ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域の範囲 
⑤ 環境影響評価方法書の縦覧の場所、期間及び時間 
⑥ 環境影響評価方法書について、環境保全の見地からの意見を書面により提出する

ことができる旨 

⑦ 意見書の提出期限及び提出先、その他意見書の提出に必要な事項 
 

(3) 環境影響評価方法書の縦覧場所（写真 2-1） 

環境影響評価方法書の縦覧場所は、以下に示すような施設を参考にして選定する。 

① 建設地域近傍にある事業者の事務所 

② 関係市町村の協力が得られた場合は、関係市町村の庁舎又はその他の関係市町村

の施設 

③ 関係地区の協力が得られた場合は、関係地区の有人が管理している施設 

④ その他事業者が利用できる適切な施設 
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ことから、工事場所から 1 キロメートル離れれば影響はほとんど及ばないことを考慮

し、1 キロメートルと定めている。  

②については、①の範囲外に対しての規定であって、方法書及び準備書を作成した段

階で事業者が入手している情報により、大気環境や水環境等の環境要素が、環境影響を

受けると判断される地域であり、その判断にあたっては、当該周辺地域の状況及び基準

又は目標値の設定状況等により、事業者が判断するものである。 
 
(2) 環境影響評価方法書の縦覧に関する情報の周知 

地域への情報提供に際し、発電所アセス省令第 18 条に定めるところによる対象事

業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域を管轄する市町村に対し、環

境影響評価方法書を送付するとともに以下のような手法を参考にして、住民等が環境

影響評価方法書を縦覧するために必要となる情報の周知に努める。 
① 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は広報紙に掲載 
② 地方新聞紙への掲載 
③ 地方新聞紙への折込広告 
④ 地域の回覧板、掲示板等での周知（地元地区の協力） 
 
また、周知する内容は以下に掲げるものとする。 
① 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事業所

の所在地） 

② 対象事業の名称、種類及び規模 
③ 対象事業実施区域 
④ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域の範囲 
⑤ 環境影響評価方法書の縦覧の場所、期間及び時間 
⑥ 環境影響評価方法書について、環境保全の見地からの意見を書面により提出する

ことができる旨 

⑦ 意見書の提出期限及び提出先、その他意見書の提出に必要な事項 
 

(3) 環境影響評価方法書の縦覧場所（写真 2-1） 

環境影響評価方法書の縦覧場所は、以下に示すような施設を参考にして選定する。 

① 建設地域近傍にある事業者の事務所 

② 関係市町村の協力が得られた場合は、関係市町村の庁舎又はその他の関係市町村

の施設 

③ 関係地区の協力が得られた場合は、関係地区の有人が管理している施設 

④ その他事業者が利用できる適切な施設 

 



 

16 

 
写真 2-1 縦覧場所の例 

 

(4) インターネットを利用した閲覧 

書面の縦覧に代えて、インターネットを利用する方法、事業者等の事務所に備え置く

コンピュータのモニタ等に表示する方法が可能である。 

ただし、本ガイドブックの対象事業は環境影響の程度が著しいものとなるおそれがな

い小規模の風力発電所に限定されることから、インターネットを利用した縦覧は必須と

せず、地元の要望等に応じ必要が生じた場合実施するものとする。 

閲覧期間は、1ヶ月間とする。ここで告知日と閲覧開始日が同一の日となることに留

意する必要がある。 

また、年末年始やゴールデンウィーク等の長期休日・祝日を含む場合は、地域住民等

への配慮として、事業者の判断により、閲覧期間を延長することが望ましい。 

方法書のインターネットの利用その他の方法による周知は、次に掲げる方法を参考に

して、周知に努める。 

①事業者のウェブサイトへの掲載  

②関係市町村の協力を得て、関係市町村のウェブサイトに掲載  

閲覧期間は、1ヶ月間とする。ここで告知日と閲覧開始日が同一の日となることに留

意する必要がある。  

方法書のインターネット上での公表にあたっては、当該図書が事業者の著作物である

ことや事業者以外の者が作成した地図、写真、図面等を含むことが多く、当該図書の無

断複製等の著作権に関する問題が生じないよう留意する必要がある。また、方法書に関

する著作権法上の権利は事業者に帰属するため、当該事業者以外の者がこれらの図書や

その記載内容を取り扱う際にも、著作権法に基づく対応が必要となる。 
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(5) 住民説明会の開催 

環境影響評価方法書の内容を情報提供するために、関係する地元住民への説明会を開

催することは地元との合意形成に有効である。 

また、説明会を開催するときは、できる限り説明会に参加する者の参集の便を考慮して

開催の日時及び場所を定め、開催の 1 週間前までにその旨を周知することが望ましい。 

以下のような手法を参考にして、住民等への周知に努める。その際、説明会開催の告知

と方法書の告知を同時に行うことも有効である。 

① 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は広報紙に掲載  

② 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載 

 

また、周知する内容は以下に掲げるものとする。 

① 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事業所の

所在地） 

② 対象事業の名称、種類及び規模 

③ 対象事業実施区域 

④ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域の範囲 

⑤ 説明会の開催を予定する日時及び場所 

 

４．環境影響評価方法書に関する意見の概要の作成に当たっての留意事項 
環境影響評価方法書の縦覧期間及びその縦覧期間の満了日の翌日から起算して 2 週間

は、環境保全の見地からの意見を有する者は事業者に対して意見書を提出することがで

きる。意見書には、次に掲げる事項を記載されるように努める。 
① 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏

名及び主たる事業所の所在地） 
② 意見書の提出対象である方法書の名称 
③ 方法書についての環境保全の見地からの意見 
 
 意見の提出方法については、原則、郵送又は意見箱への投函とするが、ファクシミリで

の送付も考えられる。 
意見の概要の作成にあたっては、地域への情報提供の告知日及び方法、縦覧期間、縦覧

場所及び縦覧者数、受け付けた意見数も記載する。また、得られた意見は、項目ごとに分

類して住民等からの意見の概要として取りまとめ、それに対する見解は対比できること

が望ましい。 
 

５．有識者等からの意見聴取を実施する場合 
有識者等からの聞き取り又は関係市町村からの意見聴取を実施する場合は、個別又は



 

16 

 
写真 2-1 縦覧場所の例 

 

(4) インターネットを利用した閲覧 

書面の縦覧に代えて、インターネットを利用する方法、事業者等の事務所に備え置く

コンピュータのモニタ等に表示する方法が可能である。 

ただし、本ガイドブックの対象事業は環境影響の程度が著しいものとなるおそれがな

い小規模の風力発電所に限定されることから、インターネットを利用した縦覧は必須と

せず、地元の要望等に応じ必要が生じた場合実施するものとする。 

閲覧期間は、1ヶ月間とする。ここで告知日と閲覧開始日が同一の日となることに留

意する必要がある。 

また、年末年始やゴールデンウィーク等の長期休日・祝日を含む場合は、地域住民等

への配慮として、事業者の判断により、閲覧期間を延長することが望ましい。 

方法書のインターネットの利用その他の方法による周知は、次に掲げる方法を参考に

して、周知に努める。 

①事業者のウェブサイトへの掲載  

②関係市町村の協力を得て、関係市町村のウェブサイトに掲載  

閲覧期間は、1ヶ月間とする。ここで告知日と閲覧開始日が同一の日となることに留

意する必要がある。  

方法書のインターネット上での公表にあたっては、当該図書が事業者の著作物である

ことや事業者以外の者が作成した地図、写真、図面等を含むことが多く、当該図書の無

断複製等の著作権に関する問題が生じないよう留意する必要がある。また、方法書に関

する著作権法上の権利は事業者に帰属するため、当該事業者以外の者がこれらの図書や

その記載内容を取り扱う際にも、著作権法に基づく対応が必要となる。 

 
 
 

 

17 
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当該事業に関する環境影響評価委員会等によって有識者等へ環境影響評価方法書の説明

を行い、その意見を聴取する。 
意見の聴取方法としては、以下のような手法を参考に選定する。 

① 公開を前提とした個々の有識者に対する聞き取り 
 ② 公開を前提とした複数の有識者からなる委員会に対する聞き取り 

 

６．環境影響評価方法書への意見概要及び事業者見解の送付 
環境影響評価方法書の縦覧による地域への情報提供及び有識者等からの意見聴取（実

施する場合）によってとりまとめられた意見の概要を関係市町村へ送付する。得られた意

見に対しては、事業者見解を作成し、必要に応じて方法書の内容（調査項目、調査方法、

評価方法等）を修正する。なお、関係市町村に意見の概要を送付する際は、市町村として

の意見も入手できるよう、とりまとめを依頼する。 
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第３節 環境影響評価準備書の作成等 
 
１．環境影響評価準備書の記載内容 

環境影響評価準備書に記載すべき内容は以下のとおりとする。 
 

第１章 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
第２章 対象事業の目的及び内容 

2-1 対象事業の目的 
2-2 対象事業の内容 

(1) 対象事業の名称 
(2) 対象事業により設置又は変更される発電所の原動力の種類 
(3) 対象事業により設置又は変更される発電所の出力 
(4) 対象事業実施区域 
(5) 対象事業の主要設備の配置計画その他の土地の利用に関する事項 
(6) 工事の実施に係る工法、期間及び工程計画に関すること 

(a) 工事概要 
(b) 工事期間及び工事工程 
(c) 主要な工事の方法及び規模 
(d) 工事用仮設備の概要 
(e) 工事用道路及び付替道路 
(f) 工事用資材等の運搬の方法及び規模 
(g) 土地使用面積 
(h) 騒音及び振動の主要な発生源となる機器の種類及び容量 
(i) 工事中の用水に関する事項 
(j) 工事中の排水に関する事項 

(7) 切土、盛土その他の土地の造成に関する事項 
(a) 土地の造成の方法及び規模 
(b) 切土、盛土に関する事項 
(c) 樹木伐採の場所及び規模 
(d) 工事に伴う産業廃棄物の種類及び量 

(8) 当該土石の捨場又は採取場に関する事項 
(a) 土捨場の場所及び量 
(b) 材料採取の場所及び量 

(9) 供用開始後の定常状態における操業規模に関する事項 
(a) 発電所の主要設備の概要 

① 発電機（定格出力、ブレード（翼）枚数、ロータ直径、ナセル高さ、定格回

転速度（ロータ）） 
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当該事業に関する環境影響評価委員会等によって有識者等へ環境影響評価方法書の説明

を行い、その意見を聴取する。 
意見の聴取方法としては、以下のような手法を参考に選定する。 

① 公開を前提とした個々の有識者に対する聞き取り 
 ② 公開を前提とした複数の有識者からなる委員会に対する聞き取り 

 

６．環境影響評価方法書への意見概要及び事業者見解の送付 
環境影響評価方法書の縦覧による地域への情報提供及び有識者等からの意見聴取（実

施する場合）によってとりまとめられた意見の概要を関係市町村へ送付する。得られた意

見に対しては、事業者見解を作成し、必要に応じて方法書の内容（調査項目、調査方法、

評価方法等）を修正する。なお、関係市町村に意見の概要を送付する際は、市町村として

の意見も入手できるよう、とりまとめを依頼する。 
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転速度（ロータ）） 
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② 主変圧器 

③ 発電機基礎の構造 

④ その他 

(b) 主要な建物等 
① 変電設備 
② 送電設備 
③ 騒音・振動に関する事項 
④ その他 

(10) 上記に掲げるもののほか、対象事業の内容に関する事項であって、その変更によ

り環境影響が変化することとなるもの 
(a) 温室効果ガス 
(b) 近隣の風力発電事業 

※【温室効果ガス】風力発電においては環境を悪化させるものではなく、改善させる項目と

なるため環境改善項目として記載することが望ましい。 
 
第３章 対象事業実施区域及びその周囲の概況 ※記載内容は方法書と同じ 
 
第４章 環境影響評価方法書についての意見と事業者の見解 

4-1 環境影響評価方法書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 
4-2 環境影響評価方法書についての有識者等の意見の概要及び事業者の見解 

 
第５章 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
  ※記載内容は方法書と同じ。ただし、意見を踏まえて修正が生じている場合は、修正後

の内容を記載する。 
 
第６章 環境影響評価の結果 

(1) 調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果 
(a) 調査の結果の概要 
(b) 予測の結果 
(c) 評価の結果 

(2) 環境保全のための措置（当該措置を講ずるに至った検討の状況を含む。） 
(3) 事後調査の必要性の有無及び調査内容について 

(a) 事後調査を行うこととした理由 
(b) 事後調査の項目及び手法 
(c) 事後調査の結果により環境影響の程度が著しいことが明らかとなった場合の対

応の方針 
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(d) 事後調査の結果の公表の方法 
(4) 環境影響の総合的な評価 

 
第７章 環境影響評価を委託した事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
 
第８章 その他環境省令で定める事項 
 
 
２．地域への情報提供の方法 
(1) 情報提供を行うべき地域 

情報提供を行うべき地域は、対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる

地域（「関係地域」という）を管轄する市町村とする。環境影響評価準備書を該当する関係

市町村へ送付する。 

ここで言う関係地域は、方法書の段階とは違い環境影響評価を行った結果を考慮したも

のであり、方法書を送付した地域と比べ、増加又は減少してもかまわない。 

 

(2) 環境影響評価準備書の縦覧に関する情報の周知 

地域への情報提供に際し、関係地域を管轄する市町村に対し環境影響評価準備書を送付

するとともに以下のような手法を参考にして、住民等が環境影響評価準備書を縦覧するた

めに必要となる情報の周知に努める。 

① 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は広報紙に掲載 
② 地方新聞紙への掲載（時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載） 
③ 地方新聞紙への折込広告 
④ 地域の回覧板、掲示板等での周知（地元地区の協力） 

 

また、周知する内容は以下に掲げるものとする。 

① 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事業所

の所在地） 

② 対象事業の名称、種類及び規模 

③ 対象事業実施区域 

④ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域の範囲 

⑤ 環境影響評価準備書の縦覧の場所、期間及び時間 

⑥ 環境影響評価準備書について環境保全の見地からの意見を書面により提出するこ

とができる旨 

⑦ 意見書の提出期限及び提出先その他意見書の提出に必要な事項 
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② 主変圧器 

③ 発電機基礎の構造 

④ その他 

(b) 主要な建物等 
① 変電設備 
② 送電設備 
③ 騒音・振動に関する事項 
④ その他 

(10) 上記に掲げるもののほか、対象事業の内容に関する事項であって、その変更によ

り環境影響が変化することとなるもの 
(a) 温室効果ガス 
(b) 近隣の風力発電事業 

※【温室効果ガス】風力発電においては環境を悪化させるものではなく、改善させる項目と

なるため環境改善項目として記載することが望ましい。 
 
第３章 対象事業実施区域及びその周囲の概況 ※記載内容は方法書と同じ 
 
第４章 環境影響評価方法書についての意見と事業者の見解 

4-1 環境影響評価方法書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 
4-2 環境影響評価方法書についての有識者等の意見の概要及び事業者の見解 

 
第５章 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
  ※記載内容は方法書と同じ。ただし、意見を踏まえて修正が生じている場合は、修正後

の内容を記載する。 
 
第６章 環境影響評価の結果 

(1) 調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果 
(a) 調査の結果の概要 
(b) 予測の結果 
(c) 評価の結果 

(2) 環境保全のための措置（当該措置を講ずるに至った検討の状況を含む。） 
(3) 事後調査の必要性の有無及び調査内容について 

(a) 事後調査を行うこととした理由 
(b) 事後調査の項目及び手法 
(c) 事後調査の結果により環境影響の程度が著しいことが明らかとなった場合の対

応の方針 
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(d) 事後調査の結果の公表の方法 
(4) 環境影響の総合的な評価 

 
第７章 環境影響評価を委託した事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
 
第８章 その他環境省令で定める事項 
 
 
２．地域への情報提供の方法 
(1) 情報提供を行うべき地域 

情報提供を行うべき地域は、対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる

地域（「関係地域」という）を管轄する市町村とする。環境影響評価準備書を該当する関係

市町村へ送付する。 

ここで言う関係地域は、方法書の段階とは違い環境影響評価を行った結果を考慮したも

のであり、方法書を送付した地域と比べ、増加又は減少してもかまわない。 

 

(2) 環境影響評価準備書の縦覧に関する情報の周知 

地域への情報提供に際し、関係地域を管轄する市町村に対し環境影響評価準備書を送付

するとともに以下のような手法を参考にして、住民等が環境影響評価準備書を縦覧するた

めに必要となる情報の周知に努める。 

① 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は広報紙に掲載 
② 地方新聞紙への掲載（時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載） 
③ 地方新聞紙への折込広告 
④ 地域の回覧板、掲示板等での周知（地元地区の協力） 

 

また、周知する内容は以下に掲げるものとする。 

① 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事業所

の所在地） 

② 対象事業の名称、種類及び規模 

③ 対象事業実施区域 

④ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域の範囲 

⑤ 環境影響評価準備書の縦覧の場所、期間及び時間 

⑥ 環境影響評価準備書について環境保全の見地からの意見を書面により提出するこ

とができる旨 

⑦ 意見書の提出期限及び提出先その他意見書の提出に必要な事項 
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(3) 環境影響評価準備書の縦覧場所 

環境影響評価準備書の縦覧場所は、以下に示すような施設を選定する。 

① 建設地域近傍にある事業者の事務所 
② 関係市町村の協力が得られた場合は、関係市町村の庁舎又はその他の関係市町村の

施設 
③ 関係地区の協力が得られた場合は、関係地区の有人が管理している施設 
④ その他事業者が利用できる適切な施設 

 

(4) インターネットを利用した閲覧 

書面の縦覧に代えて、インターネットを利用する方法、事業者等の事務所に備え置く

コンピュータのモニタ等に表示する方法が可能である。 

ただし、本ガイドブックの対象事業は環境影響の程度が著しいものとなるおそれがな

い小規模の風力発電所に限定されることから、インターネットを利用した縦覧は必須と

せず、地元の要望等に応じ必要が生じた場合実施するものとする。 

閲覧期間は、1ヶ月間とする。ここで告知日と閲覧開始日が同一の日となることに留

意する必要がある。 

また、年末年始やゴールデンウィーク等の長期休日・祝日を含む場合は、地域住民等

への配慮として、事業者の判断により、閲覧期間を延長することが望ましい。 

準備書のインターネットの利用その他の方法による周知は、次に掲げる方法を参考に

して、周知に努める。 

① 事業者のウェブサイトへの掲載   

② 関係市町村の協力を得て、関係市町村のウェブサイトに掲載  

閲覧期間は、1ヶ月間行う。ここで告知日と閲覧開始日が同一の日となることに留意

する必要がある。  

準備書のインターネット上での公表にあたっては、当該図書が事業者の著作物である

ことや事業者以外の者が作成した地図、写真、図形等を含むことが多く、当該図書の無

断複製等の著作権に関する問題が生じないよう留意する必要がある。また、方法書に関

する著作権法上の権利は事業者に帰属するため、当該事業者以外の者がこれらの図書や

その記載内容を取り扱う際にも、著作権法に基づく対応が必要となる。 

 

(5) 住民説明会の開催 

環境影響評価準備書の内容を情報提供するために、関係する地元住民への説明会を開

催することは地元との合意形成に有効である。 

また、説明会を開催するときは、できる限り説明会に参加する者の参集の便を考慮して

開催の日時及び場所を定め、開催の 1 週間前までにその旨を周知することが望ましい。 

以下のような手法を参考にして、住民等への周知に努める。その際、説明会開催の告知
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と準備書の告知を同時に行うことも有効である。 
① 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は広報紙に掲載  
② 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載 

 
また、周知する内容は以下に掲げるものとする。 

① 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事業所の

所在地） 

② 対象事業の名称、種類及び規模 
③ 対象事業実施区域 
④ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域の範囲 
⑤ 説明会の開催を予定する日時及び場所 
 

３．環境影響評価準備書に関する意見の概要の作成に当たっての留意事項 
環境影響評価準備書の縦覧期間及びその縦覧期間の満了日の翌日から起算して 2 週間

は、環境保全の見地からの意見を有する者は事業者に対して意見書を提出することがで

きる。意見書には、次に掲げる事項を記載されるように努める。 
① 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏

名及び主たる事業所の所在地） 
② 意見書の提出対象である方法書の名称 
③ 準備書についての環境保全の見地からの意見 

 
 意見の提出方法については、原則、郵送又は意見箱への投函とするが、ファクシミリで

の送付も考えられる。 
意見の概要の作成にあたっては、地域への情報提供の告知日及び方法、縦覧期間、縦覧

場所及び縦覧者数、受け付けた意見数も記載する。また、提出された意見は、項目ごとに

分類して住民等からの意見の概要として取りまとめ、それに対する見解は対比できるこ

とが望ましい。 
 
４．有識者からの意見聴取（方法書に対する意見聴取時と同じ有識者を原則とする）を実施

する場合 
環境影響評価準備書と、環境影響評価準備書に対する意見の概要及び事業者の見解を

添えて有識者等へ説明を行い、その意見を聴取する。 
意見の聴取方法としては、以下のような手法を参考に選定する。 

① 公開を前提とした個々の有識者に対する聞き取り 
② 公開を前提とした複数の有識者からなる委員会に対する聞き取り 
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(3) 環境影響評価準備書の縦覧場所 

環境影響評価準備書の縦覧場所は、以下に示すような施設を選定する。 

① 建設地域近傍にある事業者の事務所 
② 関係市町村の協力が得られた場合は、関係市町村の庁舎又はその他の関係市町村の

施設 
③ 関係地区の協力が得られた場合は、関係地区の有人が管理している施設 
④ その他事業者が利用できる適切な施設 

 

(4) インターネットを利用した閲覧 

書面の縦覧に代えて、インターネットを利用する方法、事業者等の事務所に備え置く

コンピュータのモニタ等に表示する方法が可能である。 

ただし、本ガイドブックの対象事業は環境影響の程度が著しいものとなるおそれがな

い小規模の風力発電所に限定されることから、インターネットを利用した縦覧は必須と

せず、地元の要望等に応じ必要が生じた場合実施するものとする。 

閲覧期間は、1ヶ月間とする。ここで告知日と閲覧開始日が同一の日となることに留

意する必要がある。 

また、年末年始やゴールデンウィーク等の長期休日・祝日を含む場合は、地域住民等

への配慮として、事業者の判断により、閲覧期間を延長することが望ましい。 

準備書のインターネットの利用その他の方法による周知は、次に掲げる方法を参考に

して、周知に努める。 

① 事業者のウェブサイトへの掲載   

② 関係市町村の協力を得て、関係市町村のウェブサイトに掲載  

閲覧期間は、1ヶ月間行う。ここで告知日と閲覧開始日が同一の日となることに留意

する必要がある。  

準備書のインターネット上での公表にあたっては、当該図書が事業者の著作物である

ことや事業者以外の者が作成した地図、写真、図形等を含むことが多く、当該図書の無

断複製等の著作権に関する問題が生じないよう留意する必要がある。また、方法書に関

する著作権法上の権利は事業者に帰属するため、当該事業者以外の者がこれらの図書や

その記載内容を取り扱う際にも、著作権法に基づく対応が必要となる。 

 

(5) 住民説明会の開催 

環境影響評価準備書の内容を情報提供するために、関係する地元住民への説明会を開

催することは地元との合意形成に有効である。 

また、説明会を開催するときは、できる限り説明会に参加する者の参集の便を考慮して

開催の日時及び場所を定め、開催の 1 週間前までにその旨を周知することが望ましい。 

以下のような手法を参考にして、住民等への周知に努める。その際、説明会開催の告知
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と準備書の告知を同時に行うことも有効である。 
① 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は広報紙に掲載  
② 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載 

 
また、周知する内容は以下に掲げるものとする。 

① 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事業所の

所在地） 

② 対象事業の名称、種類及び規模 
③ 対象事業実施区域 
④ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域の範囲 
⑤ 説明会の開催を予定する日時及び場所 
 

３．環境影響評価準備書に関する意見の概要の作成に当たっての留意事項 
環境影響評価準備書の縦覧期間及びその縦覧期間の満了日の翌日から起算して 2 週間

は、環境保全の見地からの意見を有する者は事業者に対して意見書を提出することがで

きる。意見書には、次に掲げる事項を記載されるように努める。 
① 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏

名及び主たる事業所の所在地） 
② 意見書の提出対象である方法書の名称 
③ 準備書についての環境保全の見地からの意見 

 
 意見の提出方法については、原則、郵送又は意見箱への投函とするが、ファクシミリで

の送付も考えられる。 
意見の概要の作成にあたっては、地域への情報提供の告知日及び方法、縦覧期間、縦覧

場所及び縦覧者数、受け付けた意見数も記載する。また、提出された意見は、項目ごとに

分類して住民等からの意見の概要として取りまとめ、それに対する見解は対比できるこ

とが望ましい。 
 
４．有識者からの意見聴取（方法書に対する意見聴取時と同じ有識者を原則とする）を実施

する場合 
環境影響評価準備書と、環境影響評価準備書に対する意見の概要及び事業者の見解を

添えて有識者等へ説明を行い、その意見を聴取する。 
意見の聴取方法としては、以下のような手法を参考に選定する。 

① 公開を前提とした個々の有識者に対する聞き取り 
② 公開を前提とした複数の有識者からなる委員会に対する聞き取り 
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５．環境影響評価準備書への意見概要及び事業者見解の送付 
環境影響評価準備書の縦覧及び有識者からの意見聴取（実施する場合）によってとりま

とめられた意見の概要及びそれらに対する事業者見解を関係市町村へ送付する。 
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第４節 環境影響評価書の作成等 

 
事業者は環境影響評価準備書に対する住民及び有識者の意見を考慮し、環境影響評価準

備書の記載事項について検討を加え、その内容を環境影響評価書に反映させるものとする。 
 
１．環境影響評価書の記載内容 
環境影響評価書に記載すべき内容は以下のとおりとする。各項目の詳細に関しては、環境

影響評価準備書における記載事項に準じる。 
 
第１章 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
第２章 対象事業の目的及び内容 

対象事業の目的 
対象事業の内容 

第３章 対象事業実施区域及びその周囲の概況 
第４章 環境影響評価方法書についての意見と事業者の見解 

環境影響評価方法書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 
環境影響評価方法書についての有識者等の意見の概要及び事業者の見解 

第５章 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
第６章 環境影響評価の結果 
第７章 環境影響評価を委託した事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
第８章 環境影響評価準備書についての意見と事業者の見解 

環境影響評価準備書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 
環境影響評価準備書についての有識者等の意見の概要及び事業者の見解 

 
 
２．環境影響評価書の公開 
作成した環境影響評価書は、関係市町村へ送付し、地域への情報提供を行う。 
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５．環境影響評価準備書への意見概要及び事業者見解の送付 
環境影響評価準備書の縦覧及び有識者からの意見聴取（実施する場合）によってとりま

とめられた意見の概要及びそれらに対する事業者見解を関係市町村へ送付する。 

  

 

25 

第４節 環境影響評価書の作成等 

 
事業者は環境影響評価準備書に対する住民及び有識者の意見を考慮し、環境影響評価準

備書の記載事項について検討を加え、その内容を環境影響評価書に反映させるものとする。 
 
１．環境影響評価書の記載内容 
環境影響評価書に記載すべき内容は以下のとおりとする。各項目の詳細に関しては、環境

影響評価準備書における記載事項に準じる。 
 
第１章 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
第２章 対象事業の目的及び内容 

対象事業の目的 
対象事業の内容 

第３章 対象事業実施区域及びその周囲の概況 
第４章 環境影響評価方法書についての意見と事業者の見解 

環境影響評価方法書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 
環境影響評価方法書についての有識者等の意見の概要及び事業者の見解 

第５章 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 
第６章 環境影響評価の結果 
第７章 環境影響評価を委託した事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
第８章 環境影響評価準備書についての意見と事業者の見解 

環境影響評価準備書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 
環境影響評価準備書についての有識者等の意見の概要及び事業者の見解 

 
 
２．環境影響評価書の公開 
作成した環境影響評価書は、関係市町村へ送付し、地域への情報提供を行う。 
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第３章 環境影響評価の項目及び手法の選定 

第１節 風力発電が与える環境影響 
 

 ここでは、風力発電機の設置に伴い、周辺の環境に与え得る影響について、実例等に基づきな

がら述べる。 

 

１．騒音 

風力発電機から発生する騒音については、主に①ギアボックス内や冷却ファンから発生する機

械音、②ブレードの回転に伴う風切り音に大別される。このうち①機械音は、近年の風力発電機

の大型化による回転速度の減少、タワーの高層化あるいは機種によってはギアレス化等により、

地表面付近に伝搬する騒音レベルは小さくなってきてはいるものの、タワー内部に機械音が反響

し、遠方まで伝搬している事例も見受けられる。実際に、機械音によって発生した睡眠障害を改

善するため、ナセル内部の防音処理を実施した事例もある。一方、定格出力時で翼端速度が時速

200km を超えることから、②風切り音の問題は依然として残っており、風力発電機の回転に合わせ

た周期的な音が、風に乗って遠方まで伝搬するケースも少なくない。 

風力発電機が稼働するのは強風時が多く、このようなときには周囲の木々、電線、建造物等か

らも風切り音が発生する。海岸部においては波も高くなり、これが砕ける周波数の低い音も非常

に大きくなる。したがって、これらの自然に存在する音が、風力発電機から発生する騒音をかき

消す現象（マスキング）により、影響が現れにくいという特徴がある。 

一方、生活音が小さくなる夜間においては、気象条件によっては風下側の谷地等で、風力発電

機から発生する騒音がマスキングされずに残存する現象も確認されている。しかもこのような場

合は、騒音が風によって遠方まで伝搬することも考えられ、留意する必要がある。表 3-1 には風

向や風速によって増減する騒音レベルの程度を示した。 

（解説） 

環境省では、これまで 100Hz 以下の騒音を総称して、「低周波音」としてきたが、経産省の発電所アセス省令で

は、環境省の報告書に基づき、「騒音」は“周波数が 20Hz から 100Hz までの音によるものを含む”とし、「超低周

波音」は“周波数が 20Hz 以下の音”としている。なお、IEC 規格（IEC61400s）及び国際規格に基づく JIS C 1400-

0(風車発電システム-第 0章：風力発電用語)では、「超低周波音」は“20Hz 以下の周波数の音”、「低周波音」は“20

～100Hz の範囲の周波数の音”としている（図 3-1）。 

 

図 3-1  騒音に係る分類と周波数範囲 

出典：「風力発電所の環境影響評価のポイントと参考事例」 

(環境省総合環境政策局環境影響評価課環境影響審査室、2013 年) 

 

  

 

 27

表 3-1 風による影響 

（単位：dB，複合同順） 

ベクトル風速 
（m/s） 

音源からの距離（m） 

50 100 200 

±1 ±0.5 ±0.5 ±1.0 

±3 ±1.5 ±2.0 ±3.0 

±5 ±2.5 ±3.5 ±5.0 

参考資料：「道路交通騒音の予測モデル“ASJ Model 1998”」 

（社団法人日本音響学会道路交通騒音調査研究委員会、日本音響学会誌 55 巻 4号、1999 年） 

 

注）表 3-1 は、ある向きに風が吹くと、それと同じ向きに騒音はプラスされて（増加して）伝わることを示して

いる。 

 

一般に、可聴域の低周波数帯は聞こえ方に関する個人差が大きいとされる。低周波数帯域で

はサッシ等の防音効果も低いことから、仮に環境基準（専ら住居の用に供される地域において

は、夜間 45dB）を下回っていても睡眠障害等が発生する可能性は残る（図 3-2）。また、騒音に

よる影響の度合いは心理的な要因に左右されやすいという性質があり、騒音レベルとしては非

常に小さくても、これまではなかった音が新たに加わることで苦情が発生することもあること

から、地域住民に対しては事前に十分な理解を得ておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 風力発電機から発生する騒音の周波数分析例 
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出典：「風力発電のための環境影響評価マニュアル（第 2版）」 

（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構、2006 年） 
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２．鳥類 

風力発電機の動物への影響のうち、鳥類の風力発電機への衝突（バードストライク）が特徴的

な問題として、しばしば取り上げられる。風力発電機への鳥類の衝突の問題は、風力発電を先進

的に取り入れてきた欧米諸国において、これまで長く議論されてきたにも係わらず、明確な評価

基準が得られていない。 

導入間もない我が国では、発電所建設後の影響調査の実例は少なく、今後も調査実績を積み重

ねていく必要がある。 

バードストライクは風力発電事業のみで発生している問題ではなく、走行する自動車や、ガラ

ス張りの建物、送電用や通信用の鉄塔等にも相当数の鳥類が衝突して死亡していることが報告さ

れている（巻末添付資料 ７.参考資料(11)鳥類の死因に関する論文）。風力発電機は、表 3-2 に

示すように、「可動部分を持つ長大な構造物」として特徴付けられる。このような構造物はこれま

で国内では建設されていなかったことが、バードストライクが懸念される一因になっているもの

と考えられる。 

 

表 3-2 バードストライクの懸念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「高低」は構造物としての高さ、「動静」は構造物の移動や回転が伴うものであるかどうかを示す。 

 

風力発電が動物、特に鳥類に与える影響については、その種、行動形態に応じて様々であるこ

とが予想され、影響の予測精度の向上には事業の実施前並びに運転後における調査結果の蓄積が

不可欠な状況となっている。 

愛媛県西宇和郡伊方町（旧瀬戸町）においては、セオドライト※を用いて風力発電所の設置前・

設置後の渡り鳥の移動経路の変化を調査している（『セオドライトを用いた風力発電所の設置前後

の渡り鳥の経路比較』竹岳・向井、風力エネルギー協会誌、第 71 号、2004 年）。これによれば、

主としてハチクマ等の猛禽類が、風力発電機を遠方から視認し、迂回する様子が確認されている

（図 3-3）。これはあくまでも一例ではあるが、このような事例が積み重ねられることによって、

事例 高低 動静

自動車（ロードキル） 低 動動

航空機 高高 動動

鉄道 低 動動

高層建物・ガラス 高高 静

送電線鉄塔 高高 静

通信鉄塔 高高 静

風風力力発発電電機機 高高 動動
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鳥類種の違いによる影響の程度差が明らかになれば、よりポイントを絞った環境影響評価として

活用できるようになると考えられる。 

なお、「鳥類等に関する風力発電施設立地適正化のための手引き」（環境省自然環境局野生生物

課、2011 年 1 月、2015 年 9 月修正版）に、最新の鳥類の調査方法、バードストライク防止対策等

が紹介されている。また、更なる知見の収集を行うため環境省では、海ワシ類を対象としてバー

ドストライク防止策の検討と検証を進めている（巻末添付資料 ７.参考資料(12)「平成 27 年度 

海ワシ類における風力発電施設に係るバードストライク防止策検討委託業務報告書」（環境省自然

環境局、2016 年 3 月）。 

 

※セオドライト：セオドライト（測距儀）を複数台使用して、同一の飛翔個体を同時に連続捕捉することにより、

飛翔の軌跡を 3次元的に把握することができる手法。ワシ・タカ類の観察に適している（p.61 写真 3-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 風力発電所の設置前後の渡り鳥の移動経路 
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図 3-3 風力発電所の設置前後の渡り鳥の移動経路 
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３．景観 

  景観について客観的に評価することは難しいが、周囲の景観と調和が図られるよう、配置、デ

ザイン、色彩等について配慮することが望まれる。風力発電機については、周囲の環境になじみ

やすいように、明度・彩度を抑えた着色とする事例が多くみられる（写真 3-1、写真 3-2）。地域

によっては景観に関する条例を定めている場合もあり、留意が必要である。また、航空法により

地上高 60m 以上の風力発電機には原則として航空障害標識が必要となるが、この標識は当該地方

の航空局との調整により決定され、その指示内容により様々なものが考えられる。このように、

地域の景観に与える影響評価は、建設に付随した関係機関との調整による塗色の結果等も含めて

検討すべきである。 

近年では、国立・国定公園並びに県立自然公園内における設置計画もある。2004 年度には、環

境省によって「国立・国定公園内における風力発電施設設置のあり方に関する基本的考え方」（環

境省、2004 年 2 月）が策定されたが、熊本県阿蘇郡小国町では、この基準に基づき、景観影響を

極力低減した配置、基数等を検討し、設置に関する届出が受理されている。また、茨城県常陸太

田市でも、「自然公園における風力発電施設の新築，改築及び増築に係る許可・措置命令・指導指

針」（茨城県、2004 年）に基づく協議の結果、茨城県立自然公園内での設置が許可されている。 

 

 

 

写真 3-1 北海道苫前郡苫前町での航空障害塔（左）と塗色された風力発電機（右） 
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写真 3-2 周囲の景観に馴染むようにタワーにグラデーション塗装を実施した例 
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４．電波障害 

 法アセス、条例アセスでは対象項目には含まれていないが、これまでの自主アセス等では環境

調査の一つとして実施してきた経緯もあり、影響の内容について要点を紹介する。 

（1）テレビジョン電波（デジタル）

電波障害については影響が生じる範囲を予測し、その範囲が居住地域と重ならないことを原則

とする。これまで、風力発電機の運転前の受信状況を調査によって把握した上で、何らかの障害

が発生した場合は然るべき処置を行うことで対応が図られている。 

運転後の調査によって明らかに風力発電機による影響が現れ、事業者が共同アンテナの設置や

アンテナの改良処置等の必要な対応を行ったという事例もあるが、これらはすべてフラッター障

害※であったとされる。 

※フラッター障害：飛行機等の移動体によって電波が反射されたり遮蔽されたりすることで、テレビ画面の明る

さやゴーストが時間とともに変動する障害の総称。風力発電機の場合は、ブレードの回転に合わせて画像が乱れ

ることがある（図 3-4）。

図 3-4 フラッター障害の発生条件 

出典：「建造物障害予測技術（地上デジタル放送）」 

（ＮＨＫ受信技術センター編、2003 年） 

また、地上デジタル放送の送信点－風力発電機－居住地域によるテレビの受信障害のみならず、

地上デジタル放送の中継局間や中継局から各家庭に届く電波が風力発電機の風車により遮蔽され

たことが原因で、広範囲にわたり受信障害が発生しテレビが映らなくなるという事例もあり、留

意が必要である。風車群による地上デジタル放送の受信障害例と救済方法を次頁の図 3-5 に示す。

また、テレビジョン電波に関する各地方の連絡窓口を巻末（添付資料 ４．テレビジョン電波に

関する各地方の連絡窓口）に示す。
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図 3-5 風車群による地上デジタル放送の受信障害例と救済方法 

出典：総務省資料 

  



32

４．電波障害 

 法アセス、条例アセスでは対象項目には含まれていないが、これまでの自主アセス等では環境

調査の一つとして実施してきた経緯もあり、影響の内容について要点を紹介する。 

（1）テレビジョン電波（デジタル）

電波障害については影響が生じる範囲を予測し、その範囲が居住地域と重ならないことを原則

とする。これまで、風力発電機の運転前の受信状況を調査によって把握した上で、何らかの障害

が発生した場合は然るべき処置を行うことで対応が図られている。 

運転後の調査によって明らかに風力発電機による影響が現れ、事業者が共同アンテナの設置や

アンテナの改良処置等の必要な対応を行ったという事例もあるが、これらはすべてフラッター障

害※であったとされる。 

※フラッター障害：飛行機等の移動体によって電波が反射されたり遮蔽されたりすることで、テレビ画面の明る

さやゴーストが時間とともに変動する障害の総称。風力発電機の場合は、ブレードの回転に合わせて画像が乱れ

ることがある（図 3-4）。

図 3-4 フラッター障害の発生条件 

出典：「建造物障害予測技術（地上デジタル放送）」 

（ＮＨＫ受信技術センター編、2003 年） 

また、地上デジタル放送の送信点－風力発電機－居住地域によるテレビの受信障害のみならず、

地上デジタル放送の中継局間や中継局から各家庭に届く電波が風力発電機の風車により遮蔽され

たことが原因で、広範囲にわたり受信障害が発生しテレビが映らなくなるという事例もあり、留

意が必要である。風車群による地上デジタル放送の受信障害例と救済方法を次頁の図 3-5 に示す。

また、テレビジョン電波に関する各地方の連絡窓口を巻末（添付資料 ４．テレビジョン電波に

関する各地方の連絡窓口）に示す。

 

 33

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 風車群による地上デジタル放送の受信障害例と救済方法 

出典：総務省資料 

  



 

 34

 

（2）重要無線 

 重要無線通信とは、「890メガヘルツ以上の周波数の電波による特定の固定地点間の無線通信で、

次に掲げる内容のもの（電波法第 102 条の 2）」で、以下のとおり届出手続が必要である。 

1.電気通信業務の用に供する無線局の無線設備による無線通信  

2.放送の業務の用に供する無線局の無線設備による無線通信  

3.人命若しくは財産の保護又は治安の維持の用に供する無線設備による無線通信  

4.気象業務の用に供する無線設備による無線通信  

5.電気事業に係る電気の供給の業務の用に供する無線設備による無線通信  

6.鉄道事業に係る列車の運行の業務の用に供する無線設備による無線通信 

 

 伝搬障害防止区域内で 31 メートルを超える高層建築物等を建設しようとする場合は、建築主は

工事着工前に敷地の位置や高さ等、必要な事項を書面により総務大臣に届け出なければならない

（電波法第 102 条の 3）。 

 また、総務大臣から障害原因となると認められる旨の通知を受けた建築主は、工事計画変更等

によって障害原因とならない旨の通知を受けたとき、及び免許人との間に協議が整ったときを除

き、障害原因となる旨の通知を受けた日から２年間は工事を行ってはならない（電波法第 102 条

の 6）。 

詳細は、総務省 電波利用ホームページ「電波伝搬障害防止制度」

（http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/others/obstacle/index.htm）を参照されたい。 

 

（3）その他の電波送受信施設 

 対象事業実施区域の周辺に存在するその他の電波送受信施設や携帯電話等の通信施設等につ

いても、障害を防止することが必要である。 

近年、防衛省の防衛関連施設等への影響がみられる事象が出てきており、注意を要する。 

風力発電の開発を計画したいエリアについて、風力発電所が防衛関連施設（自衛隊や米軍）

に影響を及ぼすおそれがある場合は、その影響の有無を確認するため、計画初期の段階で事前

に防衛省防衛政策局への問い合わせが必要である。防衛関連施設に関する各地方の連絡窓口を

巻末（添付資料 ５．防衛関連施設の連絡窓口）に示す。 
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５．気象レーダー 

風力発電設備が気象レーダーの近傍に設置された場合、その距離、設置高度、風車の規模等に

よっては、レーダー受信機の破損、電波の遮蔽や偽エコー（反射波による偽の雨域）の発生等、

気象レーダーの観測データに大きな影響を及ぼす可能性がある（図 3-6）。気象レーダーは、半径

400km の範囲内の雨や風を立体的に 5 分間隔で観測しており、その観測データは、大雨等に関す

る注意報や警報、土砂災害警戒情報等の防災気象情報の発表に欠かすことのできない非常に重要

な役割を果たしている。したがって、気象レーダーの観測データに影響があれば、その影響に応

じて、気象庁による防災気象情報の発表や地方自治体等による避難勧告の発表等の防災対応に支

障をきたす地域が生じることがある（図 3-7）。 

 

図 3-6 風車によるレーダー電波の反射で生じた偽の降水域の例 

出典：米国大気海洋庁ホームページ https://www.roc.noaa.gov/WSR88D/WindFarm/TurbinesImpactOn.aspx 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 風車が気象レーダーに及ぼす影響 

偽偽のの降降水水域域  

本本物物のの降降水水域域  
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米国や欧州には既に多くの発電用風車が設置されており、その一部で気象レーダーの観測デー

タに大きな影響を及ぼしている事例が報告されている。例えば、米国ニューヨーク州の例では、

レーダーから 5～18km に設置された風車群によって、風車群周辺に偽エコーの影響による偽の強

雨域が観測されているだけでなく、レーダーから見て風車群の後方にも幅広く偽エコーの影響に

よる偽の雨域が観測されている。これら偽エコーは誤った雨量として解析されるだけでなく、竜

巻探知の指標等となる風の観測にも大きな影響を及ぼしている（諸外国における風力発電施設へ

の対応については、気象庁のホームページを参照のこと）。 

こうしたことから、国連の世界気象機関（WMO）では、気象レーダーと発電用風車の距離に応じ

た影響の大きさと風車の立地における指針のなかで、表 3-3 を示している。 

特に、気象レーダーから距離 5km 程度以内に風車が設置された場合、風車からの強い反射波の

影響でレーダー受信機が故障する可能性が高いことに加え、風車による遮蔽や偽エコー発生等の

影響が大きくなることが指摘され、風車を立てるべきではないとし、また距離 5～20km 程度以内

の設置でも、遮蔽や偽エコー発生等の影響を受けることが指摘されている。 

これらを参考に事業者は、気象庁の防災気象情報の発表や自治体等による防災対応に影響を与

えることのないよう、場合によっては風力発電用風車の設置を避ける、場所・規格等の再検討が

求められることがあるため、事業検討の初期段階において、気象庁に相談すべきである。気象庁

が所管する気象レーダーの場所とその連絡窓口を巻末（添付資料 ６．気象庁が所管する気象レー

ダー）に示す。 
 

表 3-3 レーダーから風車までの距離に応じた影響と WMO による設置指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： WMO guidance statement on weather radar/wind turbine siting. The CIMO Guide, 2014 

出典：気象庁資料  
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６．シャドーフリッカー 

 シャドーフリッカーとは、晴天時に風力発電設備の運転に伴い、ブレードの影が回転して地上

部に明暗が生じる現象を指す。住宅等がシャドーフリッカーの範囲に入っている場合は、この影

の明暗により住民が不快感を覚えることが懸念されている。 

 環境省の｢風力発電施設に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書」によると、

シャドーフリッカーの調査・予測・評価手法等について、以下のとおり整理されている。 

○ 調査手法 

諸外国の風力発電事業の環境影響評価事例やガイドラインにおいて、シャドーフリッカーの

調査範囲を発電設備から 900～2,000ｍとして設定したものがみられた。これを参考に、調査地

点として、風力発電設備の近隣にある住宅等を選定することが適当である。 

 

○ 予測・評価手法 

自主的な環境影響評価においては、シャドーフリッカーに関し、風車近隣の住宅が風車の影

になる時間を定量的に予測している事例や風車の影が及ぶ範囲を地図上に図示している事例が

みられた。また、ドイツの風力発電に関するガイドラインにおいては、予測地点における日影

の及ぶ範囲及び時間帯を、シミュレーションにより定量的に予測することを定めたものがみら

れた。 

諸外国の事例やガイドライン等を参考に、風力発電設備の影が及ぶ範囲の図示等を行うとと

もに、シャドーフリッカーによる影響が最大限回避・低減されているかという点について評価

することが適当である。 

 

○ 環境保全措置・事後調査 

国内外において、風力発電設備の位置や基数の変更、風力発電設備の影が広域に及ぶ時期・

時間帯における運転の停止、影響が及ぶ箇所における影を視覚的に遮る措置（カーテン、植栽

等）等が行われた事例があり、これらを参考に、必要に応じて適切な措置を検討すべきである。 

 

出典：「風力発電施設に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書」 

（環境省総合環境政策局、2011 年 6 月） 

 

 



 

 36

米国や欧州には既に多くの発電用風車が設置されており、その一部で気象レーダーの観測デー

タに大きな影響を及ぼしている事例が報告されている。例えば、米国ニューヨーク州の例では、

レーダーから 5～18km に設置された風車群によって、風車群周辺に偽エコーの影響による偽の強

雨域が観測されているだけでなく、レーダーから見て風車群の後方にも幅広く偽エコーの影響に

よる偽の雨域が観測されている。これら偽エコーは誤った雨量として解析されるだけでなく、竜

巻探知の指標等となる風の観測にも大きな影響を及ぼしている（諸外国における風力発電施設へ

の対応については、気象庁のホームページを参照のこと）。 

こうしたことから、国連の世界気象機関（WMO）では、気象レーダーと発電用風車の距離に応じ

た影響の大きさと風車の立地における指針のなかで、表 3-3 を示している。 

特に、気象レーダーから距離 5km 程度以内に風車が設置された場合、風車からの強い反射波の

影響でレーダー受信機が故障する可能性が高いことに加え、風車による遮蔽や偽エコー発生等の

影響が大きくなることが指摘され、風車を立てるべきではないとし、また距離 5～20km 程度以内

の設置でも、遮蔽や偽エコー発生等の影響を受けることが指摘されている。 

これらを参考に事業者は、気象庁の防災気象情報の発表や自治体等による防災対応に影響を与

えることのないよう、場合によっては風力発電用風車の設置を避ける、場所・規格等の再検討が

求められることがあるため、事業検討の初期段階において、気象庁に相談すべきである。気象庁

が所管する気象レーダーの場所とその連絡窓口を巻末（添付資料 ６．気象庁が所管する気象レー

ダー）に示す。 
 

表 3-3 レーダーから風車までの距離に応じた影響と WMO による設置指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： WMO guidance statement on weather radar/wind turbine siting. The CIMO Guide, 2014 

出典：気象庁資料  
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６．シャドーフリッカー 

 シャドーフリッカーとは、晴天時に風力発電設備の運転に伴い、ブレードの影が回転して地上

部に明暗が生じる現象を指す。住宅等がシャドーフリッカーの範囲に入っている場合は、この影

の明暗により住民が不快感を覚えることが懸念されている。 

 環境省の｢風力発電施設に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書」によると、

シャドーフリッカーの調査・予測・評価手法等について、以下のとおり整理されている。 

○ 調査手法 

諸外国の風力発電事業の環境影響評価事例やガイドラインにおいて、シャドーフリッカーの

調査範囲を発電設備から 900～2,000ｍとして設定したものがみられた。これを参考に、調査地

点として、風力発電設備の近隣にある住宅等を選定することが適当である。 

 

○ 予測・評価手法 

自主的な環境影響評価においては、シャドーフリッカーに関し、風車近隣の住宅が風車の影

になる時間を定量的に予測している事例や風車の影が及ぶ範囲を地図上に図示している事例が

みられた。また、ドイツの風力発電に関するガイドラインにおいては、予測地点における日影

の及ぶ範囲及び時間帯を、シミュレーションにより定量的に予測することを定めたものがみら

れた。 

諸外国の事例やガイドライン等を参考に、風力発電設備の影が及ぶ範囲の図示等を行うとと

もに、シャドーフリッカーによる影響が最大限回避・低減されているかという点について評価

することが適当である。 

 

○ 環境保全措置・事後調査 

国内外において、風力発電設備の位置や基数の変更、風力発電設備の影が広域に及ぶ時期・

時間帯における運転の停止、影響が及ぶ箇所における影を視覚的に遮る措置（カーテン、植栽

等）等が行われた事例があり、これらを参考に、必要に応じて適切な措置を検討すべきである。 

 

出典：「風力発電施設に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書」 

（環境省総合環境政策局、2011 年 6 月） 
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第２節 環境影響評価項目の選定 

 

法アセス対象事業に係る環境影響評価の項目の選定は、発電所アセス省令別表５を勘案して行

う。しかし、JWPA 環境アセスガイドの対象事業は環境影響の程度が著しいものとなるおそれのな

い小規模事業であることから、自主アセスは風力発電事業に特有な次の 3 つの環境要素を必須項

目として選定することが望ましい。 

 ○自主アセスにおける環境要素の必須項目 

  (1) 騒音※ 

  (2) 動物（特に、鳥類） 

  (3) 景観 

 

ただし、地域特性等を配慮するときに「環境影響の程度が著しいものとなるおそれが想定され

る項目」がある場合は各事業者の判断で当該項目を追加することができるものとする。 

風力発電事業の実施にあたっては、主な項目について、影響する範囲とその程度を事前に検討

する必要がある。影響の程度を検討する際に、参考とすべき事業規模（出力規模）及び地域特性

との関係を表 3-4 に示した。 

 

※騒音：①環境省水・大気環境局通知（環水大大第 1705261 号、2017 年 5 月 26 日）によれば、風力発電施設から

発生する超低周波音が人の健康に直接的に影響を及ぼす可能性は低いと考えられるので、今回の改訂において環

境要素の必須項目から外すものとする。 

ただし、地域特性を踏まえ、あるいは地元住民の懸念を解消するために事業者が自主的に実施することは妨げ

ない。 

②風力発電施設から発生する騒音等の測定については、これまで JIS-Z8731「騒音レベル測定方法」に定める測

定方法に従って実施されてきたが、環境省では新たな考えに基づき「風力発電施設から発生する騒音等測定マニ

ュアル」を公表した（環境省水・大気環境局通知（環水大大第 1705261 号、2017 年 5 月 26 日）。 

騒音については、環境省から新たに公表された測定及び評価手法の採用を原則とするが、地元住民との協議等

を踏まえ従来データとの連続性を重視して従来手法を採用することも選択肢の一つである。 

 

環境省は「風力発電施設から発生する騒音等の評価手法に関する検討会」を設置し、風力発電

施設から発生する騒音等を適切に評価するための考え方について、検討会報告書「風力発電施設

から発生する騒音等への対応について」（2016 年 11 月）を取りまとめた。 

同報告書を踏まえ、風力発電施設から発生する騒音等について、当面の指針を定め通知（環境

省水・大気環境局通知（環水大大第 1705261 号、2017 年 5 月 26 日））している。具体的には、指

針、並びに風力発電施設から発生する騒音等の測定方法「風力発電施設から発生する騒音等測定

マニュアル」を、騒音問題を未然に防止するために対策を講じ生活環境を保全する上での参考と

することを要請している。なお、本通知の中で、超低周波音については、以下のように記載され

ている。 

（1）全国の風力発電施設周辺で騒音を測定した結果からは、20Hz 以下の超低周波音については人

間の知覚閾値を下回り、また、他の環境騒音と比べても、特に低い周波数成分の騒音の卓越

は見られない。  

（2）これまでに国内外で得られた研究結果を踏まえると、風力発電施設から発生する騒音が人の
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健康に直接的に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 

（3）風力発電施設から発生する超低周波音・低周波音と健康影響については、明らかな関連を示

す知見は確認できない。 

 

また、この指針と騒音に関する環境基準との関係について、概略を次のように説明している。 

（1）本指針における指針値は風力発電施設から発生する騒音の特性を踏まえ、全国一律の値では

なく、地域の状況に応じた具体的な対策の実施等に資するために策定した。 

（2）政策上の目標として一般的な騒音を対象とし、生活環境を保全し、人の健康を保護する上で

維持されることが望ましいものとして定められている騒音に係る環境基準（1998 年 9 月 30 日 

環境庁告示第 64 号、最終改正 2012 年 3 月 30 日 環境省告示第 54 号）とは性格及び位置付け

が異なる。 

（3）したがって、騒音に係る環境基準の類型指定がなされており、風力発電施設が設置されてい

る地域においては、一般的な騒音に対しては引き続き当該環境基準に基づき生活環境を保全

し、人の健康を保護するための施策を講じるとともに、風力発電施設から発生する騒音につ

いては、本指針に基づき、未然防止の観点から、当該地域の状況に応じた具体的な対策等が

講じられるよう努められたい。 

 

以上を踏まえ、風力発電施設から発生する超低周波音が人の健康に直接的に影響を及ぼす可能

性は低いと考えられるので、今回の改訂において環境要素の必須項目から外すものとする。ただ

し、地域特性を踏まえ、あるいは地元住民の懸念を解消するために事業者が自主的に環境影響評

価を実施することは妨げない。 

風力発電施設から発生する騒音等の測定については、これまで JIS-Z8731「騒音レベル測定方

法」に定める測定方法に従って実施されてきたが、環境省が新たな考えに基づき「風力発電施設

から発生する騒音等測定マニュアル」を公表したので、これに則った騒音の測定及び評価法の採

用を原則とするが、地元住民との協議等を踏まえ従来データとの連続性を重視して従来手法を採

用することも選択肢の一つである。 

なお、指針で通知された新たな騒音の測定及び評価法については「風力発電施設から発生する

騒音等測定マニュアル」に詳しく記載されているのでここでは省略する。 
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第２節 環境影響評価項目の選定 

 

法アセス対象事業に係る環境影響評価の項目の選定は、発電所アセス省令別表５を勘案して行

う。しかし、JWPA 環境アセスガイドの対象事業は環境影響の程度が著しいものとなるおそれのな

い小規模事業であることから、自主アセスは風力発電事業に特有な次の 3 つの環境要素を必須項

目として選定することが望ましい。 

 ○自主アセスにおける環境要素の必須項目 

  (1) 騒音※ 

  (2) 動物（特に、鳥類） 

  (3) 景観 

 

ただし、地域特性等を配慮するときに「環境影響の程度が著しいものとなるおそれが想定され

る項目」がある場合は各事業者の判断で当該項目を追加することができるものとする。 

風力発電事業の実施にあたっては、主な項目について、影響する範囲とその程度を事前に検討

する必要がある。影響の程度を検討する際に、参考とすべき事業規模（出力規模）及び地域特性

との関係を表 3-4 に示した。 

 

※騒音：①環境省水・大気環境局通知（環水大大第 1705261 号、2017 年 5 月 26 日）によれば、風力発電施設から

発生する超低周波音が人の健康に直接的に影響を及ぼす可能性は低いと考えられるので、今回の改訂において環

境要素の必須項目から外すものとする。 

ただし、地域特性を踏まえ、あるいは地元住民の懸念を解消するために事業者が自主的に実施することは妨げ

ない。 

②風力発電施設から発生する騒音等の測定については、これまで JIS-Z8731「騒音レベル測定方法」に定める測

定方法に従って実施されてきたが、環境省では新たな考えに基づき「風力発電施設から発生する騒音等測定マニ

ュアル」を公表した（環境省水・大気環境局通知（環水大大第 1705261 号、2017 年 5 月 26 日）。 

騒音については、環境省から新たに公表された測定及び評価手法の採用を原則とするが、地元住民との協議等

を踏まえ従来データとの連続性を重視して従来手法を採用することも選択肢の一つである。 

 

環境省は「風力発電施設から発生する騒音等の評価手法に関する検討会」を設置し、風力発電

施設から発生する騒音等を適切に評価するための考え方について、検討会報告書「風力発電施設

から発生する騒音等への対応について」（2016 年 11 月）を取りまとめた。 

同報告書を踏まえ、風力発電施設から発生する騒音等について、当面の指針を定め通知（環境

省水・大気環境局通知（環水大大第 1705261 号、2017 年 5 月 26 日））している。具体的には、指

針、並びに風力発電施設から発生する騒音等の測定方法「風力発電施設から発生する騒音等測定

マニュアル」を、騒音問題を未然に防止するために対策を講じ生活環境を保全する上での参考と

することを要請している。なお、本通知の中で、超低周波音については、以下のように記載され

ている。 

（1）全国の風力発電施設周辺で騒音を測定した結果からは、20Hz 以下の超低周波音については人

間の知覚閾値を下回り、また、他の環境騒音と比べても、特に低い周波数成分の騒音の卓越

は見られない。  

（2）これまでに国内外で得られた研究結果を踏まえると、風力発電施設から発生する騒音が人の
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健康に直接的に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 

（3）風力発電施設から発生する超低周波音・低周波音と健康影響については、明らかな関連を示

す知見は確認できない。 

 

また、この指針と騒音に関する環境基準との関係について、概略を次のように説明している。 

（1）本指針における指針値は風力発電施設から発生する騒音の特性を踏まえ、全国一律の値では

なく、地域の状況に応じた具体的な対策の実施等に資するために策定した。 

（2）政策上の目標として一般的な騒音を対象とし、生活環境を保全し、人の健康を保護する上で

維持されることが望ましいものとして定められている騒音に係る環境基準（1998 年 9 月 30 日 

環境庁告示第 64 号、最終改正 2012 年 3 月 30 日 環境省告示第 54 号）とは性格及び位置付け

が異なる。 

（3）したがって、騒音に係る環境基準の類型指定がなされており、風力発電施設が設置されてい

る地域においては、一般的な騒音に対しては引き続き当該環境基準に基づき生活環境を保全

し、人の健康を保護するための施策を講じるとともに、風力発電施設から発生する騒音につ

いては、本指針に基づき、未然防止の観点から、当該地域の状況に応じた具体的な対策等が

講じられるよう努められたい。 

 

以上を踏まえ、風力発電施設から発生する超低周波音が人の健康に直接的に影響を及ぼす可能

性は低いと考えられるので、今回の改訂において環境要素の必須項目から外すものとする。ただ

し、地域特性を踏まえ、あるいは地元住民の懸念を解消するために事業者が自主的に環境影響評

価を実施することは妨げない。 

風力発電施設から発生する騒音等の測定については、これまで JIS-Z8731「騒音レベル測定方

法」に定める測定方法に従って実施されてきたが、環境省が新たな考えに基づき「風力発電施設

から発生する騒音等測定マニュアル」を公表したので、これに則った騒音の測定及び評価法の採

用を原則とするが、地元住民との協議等を踏まえ従来データとの連続性を重視して従来手法を採

用することも選択肢の一つである。 

なお、指針で通知された新たな騒音の測定及び評価法については「風力発電施設から発生する

騒音等測定マニュアル」に詳しく記載されているのでここでは省略する。 
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表 3-4 事業規模及び地域特性と環境影響の関係 

項  目 事業規模と環境影響の関係 

騒音 

設置基数が多いほど、また単機の出力規模が大きいほど、より遠くまで騒

音が伝搬する。また、近隣の家屋との距離が近ければ、1、2 基の小規模事

業であっても影響が及ぶ可能性がある。 

超低周波音 

設置基数が多いほど、また単機の出力規模が大きいほど、より遠くまで低

周波音が伝搬するが、人の健康に直接的に影響を及ぼす可能性は低く、超

低周波音が人の感覚閾値に達する状況も考えにくいため、事業による影響

は低いと考えられる。 

動物 

（特に鳥類） 

事業規模が小さいほど、一般的には改変面積は小さくなるため、一般的な

動物の生息環境に及ぼす影響は軽微になると考えられるが、1、2 基の小

規模事業であっても重要な種の生息地に影響が及ぶ可能性がある。また、

鳥類の飛翔経路にあたる場合は、衝突頻度も高くなると推測される。 

景観 

設置基数が少なく、また単機の出力規模が小さいほど、景観上のインパク

トは小さくなる。ただし、近隣の家屋との距離が近く、また広く見渡せる

眺望点等がある場合は、1、2 基の小事業規模であっても影響が及ぶ可能

性がある。 

電波障害 

設置基数が多いほど、テレビジョン電波の送受信経路を遮蔽したり、反射

波としての強さが増す可能性がある。ただし、受信される電波の強弱が大

きく影響するため、弱い場合以外の影響はほとんどないと考えられる。 

気象レーダー 

気象レーダーとの距離が近いほど、また設置基数が多く単機の出力規模が

大きいほど、送信波の遮蔽や多重散乱が起こりやすく、気象レーダーの観

測への影響が大きくなる。 

地形及び地質 
事業規模が小さいほど、一般的には改変面積は小さくなるため、1、2 基の

小規模事業では影響は軽微になると考えられる。 

シャドーフリッカー 

設置基数が少なく、また単機の出力規模が小さいほど、一般的には影響範

囲は小さくなると考えられるが、近隣の家屋等との距離、太陽の高度･方

位及び風力発電機の高さ等により影響が及ぶ可能性がある。 

植物 
事業規模が小さいほど、一般的には改変面積は小さくなるため、植物の生

育環境に及ぼす影響は軽微になる。 

人と自然との触れ合

いの活動の場 

事業規模が小さいほど、一般的には改変面積は小さくなるため、小規模事

業では影響は軽微になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 41

以上より、環境影響評価を実施するにあたっては、事業特性及び立地場所の地域特性を踏まえ、

表 3-5 に記載される項目の中から適切な項目を選定する。ただし、○をつけた項目は、明らかに

影響が認められない場合を除き、環境影響評価項目として選定することが望ましい。 

なお、工事に伴う環境要因に対する評価項目は基本的には除外するが、立地場所の地域特性、

工事期間及び工事計画等を勘案し、必要に応じて評価項目の追加を検討するものとする。 

また、風力発電所を海域に設置する（洋上風力発電事業）場合は、立地場所により諸条件が大

きく異なること、現時点では科学的知見が少ないこと等を勘案し、JWPA 環境アセスガイドでは扱

わないものとする。 

表 3-5 環境影響評価の項目 

項  目 選定 備   考 

騒音 ○ ※ 

超低周波音 △ 

地域特性を踏まえ、あるいは地元住民の懸念

を解消するために事業者が自主的に実施す

ることは妨げない。 

動物（特に鳥類） ○ 特に鳥類 

景観 ○  

電波障害 △ 

受信レベルが弱い地域の場合は、実施するこ

とが望ましい。ただし、風力発電機の建設位

置が確定していない段階での予測は精度が

低くなることから、自主アセスとは別に調査

することも可能 

気象レーダー △ 
45km 以内に気象レーダーが存在する場合

に選定 

地形及び地質 △ 
土地を改変する区域内に重要な地形及び地

質が存在する場合は選定 

シャドーフリッカー △ 家屋等と近接する場合は選定 

植物 △ 
土地を改変する区域内に重要種が存在する

場合は選定 

人と自然との触れ合いの活動の場 △ 
対象事業実施区域に触れ合い活動の場が存

在、もしくは近接する場合は選定 

○：環境影響評価項目として必ず選定するもの 

△：備考欄に掲げる内容に該当する場合は環境影響評価項目として選定するもの 

 

※：騒音に関しては、気象条件（風速・風向等）に応じた測定期間の設定や結果の評価方法等、現時点

で標準化されていない事項が多いことから、基本的には環境影響評価項目として選定し、何らかの

データを蓄積しておくことが重要である。 

 

「生態系」に関しては、JWPA 環境アセスガイドで扱う事業は比較的小規模であることから、

必須の調査項目としては取り上げず、対象地の特性を考慮した上で、必要に応じて地域概況調

査、動植物調査等の調査成果から概況の把握に努めることとする。



 

 40

表 3-4 事業規模及び地域特性と環境影響の関係 

項  目 事業規模と環境影響の関係 

騒音 

設置基数が多いほど、また単機の出力規模が大きいほど、より遠くまで騒

音が伝搬する。また、近隣の家屋との距離が近ければ、1、2 基の小規模事

業であっても影響が及ぶ可能性がある。 

超低周波音 

設置基数が多いほど、また単機の出力規模が大きいほど、より遠くまで低

周波音が伝搬するが、人の健康に直接的に影響を及ぼす可能性は低く、超

低周波音が人の感覚閾値に達する状況も考えにくいため、事業による影響

は低いと考えられる。 

動物 

（特に鳥類） 

事業規模が小さいほど、一般的には改変面積は小さくなるため、一般的な

動物の生息環境に及ぼす影響は軽微になると考えられるが、1、2 基の小

規模事業であっても重要な種の生息地に影響が及ぶ可能性がある。また、

鳥類の飛翔経路にあたる場合は、衝突頻度も高くなると推測される。 

景観 

設置基数が少なく、また単機の出力規模が小さいほど、景観上のインパク

トは小さくなる。ただし、近隣の家屋との距離が近く、また広く見渡せる

眺望点等がある場合は、1、2 基の小事業規模であっても影響が及ぶ可能

性がある。 

電波障害 

設置基数が多いほど、テレビジョン電波の送受信経路を遮蔽したり、反射

波としての強さが増す可能性がある。ただし、受信される電波の強弱が大

きく影響するため、弱い場合以外の影響はほとんどないと考えられる。 

気象レーダー 

気象レーダーとの距離が近いほど、また設置基数が多く単機の出力規模が

大きいほど、送信波の遮蔽や多重散乱が起こりやすく、気象レーダーの観

測への影響が大きくなる。 

地形及び地質 
事業規模が小さいほど、一般的には改変面積は小さくなるため、1、2 基の

小規模事業では影響は軽微になると考えられる。 

シャドーフリッカー 

設置基数が少なく、また単機の出力規模が小さいほど、一般的には影響範

囲は小さくなると考えられるが、近隣の家屋等との距離、太陽の高度･方

位及び風力発電機の高さ等により影響が及ぶ可能性がある。 

植物 
事業規模が小さいほど、一般的には改変面積は小さくなるため、植物の生

育環境に及ぼす影響は軽微になる。 

人と自然との触れ合

いの活動の場 

事業規模が小さいほど、一般的には改変面積は小さくなるため、小規模事

業では影響は軽微になると考えられる。 
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以上より、環境影響評価を実施するにあたっては、事業特性及び立地場所の地域特性を踏まえ、

表 3-5 に記載される項目の中から適切な項目を選定する。ただし、○をつけた項目は、明らかに

影響が認められない場合を除き、環境影響評価項目として選定することが望ましい。 

なお、工事に伴う環境要因に対する評価項目は基本的には除外するが、立地場所の地域特性、

工事期間及び工事計画等を勘案し、必要に応じて評価項目の追加を検討するものとする。 

また、風力発電所を海域に設置する（洋上風力発電事業）場合は、立地場所により諸条件が大

きく異なること、現時点では科学的知見が少ないこと等を勘案し、JWPA 環境アセスガイドでは扱

わないものとする。 

表 3-5 環境影響評価の項目 

項  目 選定 備   考 

騒音 ○ ※ 

超低周波音 △ 

地域特性を踏まえ、あるいは地元住民の懸念

を解消するために事業者が自主的に実施す

ることは妨げない。 

動物（特に鳥類） ○ 特に鳥類 

景観 ○  

電波障害 △ 

受信レベルが弱い地域の場合は、実施するこ

とが望ましい。ただし、風力発電機の建設位

置が確定していない段階での予測は精度が

低くなることから、自主アセスとは別に調査

することも可能 

気象レーダー △ 
45km 以内に気象レーダーが存在する場合

に選定 

地形及び地質 △ 
土地を改変する区域内に重要な地形及び地

質が存在する場合は選定 

シャドーフリッカー △ 家屋等と近接する場合は選定 

植物 △ 
土地を改変する区域内に重要種が存在する

場合は選定 

人と自然との触れ合いの活動の場 △ 
対象事業実施区域に触れ合い活動の場が存

在、もしくは近接する場合は選定 

○：環境影響評価項目として必ず選定するもの 

△：備考欄に掲げる内容に該当する場合は環境影響評価項目として選定するもの 

 

※：騒音に関しては、気象条件（風速・風向等）に応じた測定期間の設定や結果の評価方法等、現時点

で標準化されていない事項が多いことから、基本的には環境影響評価項目として選定し、何らかの

データを蓄積しておくことが重要である。 

 

「生態系」に関しては、JWPA 環境アセスガイドで扱う事業は比較的小規模であることから、

必須の調査項目としては取り上げず、対象地の特性を考慮した上で、必要に応じて地域概況調

査、動植物調査等の調査成果から概況の把握に努めることとする。
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第３節 調査、予測及び評価の手法の選定 
 
１．騒音 

本項目は基本的に環境影響評価項目として選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 残留騒音の状況 

(b) 風況の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析。この

場合は、「風力発電施設から発生する騒音等測定マニュアル」（環境省、2017 年）で定めら

れた騒音の測定方法、風況の測定方法、測定場所及び測定時刻 

(3) 調査地域 

これから風力発電施設の設置が予定されている地域 

(4) 調査地点 

(a) 残留騒音の測定 

音の伝搬の特性を踏まえ、調査地域における騒音に係る環境影響を予測し、評価するた

めに適切かつ効果的な地点 

(b) 風況の測定 

設置が予定されている風車のハブ高さ付近における、対象地域を代表する風況が把握で

きる地点 

(5) 調査期間等 

測定時期は、騒音と風況を同時期に測定する。風車の有効風速範囲における代表的な風

況期間を選定する。 

(6) 予測の基本的な手法 

音の伝搬理論に基づく計算 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏まえ、騒音に係る環境影響を受けるおそれ

がある地域 

(8) 予測地点 

音の伝搬の特性を踏まえ、(7)の予測地域における騒音に係る環境影響を的確に把握で

きる地点 

(9) 予測対象時期等 

風力発電機の運転が定常状態となる時期 

 

  

 

 43

[[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 残留騒音の状況 

対象事業実施区域周辺における残留騒音レベルを測定する。 

(b) 風況の状況 

設置が予定されている風車のハブ高さ付近における、対象地域を代表する風況を測定する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 残留騒音の状況 

① 文献その他の資料 

地方公共団体が行っている環境騒音測定資料がある場合は、それにより情報収集を行う。 

 ② 現地調査 
「風力発電施設から発生する騒音等測定マニュアル」（環境省、2017 年）で定められた測

定方法により残留騒音測定を実施する。残留騒音の算出に当たっては、一時的に近隣を通過

する自動車・航空機の発生騒音や、防災無線、緊急車両等の人工音、雷等の自然現象に伴う

音等の一過性の音は除外する。除外音処理では、騒音レベルの変動波形を確認し、現地で録

音した実音をモニタして判断する。また、対象とする風力発電施設を含む、既設の風力発電

施設からの影響を除外する。除外する方法としては、計算による既設の風力発電施設からの

騒音の影響を除外する方法、音環境が類似した既設の風力発電施設の影響を受けない地域の

残留騒音により代替する方法等が挙げられる。さらに、セミやカエル等の生物の鳴き声等の

混入も極力避ける。なお、除外音処理したデータ数に相当する騒音データを実測時間に続く

時間のデータで補充することは行わない。除外音処理した時間が実測時間の半分以上の場合

は測定データとして用いず、他の 10 分間のデータを分析する。 

一過性の騒音を除外した瞬時騒音レベルのサンプル値から残留騒音の LAeq,resid,10min を小

数点以下第 1 位までの値で算出する。 

騒音計の設置については建物等からの反射の影響を回避するために、地面以外の反射物か

ら原則として 3.5 m 以上離れた位置に設置する。設置高さは、JIS Z 8731:1999「環境騒音

の表示・測定方法」では、原則として 1.2 m～1.5 m と定められているが、マイクロホンを

高い場所に設置すると、風雑音の影響をより受けやすくなる。そのため、測定地点周囲の地

形や風雑音の状況等を勘案して、0.2 m～1.2m の範囲で適切な測定高さに設定することとす

る。 

また、風力発電機建設計画のある周辺地域は一般に風が強いことから、残留騒音を測定す

る際に風雑音の影響をできるだけ避けるため、防風スクリーンの使用が不可欠である。ウレ

タン製の球形で径が異なる数種類の防風スクリーンが市販されており、一般に径が大きいほ

ど風雑音の影響を受けにくい。写真 3-3 に示すような防風スクリーン等を設置し、直接風が

当たることによるノイズの除去に努める。 

測定時には、騒音測定に影響を与える天気、風向・風速、気温、湿度についても調査する
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第３節 調査、予測及び評価の手法の選定 
 
１．騒音 

本項目は基本的に環境影響評価項目として選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 残留騒音の状況 

(b) 風況の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析。この

場合は、「風力発電施設から発生する騒音等測定マニュアル」（環境省、2017 年）で定めら

れた騒音の測定方法、風況の測定方法、測定場所及び測定時刻 

(3) 調査地域 

これから風力発電施設の設置が予定されている地域 

(4) 調査地点 

(a) 残留騒音の測定 

音の伝搬の特性を踏まえ、調査地域における騒音に係る環境影響を予測し、評価するた

めに適切かつ効果的な地点 

(b) 風況の測定 

設置が予定されている風車のハブ高さ付近における、対象地域を代表する風況が把握で

きる地点 

(5) 調査期間等 

測定時期は、騒音と風況を同時期に測定する。風車の有効風速範囲における代表的な風

況期間を選定する。 

(6) 予測の基本的な手法 

音の伝搬理論に基づく計算 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏まえ、騒音に係る環境影響を受けるおそれ

がある地域 

(8) 予測地点 

音の伝搬の特性を踏まえ、(7)の予測地域における騒音に係る環境影響を的確に把握で

きる地点 

(9) 予測対象時期等 

風力発電機の運転が定常状態となる時期 
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[[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 残留騒音の状況 

対象事業実施区域周辺における残留騒音レベルを測定する。 

(b) 風況の状況 

設置が予定されている風車のハブ高さ付近における、対象地域を代表する風況を測定する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 残留騒音の状況 

① 文献その他の資料 

地方公共団体が行っている環境騒音測定資料がある場合は、それにより情報収集を行う。 

 ② 現地調査 
「風力発電施設から発生する騒音等測定マニュアル」（環境省、2017 年）で定められた測

定方法により残留騒音測定を実施する。残留騒音の算出に当たっては、一時的に近隣を通過

する自動車・航空機の発生騒音や、防災無線、緊急車両等の人工音、雷等の自然現象に伴う

音等の一過性の音は除外する。除外音処理では、騒音レベルの変動波形を確認し、現地で録

音した実音をモニタして判断する。また、対象とする風力発電施設を含む、既設の風力発電

施設からの影響を除外する。除外する方法としては、計算による既設の風力発電施設からの

騒音の影響を除外する方法、音環境が類似した既設の風力発電施設の影響を受けない地域の

残留騒音により代替する方法等が挙げられる。さらに、セミやカエル等の生物の鳴き声等の

混入も極力避ける。なお、除外音処理したデータ数に相当する騒音データを実測時間に続く

時間のデータで補充することは行わない。除外音処理した時間が実測時間の半分以上の場合

は測定データとして用いず、他の 10 分間のデータを分析する。 

一過性の騒音を除外した瞬時騒音レベルのサンプル値から残留騒音の LAeq,resid,10min を小

数点以下第 1 位までの値で算出する。 

騒音計の設置については建物等からの反射の影響を回避するために、地面以外の反射物か

ら原則として 3.5 m 以上離れた位置に設置する。設置高さは、JIS Z 8731:1999「環境騒音

の表示・測定方法」では、原則として 1.2 m～1.5 m と定められているが、マイクロホンを

高い場所に設置すると、風雑音の影響をより受けやすくなる。そのため、測定地点周囲の地

形や風雑音の状況等を勘案して、0.2 m～1.2m の範囲で適切な測定高さに設定することとす

る。 

また、風力発電機建設計画のある周辺地域は一般に風が強いことから、残留騒音を測定す

る際に風雑音の影響をできるだけ避けるため、防風スクリーンの使用が不可欠である。ウレ

タン製の球形で径が異なる数種類の防風スクリーンが市販されており、一般に径が大きいほ

ど風雑音の影響を受けにくい。写真 3-3 に示すような防風スクリーン等を設置し、直接風が

当たることによるノイズの除去に努める。 

測定時には、騒音測定に影響を与える天気、風向・風速、気温、湿度についても調査する
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ことが望ましい。特に風向・風速については、設置を計画している風力発電機の稼働条件を

考慮し、対象地域を代表する風況時を含む様々な条件下での測定を行い、その状況を幅広く

把握する。 

なお、測定の対象とする基準時間帯は、昼間（午前 6 時から午後 10 時まで）と夜間（午

後 10 時から翌日の午前 6 時まで）の 2 区分とし、それらの基準時間帯のうち、1 時間毎を

観測時間とし、原則として各観測時間帯の毎正時から 10 分間を実測時間とする。 

対象とする騒音の範囲は、「風力発電施設から発生する騒音等測定マニュアル」（環境省、

2017 年）で定められた騒音であり、航空機騒音、鉄道騒音、建設作業に係る騒音、鳥の鳴き

声や虫の声等の平常でない自然音、パトカーのサイレン等の時限的・限定的に発生する音、

犬の声等の測定による付加的な音は除外して測定・評価する。なお、一般的には除外してい

る木の葉の擦れ音等、風況、地域特性により付随して発生する音については、風力発電所の

立地条件として特性を勘案し、除外せずに評価するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3 防風スクリーン（例） 

 

(b) 風況の状況 

残留騒音の測定にあたっては、風車の有効風速範囲の風況下で測定する必要がある。その

ため、騒音の測定と同時期に、風車のハブ高さにおける風況を把握する必要がある。 

なお、風車のハブ高さにおける風況を把握する方法としては、高さが異なる 2 点での風速

の測定値から推定する方法と直接測定する方法とがある。 

測定の際には現地の状況等を具体的に記録する必要があり、測定場所、測定期間、実測開

始時刻、10 分間平均風速、最多風向等を記録する。 

また、地形の影響によって音が増幅又は減衰される場合もあるので、特徴的な地形につい

ては必要に応じて予測条件への反映を考慮し、注意して記載しておく。 

(c) 調査結果のとりまとめ 

調査地点別に各時間帯の騒音レベル、天気、風向・風速等を一覧表等により整理する。ま

た、騒音レベルは、実測時間の騒音レベル変動記録としてまとめると共に 1/3 オクターブバ
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ンド別にも整理する※。 

 

※1/3 オクターブバンド別に記載：騒音は種々の周波数からなる複合音であるため、その周波数成分を知ること

が重要となる。 

 

(3) 調査地域について 

施設の稼働による騒音の伝搬特性を考慮して、騒音に係る環境影響を受けるおそれがある地

域とする。 

 

(4) 調査地点について 

(a) 残留騒音の測定地点 

環境の保全のために特に配慮が必要な施設（学校、病院等）及び住宅の配置の状況を考慮し

て、施設の稼働による騒音の予測及び評価を行うことが適切かつ効果的と考えられる地点とす

る。具体的には、風力発電機の設置予定位置から最寄りの住宅等を選定する。 

(b) 風況の測定地点 

設置が予定されている風車のハブ高さ付近における、対象地域を代表する風況が把握できる

地点を選定する。 

 

(5) 調査期間等について 

測定時期は、騒音と風況を同時期に測定する。対象事業実施区域及びその周辺地域の実態に

応じた代表的な風況期間を選定し、風車の有効風速範囲の風が吹く時期を選定し、様々な条件

下の騒音レベルが把握できる期間において昼間及び夜間の各時間帯に連続調査する。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

(a) 予測手法 

予測計算については、風力発電機を点音源としてモデル化し、風力発電機メーカー等から

示されるパワーレベル※1 値を用いて、伝搬過程における幾何学的拡散による距離減衰、空気

の吸収等による超過減衰等を考慮した予測計算式※2 によって、それぞれの音源による到達騒

音レベルを算出する。なお、予測に用いるパワーレベルは、風車型式認証時に採用されてい

る標準化風速 8ｍ/s（地上高さ 10ｍ）時の提示値を用いることを原則とし、併せて現地調査

時に確認された風速データを参考に、提示値を採用することへの妥当性の検討を行うものと

する。また、増設の場合は既設発電所を含む音源、また、対象事業実施区域内に他の音源が

ある場合はそれも含めて予測を行う。 

なお、既存事例の引用を行う場合は、事業特性や地域特性に配慮することが必要である。 

 

※1パワーレベル：風力発電機のパワーレベルの提示方法は、国際規格である IEC 61400-11 により規定されて

いる。タワーの高さとロータ径により定められる所定の距離で現地測定されたデータから、強制的に運転を停

止させて得られる暗騒音の影響を差し引いて求められる。なお、パワーレベルの提示値は、より影響が大きい

と考えられる、風下側における測定値が採用されている。 
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ことが望ましい。特に風向・風速については、設置を計画している風力発電機の稼働条件を

考慮し、対象地域を代表する風況時を含む様々な条件下での測定を行い、その状況を幅広く

把握する。 

なお、測定の対象とする基準時間帯は、昼間（午前 6 時から午後 10 時まで）と夜間（午

後 10 時から翌日の午前 6 時まで）の 2 区分とし、それらの基準時間帯のうち、1 時間毎を

観測時間とし、原則として各観測時間帯の毎正時から 10 分間を実測時間とする。 

対象とする騒音の範囲は、「風力発電施設から発生する騒音等測定マニュアル」（環境省、

2017 年）で定められた騒音であり、航空機騒音、鉄道騒音、建設作業に係る騒音、鳥の鳴き

声や虫の声等の平常でない自然音、パトカーのサイレン等の時限的・限定的に発生する音、

犬の声等の測定による付加的な音は除外して測定・評価する。なお、一般的には除外してい

る木の葉の擦れ音等、風況、地域特性により付随して発生する音については、風力発電所の

立地条件として特性を勘案し、除外せずに評価するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3 防風スクリーン（例） 

 

(b) 風況の状況 

残留騒音の測定にあたっては、風車の有効風速範囲の風況下で測定する必要がある。その

ため、騒音の測定と同時期に、風車のハブ高さにおける風況を把握する必要がある。 

なお、風車のハブ高さにおける風況を把握する方法としては、高さが異なる 2 点での風速

の測定値から推定する方法と直接測定する方法とがある。 

測定の際には現地の状況等を具体的に記録する必要があり、測定場所、測定期間、実測開

始時刻、10 分間平均風速、最多風向等を記録する。 

また、地形の影響によって音が増幅又は減衰される場合もあるので、特徴的な地形につい

ては必要に応じて予測条件への反映を考慮し、注意して記載しておく。 

(c) 調査結果のとりまとめ 

調査地点別に各時間帯の騒音レベル、天気、風向・風速等を一覧表等により整理する。ま

た、騒音レベルは、実測時間の騒音レベル変動記録としてまとめると共に 1/3 オクターブバ
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ンド別にも整理する※。 

 

※1/3 オクターブバンド別に記載：騒音は種々の周波数からなる複合音であるため、その周波数成分を知ること

が重要となる。 

 

(3) 調査地域について 

施設の稼働による騒音の伝搬特性を考慮して、騒音に係る環境影響を受けるおそれがある地

域とする。 

 

(4) 調査地点について 

(a) 残留騒音の測定地点 

環境の保全のために特に配慮が必要な施設（学校、病院等）及び住宅の配置の状況を考慮し

て、施設の稼働による騒音の予測及び評価を行うことが適切かつ効果的と考えられる地点とす

る。具体的には、風力発電機の設置予定位置から最寄りの住宅等を選定する。 

(b) 風況の測定地点 

設置が予定されている風車のハブ高さ付近における、対象地域を代表する風況が把握できる

地点を選定する。 

 

(5) 調査期間等について 

測定時期は、騒音と風況を同時期に測定する。対象事業実施区域及びその周辺地域の実態に

応じた代表的な風況期間を選定し、風車の有効風速範囲の風が吹く時期を選定し、様々な条件

下の騒音レベルが把握できる期間において昼間及び夜間の各時間帯に連続調査する。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

(a) 予測手法 

予測計算については、風力発電機を点音源としてモデル化し、風力発電機メーカー等から

示されるパワーレベル※1 値を用いて、伝搬過程における幾何学的拡散による距離減衰、空気

の吸収等による超過減衰等を考慮した予測計算式※2 によって、それぞれの音源による到達騒

音レベルを算出する。なお、予測に用いるパワーレベルは、風車型式認証時に採用されてい

る標準化風速 8ｍ/s（地上高さ 10ｍ）時の提示値を用いることを原則とし、併せて現地調査

時に確認された風速データを参考に、提示値を採用することへの妥当性の検討を行うものと

する。また、増設の場合は既設発電所を含む音源、また、対象事業実施区域内に他の音源が

ある場合はそれも含めて予測を行う。 

なお、既存事例の引用を行う場合は、事業特性や地域特性に配慮することが必要である。 

 

※1パワーレベル：風力発電機のパワーレベルの提示方法は、国際規格である IEC 61400-11 により規定されて

いる。タワーの高さとロータ径により定められる所定の距離で現地測定されたデータから、強制的に運転を停

止させて得られる暗騒音の影響を差し引いて求められる。なお、パワーレベルの提示値は、より影響が大きい

と考えられる、風下側における測定値が採用されている。 
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 10/10/ 1010log10 LbLpL              (3.3) 

 ここで、 

Ｌ ：風力発電所稼働後の将来の騒音レベル(dB) 

Ｌｐ：風力発電機による騒音レベル(dB) 

Ｌｂ：現地調査によって得られる暗騒音(dB) 

 

(b) 予測結果のとりまとめ 

予測地点毎の予測値及び残留騒音との合成値を一覧表により整理する。 

なお、残留騒音に既設発電所や対象事業実施区域内の他音源が含まれている場合は、新設分

のみを対象とした予測値と残留騒音との合成値を整理する。また、必要に応じて、当該事業以

外の風力発電事業の建設計画が周辺に具体的に存在する場合は、累積的な影響を考慮する。 

なお、予測方法については現時点では明確な基準はないが、騒音レベルの判断として環境省

より次頁の指針値が示されているので参考にすることが望まれる。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域と同じとする。 

 

(8) 予測地点について 

原則として、調査地点と同じとする。 

 

(9) 予測対象時期等について 

原則として、最も騒音が大きくなると考えられるすべての風力発電機が運転している状態に

おいて予測する。その際、現地調査時に確認された風速データ等を参考にしながら、風速に応

じた騒音レベルを予測する必要がある。 
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※2予測計算式：すべての風力発電機が同時に稼働するものとし、下記(3.1)式に示す騒音のエネルギー伝搬予

測方法にしたがって計算する。 

 

        (3.1) 

 ここで、 

Ｌｎ：ｎ番目の風力発電機から水平距離ｒ(m)離れた地点での騒音レベル(dB) 

Ｌｗ：風力発電機のパワーレベル(dB) 

ｒ ：風力発電機から騒音予測地点までの水平距離(m) 

ｈ ：風力発電機のブレード中心までの高さ(m) 

ΔＬAIR：空気減衰(dB) 

  1000/2122
AIR hrL                  

α ：定数（次頁の表に一例を記載するが詳細は ISO9613-2 に記載される大気吸収減

衰係数を参照し、オクターブバンド別に計算を行う） 

  

63 125 250 500 1000 2000 4000 8000

10 70 0.1 0.4 1.0 1.9 3.7 9.7 32.8 117.0

20 70 0.1 0.3 1.1 2.8 5.0 9.0 22.9 76.6

30 70 0.1 0.3 1.0 3.1 7.4 12.7 23.1 59.3

15 20 0.3 0.6 1.2 2.7 8.2 28.2 88.8 202.0

15 50 0.1 0.5 1.2 2.2 4.2 10.8 36.2 129.0

15 80 0.1 0.3 1.1 2.4 4.1 8.3 23.7 82.8

オクターブバンド中心周波数（Hz）
相対湿度（%）温度（℃）

温度と相対湿度におけるオクターブバンド騒音に対する大気吸収減衰係数α

予測地点における騒音レベルは、それぞれの風力発電機から発生する騒音レベルを(3.1)式に

よって計算し、これらを(3.2)式によって重合することで求められる。 

 

 10/10/10/ 101010log10 21 nLLLLp          (3.2) 

 ここで、 

Ｌｐ：予測地点における騒音レベル(dB) 

Ｌｎ：ｎ番目の風力発電機による騒音レベル(dB) 

 

また、風力発電所の稼働後における将来の騒音レベルは、(3.2)式によって求められた風力

発電機による騒音レベルを、現地調査によって得られる暗騒音に重合する（（3.3）式）こと

で求められる。 

 

  AIR
22 8log10 LhrLwLn 

Λ
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 10/10/ 1010log10 LbLpL              (3.3) 

 ここで、 

Ｌ ：風力発電所稼働後の将来の騒音レベル(dB) 

Ｌｐ：風力発電機による騒音レベル(dB) 

Ｌｂ：現地調査によって得られる暗騒音(dB) 

 

(b) 予測結果のとりまとめ 

予測地点毎の予測値及び残留騒音との合成値を一覧表により整理する。 

なお、残留騒音に既設発電所や対象事業実施区域内の他音源が含まれている場合は、新設分

のみを対象とした予測値と残留騒音との合成値を整理する。また、必要に応じて、当該事業以

外の風力発電事業の建設計画が周辺に具体的に存在する場合は、累積的な影響を考慮する。 

なお、予測方法については現時点では明確な基準はないが、騒音レベルの判断として環境省

より次頁の指針値が示されているので参考にすることが望まれる。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域と同じとする。 

 

(8) 予測地点について 

原則として、調査地点と同じとする。 

 

(9) 予測対象時期等について 

原則として、最も騒音が大きくなると考えられるすべての風力発電機が運転している状態に

おいて予測する。その際、現地調査時に確認された風速データ等を参考にしながら、風速に応

じた騒音レベルを予測する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 46

 

※2予測計算式：すべての風力発電機が同時に稼働するものとし、下記(3.1)式に示す騒音のエネルギー伝搬予

測方法にしたがって計算する。 

 

        (3.1) 

 ここで、 

Ｌｎ：ｎ番目の風力発電機から水平距離ｒ(m)離れた地点での騒音レベル(dB) 

Ｌｗ：風力発電機のパワーレベル(dB) 

ｒ ：風力発電機から騒音予測地点までの水平距離(m) 

ｈ ：風力発電機のブレード中心までの高さ(m) 

ΔＬAIR：空気減衰(dB) 

  1000/2122
AIR hrL                  

α ：定数（次頁の表に一例を記載するが詳細は ISO9613-2 に記載される大気吸収減

衰係数を参照し、オクターブバンド別に計算を行う） 

  

63 125 250 500 1000 2000 4000 8000

10 70 0.1 0.4 1.0 1.9 3.7 9.7 32.8 117.0

20 70 0.1 0.3 1.1 2.8 5.0 9.0 22.9 76.6

30 70 0.1 0.3 1.0 3.1 7.4 12.7 23.1 59.3

15 20 0.3 0.6 1.2 2.7 8.2 28.2 88.8 202.0

15 50 0.1 0.5 1.2 2.2 4.2 10.8 36.2 129.0

15 80 0.1 0.3 1.1 2.4 4.1 8.3 23.7 82.8

オクターブバンド中心周波数（Hz）
相対湿度（%）温度（℃）

温度と相対湿度におけるオクターブバンド騒音に対する大気吸収減衰係数α

予測地点における騒音レベルは、それぞれの風力発電機から発生する騒音レベルを(3.1)式に

よって計算し、これらを(3.2)式によって重合することで求められる。 

 

 10/10/10/ 101010log10 21 nLLLLp          (3.2) 

 ここで、 

Ｌｐ：予測地点における騒音レベル(dB) 

Ｌｎ：ｎ番目の風力発電機による騒音レベル(dB) 

 

また、風力発電所の稼働後における将来の騒音レベルは、(3.2)式によって求められた風力

発電機による騒音レベルを、現地調査によって得られる暗騒音に重合する（（3.3）式）こと

で求められる。 

 

  AIR
22 8log10 LhrLwLn 
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（参考） 

  風力発電施設から発生する騒音に関する指針（環水大大発第 1705261 号 2017 年 5 月 26 日） 
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（参考） 

  風力発電施設から発生する騒音に関する指針（環水大大発第 1705261 号 2017 年 5 月 26 日） 
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２．超低周波音 

本項目は、基本的に環境影響評価項目として選定しない。選定しない理由については、「１．騒

音」を参照。本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

なお、評価においては「低周波音により建具ががたつきはじめる値」（「低周波音の測定方法に

関するマニュアル」環境庁大気保全局、2000 年 10 月）、「低周波音及び可聴音の不快さを感じる感

覚」（『環境アセスメントの技術』(社)環境情報科学センター、1999 年 8 月）等が参考となる。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 超低周波音の状況 

(b) 地表面の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析。この

場合は、(1)(a)の超低周波音の状況において「低周波音の測定方法に関するマニュアル」

（環境庁大気保全局、2000 年 10 月）に定められた低周波音の測定の方法 

(3) 調査地域 

音の伝搬の特性を踏まえ、超低周波音に係る環境影響を受けるおそれがある地域 

(4) 調査地点 

音の伝搬の特性を踏まえ、(3)の調査地域における超低周波音に係る環境影響を予測し、

評価するために適切かつ効果的な地点 

(5) 調査期間等 

音の伝搬の特性を踏まえ、(3)の調査地域における超低周波音に係る環境影響を予測し、

評価するために適切かつ効果的な期間、時期及び時間帯 

(6) 予測の基本的な手法 

事例の引用又は音の伝搬理論に基づく計算 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏まえ、超低周波音に係る環境影響を受ける

おそれがある地域 

(8) 予測地点 

音の伝搬の特性を踏まえ、(7)の予測地域における超低周波音に係る環境影響を的確に

把握できる地点 

(9) 予測対象時期等 

風力発電機の運転が定常状態となる時期 
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２．超低周波音 

本項目は、基本的に環境影響評価項目として選定しない。選定しない理由については、「１．騒

音」を参照。本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

なお、評価においては「低周波音により建具ががたつきはじめる値」（「低周波音の測定方法に

関するマニュアル」環境庁大気保全局、2000 年 10 月）、「低周波音及び可聴音の不快さを感じる感

覚」（『環境アセスメントの技術』(社)環境情報科学センター、1999 年 8 月）等が参考となる。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 超低周波音の状況 

(b) 地表面の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析。この

場合は、(1)(a)の超低周波音の状況において「低周波音の測定方法に関するマニュアル」

（環境庁大気保全局、2000 年 10 月）に定められた低周波音の測定の方法 

(3) 調査地域 

音の伝搬の特性を踏まえ、超低周波音に係る環境影響を受けるおそれがある地域 

(4) 調査地点 

音の伝搬の特性を踏まえ、(3)の調査地域における超低周波音に係る環境影響を予測し、

評価するために適切かつ効果的な地点 

(5) 調査期間等 

音の伝搬の特性を踏まえ、(3)の調査地域における超低周波音に係る環境影響を予測し、

評価するために適切かつ効果的な期間、時期及び時間帯 

(6) 予測の基本的な手法 

事例の引用又は音の伝搬理論に基づく計算 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏まえ、超低周波音に係る環境影響を受ける

おそれがある地域 

(8) 予測地点 

音の伝搬の特性を踏まえ、(7)の予測地域における超低周波音に係る環境影響を的確に

把握できる地点 

(9) 予測対象時期等 

風力発電機の運転が定常状態となる時期 
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[[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 超低周波音の状況 

対象事業実施区域周辺における超低周波音圧レベルを測定する。 

(b) 地表面の状況 

調査地点の地表面の状況（草地、舗装面等）について調査する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 超低周波音の状況 

① 文献その他資料 

地方公共団体が行っている測定資料がある場合は、それにより情報収集を行う。 

② 現地調査 

「低周波音の測定方法に関するマニュアル」において定められた方法により超低周波音レ

ベルを算出する。併せて測定に影響を与える天気、風向・風速、気温、湿度についても調査

する。特に風向・風速については、設置を計画している風力発電機の稼働条件を考慮し、様々

な条件下での測定を行い、その状況を幅広く把握することが望ましい。 

(b) 地表面の状況 

測定場所について、草地や舗装面等の地表面の状況を現地調査により把握する。また、地

形の影響によって音が増幅又は減衰される場合もあるので、特徴的な地形については必要に

応じて予測条件への反映を考慮し、記載しておく。 

(c) 調査結果のとりまとめ 

現地調査を実施する場合は、調査地点別に超低周波音圧レベル、天気、風向・風速等を一

覧表等により整理する。また、超低周波音圧レベルは、1/3 オクターブバンド別に記載※する。 

 

※1/3 オクターブバンド別に記載：超低周波音は種々の周波数からなる複合音であるため、その周波数成分を知

ることが重要となる。低周波音に関しては、１～20Hz を中心周波数とする周波数帯域（1/3 オクターブバンド）

を分析することが一般的である。 

 

(3) 調査地域について 

施設の稼働による超低周波音の伝搬特性を考慮して、超低周波音に係る環境影響を受けるお

それがある地域とする。 

※1感覚閾値：ISO-7196 に記載される G特性音圧レベルの感覚閾値（人が感じることのできる最小限のレベル）

は、100dB とされている。 

※2 G 特性音圧レベル：G特性は、1～20Hz の超低周波音の人体感覚を評価するための周波数補正特性で、ISO-

7196 で規定されている。G 特性音圧レベルは、低周波音の 1/3 オクターブバンド音圧レベルを G 特性で補正し

た値である。 
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(4) 調査地点について 

環境の保全のために特に配慮が必要な施設（学校、病院等）及び住宅の配置の状況を考慮し

て、施設の稼働による超低周波音の予測及び評価を行うことが適切かつ効果的と考えられる地

点とする。具体的には、風力発電機の設置予定位置から最寄りの住宅等を選定することが望ま

しい。 

また、地表面の状況については、超低周波音の発生源と予測地域との間の区域を代表する地

点を選定する。 

 

(5) 調査期間等について 

対象事業実施区域及びその周辺地域の実態に応じた適切な時期を選定し、様々な条件下の超

低周波音圧レベルが把握できる期間において昼間及び夜間の各時間帯に 24 時間連続調査する。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

 (a)予測手法 

対象事業実施区域周辺の環境の保全のために特に配慮が必要な施設（学校、病院等）及び住

宅の状況を踏まえ、対象事業による環境影響の程度を把握し、既存事例の引用や騒音の予測計

算式に準じた伝搬理論による予測を行う。ただし、既存事例の引用に際しては、事業特性や地

域特性に配慮することが必要である。また、超低周波音の予測計算では、空気減衰の効果を無

いものとした以下の予測式を用いることが適切である。 

 

  8log10 22  hrLwLn                    (3.4) 

 ここで、 

Ｌｎ：ｎ番目の風力発電機から水平距離ｒ(m)離れた地点での超低周波音圧レベル(dB) 

Ｌｗ：風力発電機のパワーレベル(dB) 

ｒ ：風力発電機から超低周波音予測地点までの水平距離(m) 

ｈ ：風力発電機のブレード中心までの高さ(m) 

 

予測地点における超低周波音レベルは、それぞれの風力発電機から発生する超低周波音圧

レベルを(3.4)式によって計算し、これらを(3.5)式によって重合することで求められる。 

 

 10/10/10/ 101010log10 21 nLLLLp        (3.5) 

 ここで、 

Ｌｐ：予測地点における超低周波音圧レベル(dB) 

Ｌｎ：ｎ番目の風力発電機による超低周波音圧レベル(dB) 
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[[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 超低周波音の状況 

対象事業実施区域周辺における超低周波音圧レベルを測定する。 

(b) 地表面の状況 

調査地点の地表面の状況（草地、舗装面等）について調査する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 超低周波音の状況 

① 文献その他資料 

地方公共団体が行っている測定資料がある場合は、それにより情報収集を行う。 

② 現地調査 

「低周波音の測定方法に関するマニュアル」において定められた方法により超低周波音レ

ベルを算出する。併せて測定に影響を与える天気、風向・風速、気温、湿度についても調査

する。特に風向・風速については、設置を計画している風力発電機の稼働条件を考慮し、様々

な条件下での測定を行い、その状況を幅広く把握することが望ましい。 

(b) 地表面の状況 

測定場所について、草地や舗装面等の地表面の状況を現地調査により把握する。また、地

形の影響によって音が増幅又は減衰される場合もあるので、特徴的な地形については必要に

応じて予測条件への反映を考慮し、記載しておく。 

(c) 調査結果のとりまとめ 

現地調査を実施する場合は、調査地点別に超低周波音圧レベル、天気、風向・風速等を一

覧表等により整理する。また、超低周波音圧レベルは、1/3 オクターブバンド別に記載※する。 

 

※1/3 オクターブバンド別に記載：超低周波音は種々の周波数からなる複合音であるため、その周波数成分を知

ることが重要となる。低周波音に関しては、１～20Hz を中心周波数とする周波数帯域（1/3 オクターブバンド）

を分析することが一般的である。 

 

(3) 調査地域について 

施設の稼働による超低周波音の伝搬特性を考慮して、超低周波音に係る環境影響を受けるお

それがある地域とする。 

※1感覚閾値：ISO-7196 に記載される G特性音圧レベルの感覚閾値（人が感じることのできる最小限のレベル）

は、100dB とされている。 

※2 G 特性音圧レベル：G特性は、1～20Hz の超低周波音の人体感覚を評価するための周波数補正特性で、ISO-

7196 で規定されている。G 特性音圧レベルは、低周波音の 1/3 オクターブバンド音圧レベルを G 特性で補正し

た値である。 
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(4) 調査地点について 

環境の保全のために特に配慮が必要な施設（学校、病院等）及び住宅の配置の状況を考慮し

て、施設の稼働による超低周波音の予測及び評価を行うことが適切かつ効果的と考えられる地

点とする。具体的には、風力発電機の設置予定位置から最寄りの住宅等を選定することが望ま

しい。 

また、地表面の状況については、超低周波音の発生源と予測地域との間の区域を代表する地

点を選定する。 

 

(5) 調査期間等について 

対象事業実施区域及びその周辺地域の実態に応じた適切な時期を選定し、様々な条件下の超

低周波音圧レベルが把握できる期間において昼間及び夜間の各時間帯に 24 時間連続調査する。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

 (a)予測手法 

対象事業実施区域周辺の環境の保全のために特に配慮が必要な施設（学校、病院等）及び住

宅の状況を踏まえ、対象事業による環境影響の程度を把握し、既存事例の引用や騒音の予測計

算式に準じた伝搬理論による予測を行う。ただし、既存事例の引用に際しては、事業特性や地

域特性に配慮することが必要である。また、超低周波音の予測計算では、空気減衰の効果を無

いものとした以下の予測式を用いることが適切である。 

 

  8log10 22  hrLwLn                    (3.4) 

 ここで、 

Ｌｎ：ｎ番目の風力発電機から水平距離ｒ(m)離れた地点での超低周波音圧レベル(dB) 

Ｌｗ：風力発電機のパワーレベル(dB) 

ｒ ：風力発電機から超低周波音予測地点までの水平距離(m) 

ｈ ：風力発電機のブレード中心までの高さ(m) 

 

予測地点における超低周波音レベルは、それぞれの風力発電機から発生する超低周波音圧

レベルを(3.4)式によって計算し、これらを(3.5)式によって重合することで求められる。 

 

 10/10/10/ 101010log10 21 nLLLLp        (3.5) 

 ここで、 

Ｌｐ：予測地点における超低周波音圧レベル(dB) 

Ｌｎ：ｎ番目の風力発電機による超低周波音圧レベル(dB) 

Λ
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また、風力発電所の稼働後における将来の超低周波音圧レベルは、(3.5)式によって求めら

れた風力発電機による超低周波音圧レベルを、現地調査によって得られる超低周波音圧レベ

ルに重合する（（3.6）式）ことで求められる。 

 

 10/10/ 1010log10 LbLpL             (3.6) 

 ここで、 

Ｌ ：風力発電所稼働後の将来の超低周波音圧レベル(dB) 

Ｌｐ：風力発電機による超低周波音圧レベル(dB) 

Ｌｂ：現地調査によって得られる超低周波音圧レベル(dB) 

 

(b) 予測結果のとりまとめ 

予測地点毎の合成値を一覧表により整理する。 

なお、現況の超低周波音に既設発電所や対象事業実施区域内の他音源が含まれている場合

は、新設分のみを対象とした予測値と現況の超低周波音との合成値を整理する。また、必要

に応じて、当該事業以外の風力発電事業の建設計画が周辺に具体的に存在する場合は、累積

的な影響を考慮する。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域と同じとする。 

 

(8) 予測地点について 

原則として、調査地点と同じとする。 

 

(9) 予測対象時期等について 

原則として、最も超低周波音が大きくなると考えられるすべての風力発電機が運転している

状態において予測する。その際、現地調査時に確認された風速データ等を参考にしながら、風

速に応じた超低周波音圧レベルを予測する必要がある。 

 

【超低周波音の評価の考え方】 

超低周波音の評価は、基本的には現況からの増加分や類似事例により行う。また、「低周波音の測定方法に関す

るマニュアル」（環境庁大気保全局、2000 年 10 月）や『環境アセスメントの技術』((社)環境情報科学センター、

1999 年 8 月)には、評価の指標が示されている（図 3-8、図 3-9）。 

なお、今後、国等から何らかのガイドライン等が示された場合は、これに従うものとする。 
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図 3-8 低周波音により建具ががたつきはじめる値 
出典：「低周波音の測定方法に関するマニュアル」 

（環境庁大気保全局、2000 年 10 月） 
 

 
図 3-9 低周波音及び可聴音の不快さを感じる感覚 

出典：『環境アセスメントの技術』 

（（社)環境情報科学センター、1999 年 8 月） 
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また、風力発電所の稼働後における将来の超低周波音圧レベルは、(3.5)式によって求めら

れた風力発電機による超低周波音圧レベルを、現地調査によって得られる超低周波音圧レベ

ルに重合する（（3.6）式）ことで求められる。 

 

 10/10/ 1010log10 LbLpL             (3.6) 

 ここで、 

Ｌ ：風力発電所稼働後の将来の超低周波音圧レベル(dB) 

Ｌｐ：風力発電機による超低周波音圧レベル(dB) 

Ｌｂ：現地調査によって得られる超低周波音圧レベル(dB) 

 

(b) 予測結果のとりまとめ 

予測地点毎の合成値を一覧表により整理する。 

なお、現況の超低周波音に既設発電所や対象事業実施区域内の他音源が含まれている場合

は、新設分のみを対象とした予測値と現況の超低周波音との合成値を整理する。また、必要

に応じて、当該事業以外の風力発電事業の建設計画が周辺に具体的に存在する場合は、累積

的な影響を考慮する。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域と同じとする。 

 

(8) 予測地点について 

原則として、調査地点と同じとする。 

 

(9) 予測対象時期等について 

原則として、最も超低周波音が大きくなると考えられるすべての風力発電機が運転している

状態において予測する。その際、現地調査時に確認された風速データ等を参考にしながら、風

速に応じた超低周波音圧レベルを予測する必要がある。 

 

【超低周波音の評価の考え方】 

超低周波音の評価は、基本的には現況からの増加分や類似事例により行う。また、「低周波音の測定方法に関す

るマニュアル」（環境庁大気保全局、2000 年 10 月）や『環境アセスメントの技術』((社)環境情報科学センター、

1999 年 8 月)には、評価の指標が示されている（図 3-8、図 3-9）。 

なお、今後、国等から何らかのガイドライン等が示された場合は、これに従うものとする。 
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図 3-8 低周波音により建具ががたつきはじめる値 
出典：「低周波音の測定方法に関するマニュアル」 

（環境庁大気保全局、2000 年 10 月） 
 

 
図 3-9 低周波音及び可聴音の不快さを感じる感覚 

出典：『環境アセスメントの技術』 

（（社)環境情報科学センター、1999 年 8 月） 
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３．動物（特に、鳥類） 

本項目は基本的に環境影響評価項目として選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類に関する動物の状況 

(b) 重要な種及び注目すべき生息地の分布、生息の状況及び生息環境の状況 

(2) 調査の基本的な方法 

文献その他の資料、専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的

知見の聞き取り及び現地調査による情報の収集、並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺区域とする。 

(4) 調査地点 

動物の生息の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な種及び注目すべき生息

地に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な地点又は経路 

(5) 調査期間等 

動物の生息の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な種及び注目すべき生息

地に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な期間、時期及び時間帯 

(6) 予測の基本的な手法 

重要な種及び注目すべき生息地について、分布又は生息環境の改変の程度を把握し

た上で、事例の引用又は解析 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、動物の生息の特性を踏まえ、重要な種及び注目すべき生息

地に係る環境影響を受けるおそれがある地域 

(8) 予測対象時期等 

動物の生息の特性を踏まえ、重要な種及び注目すべき生息地に係る環境影響を的確

に把握できる時期 

 

 

 

 

 57

［［解解  説説］］  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類に関する動物相の状況について 

動物相は哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類に関する動物相とする。ただし、文献その

他の資料及び専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的知見の聞き取り

から得られた情報については、環境影響評価項目の選定に至った前提条件として、環境影響

評価方法書における「第 3 章 対象事業実施区域及びその周囲の概況」の「3-1 (4) 動植物

の生息又は生育、植生の状況」に記載する。 

一方、現地調査によって得られた情報は、環境影響準備書及び環境影響評価書に記載する。 

(b) 重要な種及び注目すべき生息地の分布、生息の状況及び生息環境の状況について 

重要な種及び注目すべき生息地は、次による学術上又は希少性の観点から重要な種及び学

術上又は希少性の観点から重要であることや地域の象徴であること等の理由による注目すべ

き生息地とし、これらが(a)により対象事業実施区域周辺に存在することが明らかな場合及び

生息環境等の条件が合致する場合、それらに重点をおいた現地調査を実施すること。 

① 「文化財保護法」（1950 年、法律第 214 号）により指定されているもの（天然記念物、特 

別天然記念物） 

② 「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（1992 年、法律第 75 号）によ

り指定されているもの（国内希少野生動植物種） 

③ 最新版「レッドデータブック」、「レッドリスト」（環境省）に取り上げられているもの 

④ 地方公共団体により指定されているもの（都道府県版レッドデータブック、レッドリスト、

条例等も含む） 

⑤ その他地域特性上重要と考えられるもの 

⑥ 鳥類保護・保全の観点から重要と考えられるもの（猛禽類の営巣地、餌場、渡りのルート

及び中継地、集団繁殖地、餌場と休息地の移動ルート等） 

 

(2) 調査の基本的な方法について 

文献その他の資料としては、国又は地方公共団体の有する野生動物に関する文献並びに学術

論文、既存の環境影響評価書等とし、必要に応じ、専門家その他の環境影響に関する知見を有

する者（保護団体等）からの科学的知見の聞き取り等による情報とする。また、環境省では、

効率的な環境影響評価の実施を促進することを目的として、風況が良い地点の環境情報（動植

物の生息状況等）や技術情報等を集めた｢環境アセスメント環境基礎情報データベース｣

（https://www2.env.go.jp/eiadb/）の整備を進めるとともに、公開しているのでこれを利用す

ることができる。学術論文や既存の環境影響評価書等の検索にあたっては、インターネット等

を用いた環境影響評価情報支援ネットワーク（環境省）や大学等の図書館データベース、科学

技術データベース（JOIS、JICST、DIALOG、CiNii 等）等が有用である。なお、聞き取り調査の

結果は適切に整理して環境影響評価書に記載する。 

現地調査の基本的な手法は、調査すべき情報に応じて以下に記載する手法から選択する。 
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３．動物（特に、鳥類） 

本項目は基本的に環境影響評価項目として選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類に関する動物の状況 

(b) 重要な種及び注目すべき生息地の分布、生息の状況及び生息環境の状況 

(2) 調査の基本的な方法 

文献その他の資料、専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的

知見の聞き取り及び現地調査による情報の収集、並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺区域とする。 

(4) 調査地点 

動物の生息の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な種及び注目すべき生息

地に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な地点又は経路 

(5) 調査期間等 

動物の生息の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な種及び注目すべき生息

地に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な期間、時期及び時間帯 

(6) 予測の基本的な手法 

重要な種及び注目すべき生息地について、分布又は生息環境の改変の程度を把握し

た上で、事例の引用又は解析 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、動物の生息の特性を踏まえ、重要な種及び注目すべき生息

地に係る環境影響を受けるおそれがある地域 

(8) 予測対象時期等 

動物の生息の特性を踏まえ、重要な種及び注目すべき生息地に係る環境影響を的確

に把握できる時期 
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［［解解  説説］］  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類に関する動物相の状況について 

動物相は哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類に関する動物相とする。ただし、文献その

他の資料及び専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的知見の聞き取り

から得られた情報については、環境影響評価項目の選定に至った前提条件として、環境影響

評価方法書における「第 3 章 対象事業実施区域及びその周囲の概況」の「3-1 (4) 動植物

の生息又は生育、植生の状況」に記載する。 

一方、現地調査によって得られた情報は、環境影響準備書及び環境影響評価書に記載する。 

(b) 重要な種及び注目すべき生息地の分布、生息の状況及び生息環境の状況について 

重要な種及び注目すべき生息地は、次による学術上又は希少性の観点から重要な種及び学

術上又は希少性の観点から重要であることや地域の象徴であること等の理由による注目すべ

き生息地とし、これらが(a)により対象事業実施区域周辺に存在することが明らかな場合及び

生息環境等の条件が合致する場合、それらに重点をおいた現地調査を実施すること。 

① 「文化財保護法」（1950 年、法律第 214 号）により指定されているもの（天然記念物、特 

別天然記念物） 

② 「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（1992 年、法律第 75 号）によ

り指定されているもの（国内希少野生動植物種） 

③ 最新版「レッドデータブック」、「レッドリスト」（環境省）に取り上げられているもの 

④ 地方公共団体により指定されているもの（都道府県版レッドデータブック、レッドリスト、

条例等も含む） 

⑤ その他地域特性上重要と考えられるもの 

⑥ 鳥類保護・保全の観点から重要と考えられるもの（猛禽類の営巣地、餌場、渡りのルート

及び中継地、集団繁殖地、餌場と休息地の移動ルート等） 

 

(2) 調査の基本的な方法について 

文献その他の資料としては、国又は地方公共団体の有する野生動物に関する文献並びに学術

論文、既存の環境影響評価書等とし、必要に応じ、専門家その他の環境影響に関する知見を有

する者（保護団体等）からの科学的知見の聞き取り等による情報とする。また、環境省では、

効率的な環境影響評価の実施を促進することを目的として、風況が良い地点の環境情報（動植

物の生息状況等）や技術情報等を集めた｢環境アセスメント環境基礎情報データベース｣

（https://www2.env.go.jp/eiadb/）の整備を進めるとともに、公開しているのでこれを利用す

ることができる。学術論文や既存の環境影響評価書等の検索にあたっては、インターネット等

を用いた環境影響評価情報支援ネットワーク（環境省）や大学等の図書館データベース、科学
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 58

なお、重要な種及び注目すべき生息地に係る現地調査の基本的な手法については、調査によ

る生育環境への影響を少なくするための調査手法に配慮することとし、必要に応じて専門家そ

の他の環境影響に関する知見を有する者の助言を得て設定する。以下に各種動物について、具

体的な調査での事例を記載する。 

また、調査結果の整理においては、重要な種及び注目すべき生息地に係る情報は、当該種の

保護の観点から、必要に応じ場所を特定できないようにする（確認地点ではなく範囲等で示す）

等の配慮が必要である。 

 

(a) 哺乳類 

① 大・中型哺乳類 

◆ フィールドサイン調査※（直接観察、死体確認を含む） 

フィールドサインによる種の同定は熟練を要するため、同定の根拠となる記録（足跡、

糞、食痕、巣等の生活痕跡の特徴や写真等）を記録しておく。 

 

※フィールドサイン調査：痕跡観察法ともいい、中・大型哺乳類相の調査法として一般的である。足跡や糞・

食痕（フィールドサイン）を探し、その種類を同定して生息を確認する。 

 

② 小型哺乳類 

◆ 捕獲調査 

捕獲調査に使用するトラップとしては、捕殺式のものと、シャーマントラップ※1 等に代

表される生け捕り式のものがあり、調査地域の小型哺乳類相に応じて使用する。 

特に自然保護上重要な地域、市街化された地域等にみられる孤立した公園緑地等におい

て調査を行う場合は、個体群の維持に配慮して、捕殺式よりも生け捕り式を採用すること。 

トラップの設置個数は、原則として調査区当たり 30～50 個、付け餌には、生ピーナッツ、

サツマイモ、油揚げ、チーズ等対象種の食性に応じて選択する。 

捕獲した個体については、種の判定根拠として外部形態（全長、尾長、後足長、耳長、体

重）及び性別を計測・記録する。なお、生け捕り式トラップを用いて生体を捕獲した場合

は、外部形態の計測は一般に困難であるため、種の同定は慎重に行う必要がある。 

また、モグラ目のトガリネズミ、ジネズミ等一般のトラップでは捕獲が難しく、またフ

ィールドサイン調査でも確認が困難な種の生息が想定される場合は、地中に容器を埋設し、

墜落させて捕獲するピットホールトラップが有効である。 

なお、モグラ類については、フィールドサイン（塚穴等）により確認する。ただし、2 種

以上が混生する地域ではピットホールトラップ※2又はモールトラップ※3により捕獲調査し

同定する。 

なお、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の改正により、ネズミ科（ドブネズミ、

クマネズミ及びハツカネズミを除く）、モグラ科、トガリネズミ科に属する鳥獣と、アザラ

シ科等の海棲哺乳類の捕獲に際しては、環境大臣又は都道府県知事の許可が必要となって

いる。また、捕獲後の報告も義務づけられているため、注意が必要である。 
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※1 シャーマントラップ（箱罠）：アルミあるいはブリキ板製で、携帯可能な折り畳み構造になっている。生け捕

り法なので、主にネズミ類の調査に用いるが、シマリスやときにはニホンリス、エゾリス、オコジョ等体重 500ｇ

以下程度の動物調査にも使用される。罠としてはいくつかの市販品があるが、“シャーマントラップ”（アメリカ、

シャーマントラップ社製）が代表としてよく使われる。シャーマントラップと同様の構造をもった亜鉛板製トラ

ップは日本でも製作されている（北海道、金沢板金社製）。 

 

※2ピットホールトラップ（墜落缶）：直径 5～25cm、深さ 10～30cm 程度の缶を落とし穴とし、地中に埋める。缶

は金属製、プラスチックあるいはポリプロピレン製のコップでもよい。回転式のフタがついた、調査専用の墜落缶

（金沢板金社製）も製作されている。森林内や河畔環境等で、主にトガリネズミ類の生息調査に用いる。ノネズミ

類も捕獲できるが、アカネズミ類等はジャンプ力があり、缶に入っても飛び出して逃げることが多い。腐植土層の

厚い凹地を選ぶ等、設置場所の選択が捕獲効率を左右する。特に餌を入れる必要はない。捕獲されたトガリネズミ

類の多くは死亡しているため、標本処理の準備も必要である。 

 

※3 モールトラップ（モグラ罠）：地中生活をするモグラ類は、地上に設置するハジキワナやシャーマントラップ

ではほとんど捕獲できないため、土を掘りトンネルに設置するハサミ式（捕殺用）や筒型（捕殺用、生け捕り用）

のものが用いられる。いずれの罠も、内側が滑らかでよく使用されており、迂回しにくい通路がある場所に設置す

る。 

 

③ コウモリ類 

◆ バットディテクターを用いた調査（写真 3-4） 

バットディテクター（超音波探知機）を用いて、対象事業実施区域及びその周囲におけ

るコウモリ類の出現状況を確認する。バットディテクターを用いた調査においては、すべ

ての種の判定を行うことは困難であり、文献その他の資料あるいは聞き取りによる調査の

結果等と併せて調査結果の整理を行う必要がある。なお判定が困難な場合も、確認位置、

周波数帯、反応回数等を別途整理しておくこと。また最近では、簡易レーダーを用いてコ

ウモリあるいは渡り鳥等の動きを把握する技術も開発されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Anabat SD2 及びマイク              SM4BAT FS 及びマイク 

（Titley Scinetific 社製）           （Wildlife Acousticis 社製） 

 

写真 3-4 バットディテクター（製品例） 
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なお、重要な種及び注目すべき生息地に係る現地調査の基本的な手法については、調査によ

る生育環境への影響を少なくするための調査手法に配慮することとし、必要に応じて専門家そ

の他の環境影響に関する知見を有する者の助言を得て設定する。以下に各種動物について、具

体的な調査での事例を記載する。 

また、調査結果の整理においては、重要な種及び注目すべき生息地に係る情報は、当該種の

保護の観点から、必要に応じ場所を特定できないようにする（確認地点ではなく範囲等で示す）

等の配慮が必要である。 
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① 大・中型哺乳類 

◆ フィールドサイン調査※（直接観察、死体確認を含む） 

フィールドサインによる種の同定は熟練を要するため、同定の根拠となる記録（足跡、

糞、食痕、巣等の生活痕跡の特徴や写真等）を記録しておく。 

 

※フィールドサイン調査：痕跡観察法ともいい、中・大型哺乳類相の調査法として一般的である。足跡や糞・

食痕（フィールドサイン）を探し、その種類を同定して生息を確認する。 

 

② 小型哺乳類 

◆ 捕獲調査 

捕獲調査に使用するトラップとしては、捕殺式のものと、シャーマントラップ※1 等に代

表される生け捕り式のものがあり、調査地域の小型哺乳類相に応じて使用する。 

特に自然保護上重要な地域、市街化された地域等にみられる孤立した公園緑地等におい

て調査を行う場合は、個体群の維持に配慮して、捕殺式よりも生け捕り式を採用すること。 

トラップの設置個数は、原則として調査区当たり 30～50 個、付け餌には、生ピーナッツ、

サツマイモ、油揚げ、チーズ等対象種の食性に応じて選択する。 

捕獲した個体については、種の判定根拠として外部形態（全長、尾長、後足長、耳長、体

重）及び性別を計測・記録する。なお、生け捕り式トラップを用いて生体を捕獲した場合

は、外部形態の計測は一般に困難であるため、種の同定は慎重に行う必要がある。 

また、モグラ目のトガリネズミ、ジネズミ等一般のトラップでは捕獲が難しく、またフ

ィールドサイン調査でも確認が困難な種の生息が想定される場合は、地中に容器を埋設し、

墜落させて捕獲するピットホールトラップが有効である。 

なお、モグラ類については、フィールドサイン（塚穴等）により確認する。ただし、2 種

以上が混生する地域ではピットホールトラップ※2又はモールトラップ※3により捕獲調査し

同定する。 

なお、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の改正により、ネズミ科（ドブネズミ、

クマネズミ及びハツカネズミを除く）、モグラ科、トガリネズミ科に属する鳥獣と、アザラ

シ科等の海棲哺乳類の捕獲に際しては、環境大臣又は都道府県知事の許可が必要となって

いる。また、捕獲後の報告も義務づけられているため、注意が必要である。 
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※1 シャーマントラップ（箱罠）：アルミあるいはブリキ板製で、携帯可能な折り畳み構造になっている。生け捕

り法なので、主にネズミ類の調査に用いるが、シマリスやときにはニホンリス、エゾリス、オコジョ等体重 500ｇ
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シャーマントラップ社製）が代表としてよく使われる。シャーマントラップと同様の構造をもった亜鉛板製トラ
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は金属製、プラスチックあるいはポリプロピレン製のコップでもよい。回転式のフタがついた、調査専用の墜落缶
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厚い凹地を選ぶ等、設置場所の選択が捕獲効率を左右する。特に餌を入れる必要はない。捕獲されたトガリネズミ

類の多くは死亡しているため、標本処理の準備も必要である。 

 

※3 モールトラップ（モグラ罠）：地中生活をするモグラ類は、地上に設置するハジキワナやシャーマントラップ

ではほとんど捕獲できないため、土を掘りトンネルに設置するハサミ式（捕殺用）や筒型（捕殺用、生け捕り用）

のものが用いられる。いずれの罠も、内側が滑らかでよく使用されており、迂回しにくい通路がある場所に設置す
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バットディテクター（超音波探知機）を用いて、対象事業実施区域及びその周囲におけ

るコウモリ類の出現状況を確認する。バットディテクターを用いた調査においては、すべ

ての種の判定を行うことは困難であり、文献その他の資料あるいは聞き取りによる調査の

結果等と併せて調査結果の整理を行う必要がある。なお判定が困難な場合も、確認位置、

周波数帯、反応回数等を別途整理しておくこと。また最近では、簡易レーダーを用いてコ

ウモリあるいは渡り鳥等の動きを把握する技術も開発されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Anabat SD2 及びマイク              SM4BAT FS 及びマイク 

（Titley Scinetific 社製）           （Wildlife Acousticis 社製） 

 

写真 3-4 バットディテクター（製品例） 
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(b) 鳥類 

① 鳥類相調査 

 以下の調査手法を参考とし、適切に組み合わせて実施する。 

◆ ラインセンサス法による調査 

一定の調査ルートの観察幅内に出現する種類、個体数等を直接観察あるいは鳴き声等で

確認し、記録する。 

観察幅は、森林では調査ラインより片側 25m、草原では片側 50m が適当である。調査者の

歩行速度は 1.5～2.0km/h が適当である。風の強い日や雨の日等は確認率が低下するので避

けること。 

一般的には出現種と個体数を記録していくが、確認位置と確認方法を地図上に記録（マ

ッピング）しておくと生息種の環境の選好性等を理解する際の基礎的な情報となる。 

◆ ポイントセンサス法による調査 

湖沼、河川、海域（干潟、河口を含む）等の特定の環境に生息するカモ類、サギ類、シ

ギ・チドリ類及び牧草地周辺に生息する猛禽類等を対象として、見通しのきく場所に定点

を設定し、出現する種類、個体数等を直接観察により記録する。視野範囲内の識別が可能

な距離までを対象とし、一定時間観察を行う。 

なお、比較的大きな水域等で、全個体数をカウントする必要がある場合は、複数の定点

を設定して、分担して調査を行うこと。 

◆ 任意観察調査 

ラインセンサス法及びポイントセンサス法による調査以外の場所及び観察日・時間帯に

おける任意の観察調査で、鳴き声や直接観察等で確認し、記録する。夜行性鳥類の調査で

はこの調査法を用いる。また、繁殖期には、調査地域の環境特性に応じて繁殖状況につい

ても調査する。 

 ② 重要な種及び注目すべき生息地の調査 

重要な種及び注目すべき生息地の分布及び生息状況の把握については、鳥類相調査に準

じた手法によるほか、必要に応じ概略個体数推定調査、餌となる動植物等の調査及び繁殖

状況調査を行う。その際、鳥類保護・保全の観点から重要と考えられるもの（猛禽類の営

巣地、餌場、渡りのルート及び中継地、集団繁殖地、餌場と休息地の移動ルート等）につ

いては、表 3-6 に従って調査を行い、結果を整理する。 
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表 3-6 鳥類保護・保全の観点から重要と考えられるものに関する調査及び結果の整理方法 

※：船舶用レーダーを用いて、海面・湖面を飛翔する鳥類の飛翔経路を確認する手法。群れで飛翔するカワ

ウ等の観察に適している。レーダーの性質上、平面的な飛翔軌跡の捕捉には適しているが、飛翔高度の

特定等、鉛直面的な測定には困難を伴う。船舶から外して単独で使用する場合あるいは陸域で使用する

場合は、電波使用上の手続が必要となる。また、種の特定ができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-5 セオドライトを用いた渡り鳥調査 

 

 

 

対象種・群集 調 査 方 法 調査結果の整理 

希少猛禽類等 生息に係る情報が得られた場
合は、行動圏等の調査を行い、
営巣地あるいは餌場等の確認
を行う。 

対象事業実施区域の植生、地形等の自
然環境と行動圏の結びつきを整理し、
対象事業実施区域と行動圏の重複・近
接、損失の程度を整理する。 

渡りのルート及び
中継地 

渡りに係る情報が得られた場
合は、渡りのルート及び中継地
の調査を行う。 

調査時間は、対象とする種に合
わせ、日中だけでなく、必要に
応じて夜明け～早朝、夕方～日
没等の時間帯等にも実施する。 
調査方法としては、ポイントセ
ンサス法以外に、レーダー※や
セオドライトを用いた調査等
が補足調査として考えられる。 

対象事業実施区域の植生、地形等の自然
環境と渡りのルート・中継地の結びつき
を整理し、対象事業実施区域と渡りのル
ート・中継地の重複・近接、損失の程度
を整理する。 

集団繁殖地 集団繁殖地に係る情報が得ら
れた場合は、集団繁殖地の調査
を行う。 

対象事業実施区域の植生、地形等の自然
環境と集団繁殖地の結びつきを整理し、
対象事業実施区域と集団繁殖地の重複・
近接、損失の程度を整理する。 

餌場と休息地の移
動 

餌場と休息地に係る情報が得
られた場合は、移動経路の調査
を行う。 

対象事業実施区域の植生、地形等の自然
環境と餌場、休息地及び移動経路の結び
つきを整理し、対象事業実施区域と重
複・近接、損失の程度を整理する。 
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(b) 鳥類 

① 鳥類相調査 

 以下の調査手法を参考とし、適切に組み合わせて実施する。 

◆ ラインセンサス法による調査 

一定の調査ルートの観察幅内に出現する種類、個体数等を直接観察あるいは鳴き声等で
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歩行速度は 1.5～2.0km/h が適当である。風の強い日や雨の日等は確認率が低下するので避

けること。 

一般的には出現種と個体数を記録していくが、確認位置と確認方法を地図上に記録（マ

ッピング）しておくと生息種の環境の選好性等を理解する際の基礎的な情報となる。 

◆ ポイントセンサス法による調査 

湖沼、河川、海域（干潟、河口を含む）等の特定の環境に生息するカモ類、サギ類、シ

ギ・チドリ類及び牧草地周辺に生息する猛禽類等を対象として、見通しのきく場所に定点

を設定し、出現する種類、個体数等を直接観察により記録する。視野範囲内の識別が可能

な距離までを対象とし、一定時間観察を行う。 

なお、比較的大きな水域等で、全個体数をカウントする必要がある場合は、複数の定点

を設定して、分担して調査を行うこと。 

◆ 任意観察調査 

ラインセンサス法及びポイントセンサス法による調査以外の場所及び観察日・時間帯に

おける任意の観察調査で、鳴き声や直接観察等で確認し、記録する。夜行性鳥類の調査で

はこの調査法を用いる。また、繁殖期には、調査地域の環境特性に応じて繁殖状況につい

ても調査する。 

 ② 重要な種及び注目すべき生息地の調査 

重要な種及び注目すべき生息地の分布及び生息状況の把握については、鳥類相調査に準

じた手法によるほか、必要に応じ概略個体数推定調査、餌となる動植物等の調査及び繁殖

状況調査を行う。その際、鳥類保護・保全の観点から重要と考えられるもの（猛禽類の営

巣地、餌場、渡りのルート及び中継地、集団繁殖地、餌場と休息地の移動ルート等）につ

いては、表 3-6 に従って調査を行い、結果を整理する。 
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表 3-6 鳥類保護・保全の観点から重要と考えられるものに関する調査及び結果の整理方法 

※：船舶用レーダーを用いて、海面・湖面を飛翔する鳥類の飛翔経路を確認する手法。群れで飛翔するカワ

ウ等の観察に適している。レーダーの性質上、平面的な飛翔軌跡の捕捉には適しているが、飛翔高度の

特定等、鉛直面的な測定には困難を伴う。船舶から外して単独で使用する場合あるいは陸域で使用する

場合は、電波使用上の手続が必要となる。また、種の特定ができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-5 セオドライトを用いた渡り鳥調査 

 

 

 

対象種・群集 調 査 方 法 調査結果の整理 

希少猛禽類等 生息に係る情報が得られた場
合は、行動圏等の調査を行い、
営巣地あるいは餌場等の確認
を行う。 

対象事業実施区域の植生、地形等の自
然環境と行動圏の結びつきを整理し、
対象事業実施区域と行動圏の重複・近
接、損失の程度を整理する。 

渡りのルート及び
中継地 

渡りに係る情報が得られた場
合は、渡りのルート及び中継地
の調査を行う。 

調査時間は、対象とする種に合
わせ、日中だけでなく、必要に
応じて夜明け～早朝、夕方～日
没等の時間帯等にも実施する。 
調査方法としては、ポイントセ
ンサス法以外に、レーダー※や
セオドライトを用いた調査等
が補足調査として考えられる。 

対象事業実施区域の植生、地形等の自然
環境と渡りのルート・中継地の結びつき
を整理し、対象事業実施区域と渡りのル
ート・中継地の重複・近接、損失の程度
を整理する。 

集団繁殖地 集団繁殖地に係る情報が得ら
れた場合は、集団繁殖地の調査
を行う。 

対象事業実施区域の植生、地形等の自然
環境と集団繁殖地の結びつきを整理し、
対象事業実施区域と集団繁殖地の重複・
近接、損失の程度を整理する。 

餌場と休息地の移
動 

餌場と休息地に係る情報が得
られた場合は、移動経路の調査
を行う。 

対象事業実施区域の植生、地形等の自然
環境と餌場、休息地及び移動経路の結び
つきを整理し、対象事業実施区域と重
複・近接、損失の程度を整理する。 
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(c) 爬虫類 

◆ 直接観察調査 

爬虫類は、普段石垣の隙間や地中の穴、草むら等に潜んでおり、人目につくのは採食や日

光浴のために活動している時に限る。種によって日光浴等をする場所が少しずつ異なってお

り、各種のこうした生態的特性をあらかじめ承知しておくことが効果的な調査を行う上で必

要である。爬虫類の一部は、脱皮殼により種を同定することが可能なため、脱皮殻の観察も

併せて行う。また、爬虫類は道路上で轢死体として確認されるものも多いため、調査地域内

の道路上を観察することも効果的である。 

なお、直接観察調査において種名の確認が困難な場合は、採集を行う。 

(d) 両生類 

◆ 直接観察調査 

直接観察（鳴き声の確認を含む）及び採集により実施する。 

両生類の一部は、卵・幼生により種を同定することが可能なため、産卵期に卵塊の観察も

併せて行う。また、両生類は道路上で轢死体として確認されるものも多いため、調査地域内

の道路上を観察することも効果的である。 

(e) 昆虫類 

◆ 一般採集調査 

スウィーピング法※1、ビーティング法※2、直接観察（バッタ類、セミ類等鳴き声による観察

も含む）等により実施する。 

 

※1 スウィーピング法：樹林地、低木林、草原で用いられる方法で、捕虫ネットを振り、草や木の枝の先端、

花が咲いている時は花をなぎ払うようにしてすくいとることで、木や草、花の上に静止している昆虫を捕らえ

る方法である。主に、小型のハエ類、ハチ類、ガ類、コウチュウ類、カメムシ類、ヨコバイ類等の昆虫の採集

に使用される。採集においては、同じ場所で連続して捕虫ネットを振るのではなく、植生等の目的とする環境

を決め、その中を移動しながら振る必要がある。 

 

※2ビーティング法：木の枝、草等を叩き棒で叩いて、下に落ちた昆虫を白いネット（雨傘でもよい）で受け

取って採集する方法である。木の枝、草等についている昆虫を短時間で効率よく採集することができる。 

 

◆ ベイトトラップ法による調査 

糖蜜や腐肉等の誘引物をプラスチックコップ等に入れ、口が地表面と同じになるように埋

設し、地表徘徊性の昆虫を捕獲する。 

◆ ライトトラップ法による調査 

ブラックライト等を利用した、カーテン法※1又は捕虫箱法※2により行う。調査時の気象は

無風で気温、湿度の高い時がより効果的である。 

 

※1 カーテン法： 1m×2m あるいは 1.5m×1.5m 程度の白色スクリーン（カーテン）を見通しのよい場所に張

り、その前に光源を吊るして点灯し、日没後から 3 時間程度、スクリーンをめがけて集まる昆虫を、吸虫管、

殺虫管、捕虫ネットを用いて採集する。 
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※2捕虫箱法（ボックス法）：光源の下に、大型ロート部及び昆虫収納用ボックス部からなる捕虫器を設置し、

光源をめがけて集まった昆虫が大型ロート部に落ちたものを、捕虫器に収納し採集する。光源は、紫外線灯（ブ

ラックライト蛍光ランプ）と昼光色蛍光灯を併用することが多い。トラップは、樹林内では林床が見渡せる箇

所に置くようにし、草地ではトラップの口が植生の上に出るようにする。夕方日没前までに設置を完了し、翌

朝日の出後に回収する。ボックスの中には、クロロフォルム等の殺虫剤を、ステンレス容器等に 100cc（翌朝

まで残る程度）程度入れたものが、殺虫効果が高く有効である。なお、クロロフォルム等は劇薬なので取り扱

いに際しては十分注意を要する。 

 

調査結果は、動物相については主な確認種のリスト、確認した地点及び状況（現地調査の場

合）を結果の概要の記載及び図、表に整理する。 

重要な種及び注目すべき生息地については、保全すべき理由、確認した地点及び状況並びに

生息環境を、結果の概要の記載及び図、表に整理する。ただし、それらの情報は、公開に当た

って希少な動物の保護のため、必要に応じ場所を特定できないようにする等の配慮が必要であ

る。 

 

(3) 調査地域について 

文献その他の資料により、当該地域の地域特性を十分に把握した上で、当該地域に生息する

と思われる動物の特性を踏まえ、動物相については対象事業実施区域から適切な距離の範囲と

する。また、重要な種及び注目すべき生息地については、対象とする種の生態に応じて適切に

設定するものとする。 

 

(4) 調査地点について 

動物相の現地調査については、設定された調査地域内における動物相の概要を把握する観点

から、野生動物の生息環境を網羅するよう調査地点、調査区又は経路を設定することとする。 

重要な種及び注目すべき生息地については、文献その他の資料等に基づく生息分布域及び動

物相に係る現地調査において確認した地点及び生息が予想されるその周囲における地点、又は

経路とし、生息環境の状況を把握できる範囲を含むものとする。なお、必要に応じて専門家そ

の他の環境影響に関する知見を有する者の助言を得ることとする。 

 

(5) 調査期間等について 

文献その他の資料については、極力最新のものを使用する。 

現地調査の期間、時期及び時間帯は、地点の状況、生息種等の確認が得られる活動時期及び

時間帯を考慮して適切に設定する。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

分布又は生息環境の改変の程度の把握については、重要な種及び注目すべき生息地の分布域

のうち、事業の実施に伴って予想される影響要因に応じた環境影響において、直接的影響を受

ける区域及び生息環境の変化が及ぶと考えられる区域を推定するとともに、推定した区域にお

いて重要な種及び注目すべき生息地への影響の種類（死傷、逃避、生息・繁殖阻害、生息域の

減少等）を推定する。その際、その結果に基づいて環境影響を回避・低減するための環境保全
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(c) 爬虫類 

◆ 直接観察調査 

爬虫類は、普段石垣の隙間や地中の穴、草むら等に潜んでおり、人目につくのは採食や日

光浴のために活動している時に限る。種によって日光浴等をする場所が少しずつ異なってお

り、各種のこうした生態的特性をあらかじめ承知しておくことが効果的な調査を行う上で必

要である。爬虫類の一部は、脱皮殼により種を同定することが可能なため、脱皮殻の観察も

併せて行う。また、爬虫類は道路上で轢死体として確認されるものも多いため、調査地域内

の道路上を観察することも効果的である。 

なお、直接観察調査において種名の確認が困難な場合は、採集を行う。 

(d) 両生類 

◆ 直接観察調査 

直接観察（鳴き声の確認を含む）及び採集により実施する。 

両生類の一部は、卵・幼生により種を同定することが可能なため、産卵期に卵塊の観察も

併せて行う。また、両生類は道路上で轢死体として確認されるものも多いため、調査地域内

の道路上を観察することも効果的である。 

(e) 昆虫類 

◆ 一般採集調査 

スウィーピング法※1、ビーティング法※2、直接観察（バッタ類、セミ類等鳴き声による観察

も含む）等により実施する。 

 

※1 スウィーピング法：樹林地、低木林、草原で用いられる方法で、捕虫ネットを振り、草や木の枝の先端、

花が咲いている時は花をなぎ払うようにしてすくいとることで、木や草、花の上に静止している昆虫を捕らえ

る方法である。主に、小型のハエ類、ハチ類、ガ類、コウチュウ類、カメムシ類、ヨコバイ類等の昆虫の採集

に使用される。採集においては、同じ場所で連続して捕虫ネットを振るのではなく、植生等の目的とする環境

を決め、その中を移動しながら振る必要がある。 

 

※2ビーティング法：木の枝、草等を叩き棒で叩いて、下に落ちた昆虫を白いネット（雨傘でもよい）で受け

取って採集する方法である。木の枝、草等についている昆虫を短時間で効率よく採集することができる。 

 

◆ ベイトトラップ法による調査 

糖蜜や腐肉等の誘引物をプラスチックコップ等に入れ、口が地表面と同じになるように埋

設し、地表徘徊性の昆虫を捕獲する。 

◆ ライトトラップ法による調査 

ブラックライト等を利用した、カーテン法※1又は捕虫箱法※2により行う。調査時の気象は

無風で気温、湿度の高い時がより効果的である。 

 

※1 カーテン法： 1m×2m あるいは 1.5m×1.5m 程度の白色スクリーン（カーテン）を見通しのよい場所に張

り、その前に光源を吊るして点灯し、日没後から 3 時間程度、スクリーンをめがけて集まる昆虫を、吸虫管、

殺虫管、捕虫ネットを用いて採集する。 
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※2捕虫箱法（ボックス法）：光源の下に、大型ロート部及び昆虫収納用ボックス部からなる捕虫器を設置し、

光源をめがけて集まった昆虫が大型ロート部に落ちたものを、捕虫器に収納し採集する。光源は、紫外線灯（ブ

ラックライト蛍光ランプ）と昼光色蛍光灯を併用することが多い。トラップは、樹林内では林床が見渡せる箇

所に置くようにし、草地ではトラップの口が植生の上に出るようにする。夕方日没前までに設置を完了し、翌

朝日の出後に回収する。ボックスの中には、クロロフォルム等の殺虫剤を、ステンレス容器等に 100cc（翌朝

まで残る程度）程度入れたものが、殺虫効果が高く有効である。なお、クロロフォルム等は劇薬なので取り扱

いに際しては十分注意を要する。 

 

調査結果は、動物相については主な確認種のリスト、確認した地点及び状況（現地調査の場

合）を結果の概要の記載及び図、表に整理する。 

重要な種及び注目すべき生息地については、保全すべき理由、確認した地点及び状況並びに

生息環境を、結果の概要の記載及び図、表に整理する。ただし、それらの情報は、公開に当た

って希少な動物の保護のため、必要に応じ場所を特定できないようにする等の配慮が必要であ

る。 

 

(3) 調査地域について 

文献その他の資料により、当該地域の地域特性を十分に把握した上で、当該地域に生息する

と思われる動物の特性を踏まえ、動物相については対象事業実施区域から適切な距離の範囲と

する。また、重要な種及び注目すべき生息地については、対象とする種の生態に応じて適切に

設定するものとする。 

 

(4) 調査地点について 

動物相の現地調査については、設定された調査地域内における動物相の概要を把握する観点

から、野生動物の生息環境を網羅するよう調査地点、調査区又は経路を設定することとする。 

重要な種及び注目すべき生息地については、文献その他の資料等に基づく生息分布域及び動

物相に係る現地調査において確認した地点及び生息が予想されるその周囲における地点、又は

経路とし、生息環境の状況を把握できる範囲を含むものとする。なお、必要に応じて専門家そ

の他の環境影響に関する知見を有する者の助言を得ることとする。 

 

(5) 調査期間等について 

文献その他の資料については、極力最新のものを使用する。 

現地調査の期間、時期及び時間帯は、地点の状況、生息種等の確認が得られる活動時期及び

時間帯を考慮して適切に設定する。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

分布又は生息環境の改変の程度の把握については、重要な種及び注目すべき生息地の分布域

のうち、事業の実施に伴って予想される影響要因に応じた環境影響において、直接的影響を受

ける区域及び生息環境の変化が及ぶと考えられる区域を推定するとともに、推定した区域にお

いて重要な種及び注目すべき生息地への影響の種類（死傷、逃避、生息・繁殖阻害、生息域の

減少等）を推定する。その際、その結果に基づいて環境影響を回避・低減するための環境保全
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対策を検討する。やむを得ず生じる影響については、事業の実施により損なわれる環境の持つ

価値又は機能を代償するための措置を検討する。環境保全対策の優先順位は、1)回避 2)低減 

3)最小化 4)代償措置 とする。 

予測の基本的な手法については、表 3-7 に示す環境影響要因に応じて、環境影響の量的又は

質的な変化の程度を推定するものとし、具体的には、文献その他の資料による類似事例の引用

又は解析により行い、必要に応じ専門家その他の環境影響に関する知見を有するものの助言を

得ることとする。 

 

表 3-7 風力発電所の設置に伴う環境影響要因 

影 響 要 因 

哺

乳

類 

鳥

類 

両
生
・
爬
虫
類 

昆

虫

類 

改変による生息環境の減少・喪失 ● ● ● ● 

騒音による生息環境の悪化 ● ● ● － 

騒音による餌資源の逃避・減少 ● ● － － 

繁殖・採餌に係る移動経路の遮断、阻害 ● ● － － 

ブレード、タワー等への接近・接触 ● ● － － 

夜間照明による誘因 ●※ ● － ● 

※ コウモリ類のうち昆虫食のものは、夜間照明に誘引される昆虫類を捕食するため

接近する可能性がある。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域のうち重要な種及び注目すべき生息地の生息又は分布する地域とする。 

 

(8) 予測対象時期等について 

予測対象時期等は、地形改変及び施設の存在後の動物の生息環境が安定した時期を基本とし、

原則として風力発電機の運転が定常状態に達した時期とする。 

なお、緑地等の復元又は創出がある場合は、その生育状況が一定期間を経てほぼ安定したと

考えられる時期とする。 

 

(9) 河川･湖沼近傍での事業について 

風力発電所の建設に係る工事では、河川･湖沼の形態を大きく改変するようなものを想定して

いない。しかし、近傍で工事を行うこと等により、重要な種及び注目すべき生息地等水域の動

物に影響が生ずる可能性がある場合は、魚類、底生動物についても調査を実施する。また、必

要に応じて専門家等の助言を得ることとする。 
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４．景観 

本項目は明らかに影響が認められない場合を除き環境影響評価項目として選定する。 

なお、近年は「景観法」に基づく「景観条例」を策定、施行している自治体が増加しており、環

境影響評価と並行してその手続を遵守する必要がある。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 主要な眺望点 

(b) 景観資源の状況 

(c) 主要な眺望景観の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺区域 

(4) 調査地点 

調査地点における景観の特性を踏まえ、(3)の調査地域における主要な眺望点及び景観

資源並びに主要な眺望景観に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な地

点 

(5) 調査期間等 

調査地点における景観の特性を踏まえ、(3)の調査地域における主要な眺望点及び景観

資源並びに主要な眺望景観に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な期

間及び時期 

(6) 予測の基本的な手法 

(a) 主要な眺望点及び景観資源について、分布の改変の程度を把握し、事例の引用又は解

析 

(b) 主要な眺望点及び景観資源について、完成予想図、フォトモンタージュ法その他の視

覚的な表現方法 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、調査地域における景観の特性を踏まえ、主要な眺望点及び景観

資源並びに主要な眺望景観に係る環境影響を受けるおそれがある地域 

(8) 予測対象時期等 

調査地点における景観の特性を踏まえ、主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望景

観に係る環境影響を的確に把握できる時期 
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対策を検討する。やむを得ず生じる影響については、事業の実施により損なわれる環境の持つ
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予測の基本的な手法については、表 3-7 に示す環境影響要因に応じて、環境影響の量的又は
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４．景観 
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調査地点における景観の特性を踏まえ、主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望景

観に係る環境影響を的確に把握できる時期 
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[[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 主要な眺望点 

主要な眺望点とは、調査地域内に存在する不特定かつ多数の者が利用している場所及び地

域住民が日常生活上慣れ親しんでいる場所のうち、風力発電機を望むことができる場所とし、

土取場、土捨場等の地形改変場所が景観資源である場合はこれらを望むことができる場所も

含む。 

これらについて、入手可能な最新の文献その他の資料及び現地調査により把握することと

し、必要に応じて国、地方公共団体等から聴取して、風力発電機の設置の場所及びその周辺

地域における主要な眺望点の分布状況を調査する。 

(b) 景観資源の状況 

景観資源とは、山岳や湖沼等に代表される自然景観資源及び歴史的文化的財産価値のある

人文景観資源をいう。 

これらについて、入手可能な最新の文献その他の資料（周辺の自治体等が策定している景

観形成方針等が参考となる）及び現地調査により把握することとし、必要に応じて地方公共

団体等から聴取して、対象事業実施区域及びその周辺地域における景観資源の状況を調査す

る。 

(c) 主要な眺望景観の状況 

主要な眺望景観とは、主要な眺望点から景観資源を眺望する景観をいう。 

これらについて、(a)及び(b)に関する調査結果により作成した主要な眺望点及び景観資源

のリストから、調査地域における主要な眺望景観を抽出し、風力発電機の設置場所との位置

関係、規模、利用特性、自然環境保全関係法令等（自然公園法、都市計画法、文化財保護法、

景観条例・要綱等）の指定状況、地域住民等とのかかわり等を調査する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 文献調査 

入手可能な最新の文献その他の資料により把握することとし、必要に応じて地方公共団体

等から聴取する。 

(b) 可視・不可視領域解析 

 必要に応じて、メッシュ標高データによる数値地形モデルを用いたコンピュータ解析、航

空写真の立体視による解析、地形模型による解析等により、可視・不可視領域を把握する。 

(c) 現地調査 

現地を踏査し（上記可視・不可視領域解析を行った場合は可視領域に入る）、主要な眺望点

からの写真等の撮影及び目視確認を行う。 

フォトモンタージュを作成することを前提とした現況写真の撮影にあたっては、現地で実

際に見たときの視覚的認識にできる限り近い状況を再現することを基本とする。 
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(d) 調査結果のまとめ 

① 主要な眺望点 

主要な眺望点リスト（名称、理由、風力発電機の設置場所との位置関係等）及び個票（眺

望点の写真、眺望特性、利用特性等）を作成する。 

② 景観資源の状況 

景観資源リスト（名称、理由、風力発電機の設置場所との位置関係等）及び個票（景観資

源の写真、資源特性、利用特性等）を作成する。 

③ 主要な眺望景観の状況 

主要な眺望景観リスト（主要な眺望点及び景観資源の名称、風力発電機の設置場所との位

置関係等）及び個票（主要な眺望点からの眺望写真、景観資源の可視・不可視、風力発電機

の可視･不可視、眺望特性、利用特性等）を作成する。 

 

(3) 調査地域について 

風力発電機の設置場所の規模、周囲の地形の状況、主要な眺望点及び景観資源の分布状況、

地域の視程等を勘案して設定する。 

 

(4) 調査地点について 

周囲の地形の状況、眺望点及び景観資源の分布状況、地域の視程等を勘案して、調査地域内

の主要な眺望点を設定する。 

選定にあたっては、可視領域図（図 3-10）等を作成し、風力発電機が視認される地点をあら

かじめ想定しておくことも有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 可視領域図（例） 

出典：『風力エネルギー読本』 

（牛山泉(編著)、オーム社、2005 年 9 月） 



 

 66

[[解解  説説]]  
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出典：『風力エネルギー読本』 
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(5) 調査期間等について 

景観の特性、利用状況等を考慮して適切な期間、時期及び時間帯を設定する。 

なお、写真撮影時は眺望点の利用状況、景観資源の特性に応じて、最多利用季及び四季の変

化が景観に現れる期間（桜の開花、紅葉等）を選ぶ等、調査対象や現場の条件に合わせて適宜

選定する。調査期間の合理的な短期化にあたっては、季節変化による景観資源の印象変化の特

性を踏まえて適切に判断する。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

(a) 主要な眺望点及び景観資源 

主要な眺望点及び景観資源と風力発電機の設置における直接的土地改変領域を地形図上に

図示し、図形計測によって直接的土地改変を受ける面積を測定するとともに、それらの質的

変化等を事例の引用等により予測する。 

(b) 主要な眺望景観 

次に掲げる予測法の中から最適なものを選択し、眺望の変化を視覚的表現によって予測す

る。 

① フォトモンタージュ法 

主要な眺望点から撮影した写真に、風力発電所の完成予想図を合成して景観の変化を予

測する方法。 

② 透視図法 

主要な眺望点からの風力発電所の完成予想図を透視図によって描く方法。 

③ コンピュータグラフィックス 
コンピュータを用いて地形、植生、構造物（既存のもの、事業により新たに出現するもの）

のすべてを作画する方法。 

(c) 予測結果のまとめ 

予測結果は主要な眺望点毎に図、写真等により具体的にわかりやすく整理する。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域における景観の特性を踏まえ、主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望景観に

係る環境影響を受けるおそれがある地域とする。 

 

(8) 予測対象時期等について 

風力発電機等が完成した時点とする。 
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５．電波障害  

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) テレビジョン電波（デジタル）の受信状況 

(b) 重要無線の状況 

(c) その他の電波送受信施設の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

電波の伝搬の特性を踏まえ、電波障害を受けるおそれがある地域 

(4) 調査地点 

電波の伝搬の特性を踏まえ、(3)の調査地域における電波障害の程度を予測し、評価す

るために適切かつ効果的な地点 

(5) 調査期間等 

電波の伝搬の特性を踏まえ、(3)の調査地域における電波障害の程度を予測し、評価す

るために適切かつ効果的な期間、時期及び時間帯 

(6) 予測の基本的な手法 

事例の引用又は理論計算 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、電波の伝搬の特性を踏まえ、電波障害を受けるおそれがある地

域 

(8) 予測地点 

電波の伝搬の特性を踏まえ、(7)の予測地域における電波障害の程度を的確に把握でき

る地点 

(9) 予測対象時期等 

風力発電機の運転が定常状態となる時期 
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(5) 調査期間等について 
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[[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) テレビジョン電波（デジタル）の受信状況 

対象事業実施区域周辺において、テレビジョン電波を受信している家屋あるいは事業所の

位置、受信可能な放送局とその受信状況等を、文献その他の資料及び現地調査により明らか

にする。 

(b) 重要無線の状況 

電波法により、伝搬障害防止区域内での建築事業の届出、調査、報告が義務づけられてい

る固定地点間の 890MHz 以上の電波の送受信状況を聞き取り調査等により明らかにする。 

(c) その他の電波送受信施設の状況 

国土交通省、NTT、防衛省、総務省、防災無線等、個別に調整を進めるべき電波送受信施設

の設置状況を、文献その他の資料及び現地調査により明らかにする（近年、防衛省の防衛関

連施設、気象レーダー等への影響がみられる事象が出てきており、注意を要する。防衛関連

施設に関する各地方の連絡窓口及び気象庁の気象レーダーに関する問い合わせ先を巻末（添

付資料 ５．防衛関連施設の連絡窓口、添付資料 ６．気象庁が所管する気象レーダー）に

示す）。 

 

 (2) 調査の基本的な手法について 

(a) テレビジョン電波 

   図 3-11 に示すような電波受信状況測定車を用い、電界強度測定によるテレビ電波受信状況

調査（UHF デジタル）を実施し、チャンネルごとにテレビジョン画像を受信し、評価を行う

（表 3-8、表 3-9）。 

また、調査項目とその内容は表 3-10 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 電波受信状況測定車 

出典：「建造物によるテレビ受信障害調査要領」 

 （一般社団法人日本 CATV 技術協会、2018 年 6 月（改訂-2）） 
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表 3-8 画像評価 

評価表示 評価基準 

○ 正常に受信 

△ ブロックノイズや画面フリーズあり 

× 受信不能 

 

 

表 3-9 品質評価 

評価表示 評価基準 

Ａ きわめて良好 ：画像評価○で、BER※≦1E-8 

Ｂ 良 好    ：画像評価○で、1E-8＜BER＜1E-5 

Ｃ おおむね良好 ：画像評価○で、1E-5≦BER≦2E-4 

Ｄ 不 良    ：画像評価○ではあるが、BER＞2E-4 又は画像評価△ 

Ｅ 受信不能   ：画像評価× 

※BER：一定期間内に伝送したビット数のうち、何ビット誤りが発生したかを表す。 

Bit Error Rate（ビット誤り率）の略。 
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表 3-10 調査項目 

調査項目 内容 

標
準
調
査 

①受信特性の測定 受信特性測定器を用いて、その地域で受信しているすべての

地上デジタルチャンネル（以下、チャンネル）について、建造

物予測計算に必要な受信特性の測定を行う。 

②ビット誤り率（BER）の測定 地上デジタル放送用測定器や地上デジタル受信機を用いて

BER を測定する。 

③画像評価 すべての調査地点について、調査するすべてのチャンネルの

受信画像を適切な時間観測することで、ブロックノイズや画

面フリーズの有無を確認し、評価基準に従って 3 段階で評価

する。なお、マルチ編成により複数番組が放送されている場

合は、同一物理チャンネル内の番組を適宜選択し評価する。 

④品質評価 すべての調査地点について、調査するすべてのチャンネルの

受信品質を評価基準に従って 5 段階で評価する。 

⑤受信画像記録（写真等） 必要に応じて受信画像を観測し、地上デジタルチューナーや

地上デジタル放送用測定器の画像データを記録する。受信状

況が判別できる画像サイズと解像度で掲載する。 

⑥調査地点風景撮影 調査風景は地域位置全体が含まれ、調査地点と電波到来方向

の状況が判るように撮影することが望ましい。 

⑦既設共同受信施設の調査 調査対象範囲内における共同受信施設（ケーブルテレビも含

む）の設置範囲及び受信点の位置を確認する。 

（受信点について満足な画質が確保できる状況であっても、

施設端末における受信者宅では遮蔽による受信レベルの低下

や帯域内の振幅周波数特性にリップルが生じることにより受

信不良になる場合がある） 

そ
の
他
の
調
査
（
オ
プ
シ
ョ
ン
調
査
） 

①遅延プロファイルの測定

［遅延波の状況を測定］ 

スペクトラムアナライザ又は地上デジタル放送用測定器を用

いて、調査地域で受信しているチャンネルについて遅延プロ

ファイルを測定する。 

②MER（変調誤差比）の測定［信

号品質の測定］ 

地上デジタル放送用測定器を用いて、調査地域で受信してい

るチャンネルについて MER を測定（固定受信の階層）する。

必要に応じてコンスタレーション表示を記録する。 

③可変 ATT による余裕度測定

［時間率マージンを考慮した

画像品質評価］ 

調査地域で受信しているチャンネルについて可変 ATT を用い

て、受信不良（品質評価「D」「E」）に至るまでの余裕度を確認

する（受信画像を適切な時間観測しブロックノイズや画面フ

リーズの有無を確認する）。 

④水平パターンの測定［妨害

波の方向等の確認］ 

水平パターン測定は、地上高 10ｍを原則とし、測定地域の状況

に合わせて地上高を決め、角度は20度毎に端子電圧を測定する。 
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 ⑤ハイトパターンの測定［ア

ンテナ高による端子電圧の確

認］ 

ハイトパターン測定は、地上高 6～10ｍの範囲で端子電圧を測

定し、アンテナ高に対する端子電圧の値をハイトパターン測

定結果として記録する。なお、アンテナ高の測定間隔は状況

に合わせて適宜選定する。 

⑥個別受信形態調査 調査地域の建造物の受信形態について調査する（アンテナ受

信・共同受信加入・ケーブルテレビ加入・光テレビ加入・その

他）。 

⑦個別宅内調査 宅内受信設備の内容と設置状況、テレビ端子については調査

項目（標準調査及びオプション調査①～③）を適宜選定し調

査する。 

⑧ビル屋上調査 ビル屋上で必要と思われる調査項目（標準調査及びオプショ

ン調査①～④）を適宜選定し調査する。 

出典：「建造物によるテレビ受信障害調査要領」 

（一般社団法人日本 CATV 技術協会、2018 年 6 月（改訂-2）） 

 

(b) 重要無線の状況 

重要無線の届出状況を、当該地方（北海道、東北、関東、信越、北陸、東海、近畿、中国、

四国、九州、沖縄）の総合通信局・総合通信事務所に問い合わせして、聞き取り調査を行う。 

また、伝搬障害防止区域については、下記にて閲覧が可能となっている。 

総務省「伝搬障害防止区域図縦覧」のサイト 

http://www.juran.denpa.soumu.go.jp/gis/index.html 

(c) その他の電波送受信施設の状況 

対象事業実施区域周辺に存在するその他の電波送受信施設の状況を国、地方公共団体等が

保有する資料や聞き取り調査、必要に応じて現地調査によって整理する。 

 

 (3) 調査地域について 

電波の伝搬の特性を考慮して、電波障害を受けるおそれがある地域とする。 

 

（4) 調査地点について 

テレビジョン電波の受信状況については、テレビジョン電波を受信している住宅あるいは事

業所のうち、電波障害の程度の予測及び評価を行うことが適切かつ効果的と考えられる地点と

する。 

調査に当たっては事前に机上で予測を行った結果に基づき、電波障害を受けるおそれがある

と判断された地点を対象とする。 

  また、調査地点の選定は、表 3-11 に示す基準とする。 
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表 3-10 調査項目 
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準
調
査 

①受信特性の測定 受信特性測定器を用いて、その地域で受信しているすべての

地上デジタルチャンネル（以下、チャンネル）について、建造

物予測計算に必要な受信特性の測定を行う。 

②ビット誤り率（BER）の測定 地上デジタル放送用測定器や地上デジタル受信機を用いて

BER を測定する。 

③画像評価 すべての調査地点について、調査するすべてのチャンネルの

受信画像を適切な時間観測することで、ブロックノイズや画

面フリーズの有無を確認し、評価基準に従って 3 段階で評価

する。なお、マルチ編成により複数番組が放送されている場

合は、同一物理チャンネル内の番組を適宜選択し評価する。 

④品質評価 すべての調査地点について、調査するすべてのチャンネルの

受信品質を評価基準に従って 5 段階で評価する。 

⑤受信画像記録（写真等） 必要に応じて受信画像を観測し、地上デジタルチューナーや

地上デジタル放送用測定器の画像データを記録する。受信状

況が判別できる画像サイズと解像度で掲載する。 

⑥調査地点風景撮影 調査風景は地域位置全体が含まれ、調査地点と電波到来方向

の状況が判るように撮影することが望ましい。 

⑦既設共同受信施設の調査 調査対象範囲内における共同受信施設（ケーブルテレビも含

む）の設置範囲及び受信点の位置を確認する。 

（受信点について満足な画質が確保できる状況であっても、

施設端末における受信者宅では遮蔽による受信レベルの低下

や帯域内の振幅周波数特性にリップルが生じることにより受

信不良になる場合がある） 

そ
の
他
の
調
査
（
オ
プ
シ
ョ
ン
調
査
） 

①遅延プロファイルの測定
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 ⑤ハイトパターンの測定［ア

ンテナ高による端子電圧の確

認］ 

ハイトパターン測定は、地上高 6～10ｍの範囲で端子電圧を測
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に合わせて適宜選定する。 

⑥個別受信形態調査 調査地域の建造物の受信形態について調査する（アンテナ受
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他）。 
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査する。 
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出典：「建造物によるテレビ受信障害調査要領」 

（一般社団法人日本 CATV 技術協会、2018 年 6 月（改訂-2）） 

 

(b) 重要無線の状況 
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 (3) 調査地域について 

電波の伝搬の特性を考慮して、電波障害を受けるおそれがある地域とする。 

 

（4) 調査地点について 

テレビジョン電波の受信状況については、テレビジョン電波を受信している住宅あるいは事

業所のうち、電波障害の程度の予測及び評価を行うことが適切かつ効果的と考えられる地点と

する。 

調査に当たっては事前に机上で予測を行った結果に基づき、電波障害を受けるおそれがある

と判断された地点を対象とする。 

  また、調査地点の選定は、表 3-11 に示す基準とする。 
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表 3-11 事前調査における調査地点の選定基準 

事前調査における調査地点の選定基準 

遮
蔽
障
害

①調査地点は、原則として 30～50ｍ四方に 1 地点とし、1 物件※1あたり最低 5 地点以上

を選定する※2。

②建造物のすぐ後方等、明らかに障害発生が予測できる場所を少なくとも 1、2地点選定

する。

③調査対象範囲に近接している既存建造物の障害範囲において、共同受信施設による改

善措置がなされていない場合は、対象範囲外でも数地点選定する。

④障害が明らかに発生しないと予測できる場所を 1、2 地点選定する。

⑤ビル密集地では、必要に応じて、既設ビル屋上での調査を行う。

反
射
障
害

①調査地点は、原則として 30～50ｍ四方に 1地点とする※2。

②建造物の近傍については、若干調査地点の密度を高くする。

③障害発生が予測されない場合でも、建造物の周辺に数地点選定する。

④ビル密集地では、必要に応じて、既設ビル屋上での調査を行う。

※1：1物件とは、調査対象のひとつの送信局に対する事前調査をいう。

※2：建造物の規模や受信状況の現状、周辺建造物や道路事情等により追加又は省略することがある。

出典：「建造物によるテレビ受信障害調査要領」 

（一般社団法人日本 CATV 技術協会、2018 年 6 月（改訂-2）） 

また、重要無線の状況については、対象事業実施区域が重要無線の指定地に近接する場合は、

その近接する地点等を対象にフレーネルゾーン等の調査を行う。 

（解説）フレーネルゾーン 

電波が持つ広がりのこと（図 3-12）。 

図 3-12 フレーネルゾーンの概念図 

(5) 調査期間等について

対象事業実施地域及びその周辺地域の実態に応じた適切な時期を選定し、1 季以上について

調査を行う。 

(6) 予測の基本的な手法について

(a) 予測手法

理論計算による場合は、一般戸別受信者の受信局電波到来方向を確認の上、建造物による

出典：『風力エネルギー読本』

（牛山泉(編著)、オーム社、2005 年 9 月） 
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電波の遮蔽量、反射量を求めることにより、障害発生が予測される地域の検討を行う。 

地上デジタル放送では、リードソロモン（RS）符号（外符号）と畳み込み符号（内符号）に

より二重の誤り訂正を行う。デジタル放送では内符号訂正（ビタビ復号）後の BER が 2×10-4

以下であれば画質劣化がほとんど検知できない良好受信となる。このことから、内符号訂正

後の BER が 2×10-4のときを画質劣化が検知できない「閾値」とし、この値を「所要 BER」と

呼んでいる。このため、デジタル放送では、所要 BER（2×10-4）を満足しない地域を障害予測

範囲とする。 

遮蔽障害や反射障害については、所要 BER となる遮蔽損失（SLｐ）と反射 DU 比（DUｐ）を求

め、予測計算式により SLｐ、DUｐとなる障害距離を計算する。 

 

(b) 予測結果のとりまとめ 

テレビジョン電波の受信状況については、電波障害が起こりうる範囲を、遮蔽及び反射に

分類して図示することにより整理する。また、重要無線の状況については、対象事業実施区

域が重要無線の指定地に近接する場合は、その近接する地点付近のフレーネルゾーンの範囲

等を計算し整理する。 

電波障害に関する調査フローを図 3-13 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-13 電波障害に関する調査フロー 

 

(7) 予測地域について 

調査地域と同じとする。 

 

(8) 予測地点について 

原則として、調査地点と同じとする。 

 

(9) 予測対象時期等について 

建設工事が終了し、すべての設備が運転を開始した状態において予測する。 
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図 3-13 電波障害に関する調査フロー 

 

(7) 予測地域について 

調査地域と同じとする。 

 

(8) 予測地点について 

原則として、調査地点と同じとする。 

 

(9) 予測対象時期等について 

建設工事が終了し、すべての設備が運転を開始した状態において予測する。 
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６．気象レーダー 

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

本項目は、気象庁が所管する気象レーダーについて、対象事業実施区域近傍 45km 以内に気象レ

ーダーが存在する場合において選定する。事業者は、風車の諸元等の情報を整理し、気象庁に提

示の上影響の有無を照会する。影響評価は気象庁が行う。なお、気象庁以外が所管する気象レー

ダーについては、巻末の添付資料 ６．気象レーダーに関する連絡窓口を参照のこと。 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 気象レーダーとの距離 

(b) 送信波の伝搬経路に対する風車の干渉 

(c) 風車による送信波の遮蔽率 

(2) 調査の基本的な手法 

風車の設置位置（緯度経度・標高）、風車の諸元等の情報を整理し、気象庁に影響の有無

を照会 
(3) 調査地域 

気象レーダーから 45km 以内の地域 

(4) 調査地点 

前項の調査地域における、風車の設置を予定している地点 

(5) 調査期間等 

机上検討のため期間の定めは特になし 
(6) 予測の基本的な手法 

電波の伝搬理論に基づく計算 

(7) 予測地域 

気象レーダーから 45km 以内の地域 

(8) 予測地点 

前項の予測地域における、風車の設置を予定している地点 

(9) 予測対象時期等 

風車が設置される時期 
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[[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 気象レーダーとの距離 

風車の設置を予定している地点から半径 45km 以内に気象庁が所管する気象レーダーがあ

るかを調査し、ある場合には離隔距離を求める。 

(b) 送信波の伝搬経路に対する風車の干渉 

風車の設置予定地点における当該レーダーからの送信波に対し、風車が干渉するかを調査

する。 

(c) 風車による送信波の遮蔽率 

風車の設置予定地点における当該レーダーからの送信波の伝搬領域（ビーム幅）に対し、

風車による遮蔽の程度を調査する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

影響評価は該当するレーダーを管理する気象庁が行う。評価に際し、表 3-12 に掲げる風車

の諸元等の情報を整理し、気象庁に提示の上影響の有無を照会する。 

 

表 3-12 影響評価に必要な風車に関する情報 

設置場所に関する情報 

 緯度経度(10000 分の 1°の確度で)  

 標高 m 

風車の諸元に関する情報 

 ブレード数 枚 

 ブレード最大幅(W1) m 

 ロータ径(2R) m 

 タワー上端径(T1) m 

 タワー上端径(T2) m 

 ハブ中心地上高(H) m 

 

(3) 調査地域について 

気象レーダーから 45km 以上離隔した風力発電設備が気象レーダーに与える影響については、

気象レーダー側で対応可能であると判断し、45km 以内の地域に限定して調査を行う。 

 

(4) 調査地点 

前項の調査地域における、風車の設置を予定している地点とする。複数の風車を設置する場

合には、そのすべてを対象とする。  
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示の上影響の有無を照会する。影響評価は気象庁が行う。なお、気象庁以外が所管する気象レー

ダーについては、巻末の添付資料 ６．気象レーダーに関する連絡窓口を参照のこと。 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 気象レーダーとの距離 

(b) 送信波の伝搬経路に対する風車の干渉 

(c) 風車による送信波の遮蔽率 

(2) 調査の基本的な手法 

風車の設置位置（緯度経度・標高）、風車の諸元等の情報を整理し、気象庁に影響の有無

を照会 
(3) 調査地域 

気象レーダーから 45km 以内の地域 

(4) 調査地点 

前項の調査地域における、風車の設置を予定している地点 

(5) 調査期間等 

机上検討のため期間の定めは特になし 
(6) 予測の基本的な手法 

電波の伝搬理論に基づく計算 

(7) 予測地域 

気象レーダーから 45km 以内の地域 

(8) 予測地点 

前項の予測地域における、風車の設置を予定している地点 

(9) 予測対象時期等 

風車が設置される時期 
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[[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 気象レーダーとの距離 

風車の設置を予定している地点から半径 45km 以内に気象庁が所管する気象レーダーがあ

るかを調査し、ある場合には離隔距離を求める。 

(b) 送信波の伝搬経路に対する風車の干渉 

風車の設置予定地点における当該レーダーからの送信波に対し、風車が干渉するかを調査

する。 

(c) 風車による送信波の遮蔽率 

風車の設置予定地点における当該レーダーからの送信波の伝搬領域（ビーム幅）に対し、

風車による遮蔽の程度を調査する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

影響評価は該当するレーダーを管理する気象庁が行う。評価に際し、表 3-12 に掲げる風車

の諸元等の情報を整理し、気象庁に提示の上影響の有無を照会する。 

 

表 3-12 影響評価に必要な風車に関する情報 

設置場所に関する情報 

 緯度経度(10000 分の 1°の確度で)  

 標高 m 

風車の諸元に関する情報 

 ブレード数 枚 

 ブレード最大幅(W1) m 

 ロータ径(2R) m 

 タワー上端径(T1) m 

 タワー上端径(T2) m 

 ハブ中心地上高(H) m 

 

(3) 調査地域について 

気象レーダーから 45km 以上離隔した風力発電設備が気象レーダーに与える影響については、

気象レーダー側で対応可能であると判断し、45km 以内の地域に限定して調査を行う。 

 

(4) 調査地点 

前項の調査地域における、風車の設置を予定している地点とする。複数の風車を設置する場

合には、そのすべてを対象とする。  
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(5) 調査期間等 

机上検討のため期間の定めは特になし。 

 

(6) 予測の基本的な手法 

(2)に示す情報を元に、該当するレーダーを管理する気象庁において、電波の伝搬理論等か

ら影響評価を行う。 

(a) 気象レーダーとの距離 

提示した設置位置の情報から距離を求める。気象レーダーから距離 5km 以内には、風車を

設置すべきではないとされている。また、5～20km の範囲においては、距離が近いほど、又

風車の発電能力が大きくなるほど気象レーダーの観測への影響が表れやすく、計画の見直し

を求められる可能性が高くなる。 

(b) 送信波の伝搬経路に対する風車の干渉 

風車の設置予定地点における当該レーダーからの送信波に対し、風車が干渉するかを調査

する。 

(c) 風車による送信波の遮蔽率（図 3-14） 

風車の設置予定地点における当該レーダーからの送信波の伝搬領域（ビーム幅）に対し、

風車による遮蔽の割合を調査する。 

 

図 3-14 影響評価の概要 

(7) 予測地域 

調査地域と同じとする。 

 

(8) 予測地点 

調査地点と同じとする。 

 

(9) 予測対象時期等 

風車が設置された状態において予測する。  
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７．シャドーフリッカー 

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 土地利用の状況 

(b) 地形の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集及び当該情報の整理 

(3) 調査地域 

土地利用の状況及び地形の特性を踏まえ、風車の影に係る環境影響を受けるおそれがある

と認められる地域 

(4) 調査地点 

土地利用の状況及び地形の特性を踏まえ、前項の調査地域における、風車の影に係る環境

影響を予測し、及び評価するために適切かつ効果的な地点 

(5) 調査期間等 

土地利用の状況及び地形の状況を適切に把握することができる時期 

(6) 予測の基本的な手法 

等時間の日影線を描いた日影図の作成 

(7) 予測地域 

（3）の調査地域のうち、土地利用及び地形の特性を踏まえ、風車の影に係る環境影響を

受けるおそれがあると認められる地域 

(8) 予測地点 

土地利用の状況及び地形の特性を踏まえ、前項の予測地域における風車の影に係る環境影

響を的確に把握できる地点 

(9) 予測対象時期等 

発電所の運転が定常状態となる時期及び風車の影に係る環境影響が最大になる時期 

(10) 評価の手法 

施設の稼働によるシャドーフリッカーの影響が、実行可能な範囲内で回避又は低減されて

いるか検討し、環境の保全についての配慮が適正になされているかを検討する。 
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(5) 調査期間等 

机上検討のため期間の定めは特になし。 

 

(6) 予測の基本的な手法 

(2)に示す情報を元に、該当するレーダーを管理する気象庁において、電波の伝搬理論等か

ら影響評価を行う。 

(a) 気象レーダーとの距離 

提示した設置位置の情報から距離を求める。気象レーダーから距離 5km 以内には、風車を

設置すべきではないとされている。また、5～20km の範囲においては、距離が近いほど、又

風車の発電能力が大きくなるほど気象レーダーの観測への影響が表れやすく、計画の見直し

を求められる可能性が高くなる。 

(b) 送信波の伝搬経路に対する風車の干渉 

風車の設置予定地点における当該レーダーからの送信波に対し、風車が干渉するかを調査

する。 

(c) 風車による送信波の遮蔽率（図 3-14） 

風車の設置予定地点における当該レーダーからの送信波の伝搬領域（ビーム幅）に対し、

風車による遮蔽の割合を調査する。 

 

図 3-14 影響評価の概要 

(7) 予測地域 

調査地域と同じとする。 

 

(8) 予測地点 

調査地点と同じとする。 

 

(9) 予測対象時期等 

風車が設置された状態において予測する。  
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７．シャドーフリッカー 

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 土地利用の状況 

(b) 地形の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集及び当該情報の整理 

(3) 調査地域 

土地利用の状況及び地形の特性を踏まえ、風車の影に係る環境影響を受けるおそれがある

と認められる地域 

(4) 調査地点 

土地利用の状況及び地形の特性を踏まえ、前項の調査地域における、風車の影に係る環境

影響を予測し、及び評価するために適切かつ効果的な地点 

(5) 調査期間等 

土地利用の状況及び地形の状況を適切に把握することができる時期 

(6) 予測の基本的な手法 

等時間の日影線を描いた日影図の作成 

(7) 予測地域 

（3）の調査地域のうち、土地利用及び地形の特性を踏まえ、風車の影に係る環境影響を

受けるおそれがあると認められる地域 

(8) 予測地点 

土地利用の状況及び地形の特性を踏まえ、前項の予測地域における風車の影に係る環境影

響を的確に把握できる地点 

(9) 予測対象時期等 

発電所の運転が定常状態となる時期及び風車の影に係る環境影響が最大になる時期 

(10) 評価の手法 

施設の稼働によるシャドーフリッカーの影響が、実行可能な範囲内で回避又は低減されて

いるか検討し、環境の保全についての配慮が適正になされているかを検討する。 
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[[解解  説説]] 

(1) 調査すべき内容について 

(a) 土地利用の状況 

調査地域の学校、病院、住宅、オフィス等、シャドーフリッカーによる影響が予想される

施設の配置の状況について調査する。 

(b) 地形の状況 

調査地域の地形の状況について調査する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 文献その他の資料 

地形図、土地利用図、住宅地図等の文献・資料調査に基づくものとする。 

(b) 現地調査 

現地を踏査し、地形の調査、建物の位置、窓の状況等の調査を行う。 

(c) 調査結果のまとめ 

調査結果については、調査位置図、結果一覧表でとりまとめる。 

 

(3) 調査地域について 

対象事業実施区域及びその周辺において、発電設備の稼働によるシャドーフリッカーが予想

される範囲を含む地域とする。 

 

(4) 調査地点について 

調査地域において、環境の保全への配慮が特に必要な施設（学校、病院等）及び住宅等の配

置の状況を考慮して、施設の稼働によるシャドーフリッカーの予測及び評価を行うことが適切

かつ効果的と考えられる地点とする。 

 

(5) 調査期間等について 

年間のうち調査地域への風車の影の影響が生じるおそれがある時期とする。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

予測は、太陽の高度・方位及び発電設備の高さ等を考慮し、ブレードの回転によるシャドー

フリッカーの影響範囲を時刻ごとに示した時刻別日影図、及び、シャドーフリッカーの影響時

間のコンターを示した等時間日影図の作成等により行う。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域内にあって、住宅等の保全対象又は将来これらの立地予定がある箇所を含む地域と

する。 
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(8) 予測地点について 

予測地域内にあって、環境の配慮が特に必要な地点（（4） 調査地点参照）とする。 

 

(9) 予測対象時期等について 

発電所の運転が定常状態になる時期とし、冬至、春分、秋分、夏至の 3 季について予測する。 

 

(10) 評価の手法について 

調査及び予測の結果に基づいて、施設の稼働によるシャドーフリッカーに係る環境影響が、

実行可能な範囲内で回避又は低減されているか検討し、環境の保全についての配慮が適正にな

されているかを検討する。 

シャドーフリッカーに係る環境影響評価の評価方法の事例を図 3-15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-15 

 

出典：「風力発電施設に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書（資料編）」 

（環境省総合環境政策局、2011 年 6 月） 
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[[解解  説説]] 

(1) 調査すべき内容について 

(a) 土地利用の状況 

調査地域の学校、病院、住宅、オフィス等、シャドーフリッカーによる影響が予想される

施設の配置の状況について調査する。 

(b) 地形の状況 

調査地域の地形の状況について調査する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 文献その他の資料 

地形図、土地利用図、住宅地図等の文献・資料調査に基づくものとする。 

(b) 現地調査 

現地を踏査し、地形の調査、建物の位置、窓の状況等の調査を行う。 

(c) 調査結果のまとめ 

調査結果については、調査位置図、結果一覧表でとりまとめる。 

 

(3) 調査地域について 

対象事業実施区域及びその周辺において、発電設備の稼働によるシャドーフリッカーが予想

される範囲を含む地域とする。 

 

(4) 調査地点について 

調査地域において、環境の保全への配慮が特に必要な施設（学校、病院等）及び住宅等の配

置の状況を考慮して、施設の稼働によるシャドーフリッカーの予測及び評価を行うことが適切

かつ効果的と考えられる地点とする。 

 

(5) 調査期間等について 

年間のうち調査地域への風車の影の影響が生じるおそれがある時期とする。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

予測は、太陽の高度・方位及び発電設備の高さ等を考慮し、ブレードの回転によるシャドー

フリッカーの影響範囲を時刻ごとに示した時刻別日影図、及び、シャドーフリッカーの影響時

間のコンターを示した等時間日影図の作成等により行う。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域内にあって、住宅等の保全対象又は将来これらの立地予定がある箇所を含む地域と

する。 
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(8) 予測地点について 

予測地域内にあって、環境の配慮が特に必要な地点（（4） 調査地点参照）とする。 

 

(9) 予測対象時期等について 

発電所の運転が定常状態になる時期とし、冬至、春分、秋分、夏至の 3 季について予測する。 

 

(10) 評価の手法について 

調査及び予測の結果に基づいて、施設の稼働によるシャドーフリッカーに係る環境影響が、

実行可能な範囲内で回避又は低減されているか検討し、環境の保全についての配慮が適正にな

されているかを検討する。 

シャドーフリッカーに係る環境影響評価の評価方法の事例を図 3-15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-15 

 

出典：「風力発電施設に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書（資料編）」 

（環境省総合環境政策局、2011 年 6 月） 
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また、予測結果が参考とする評価基準を超過している場合は、実際の気象条件を考慮して再

計算し、予測及び評価を行う。再計算を行った事例を図 3-16 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 
 

出典：「風力発電所の環境影響評価の実施に係る事例集；環境影響評価審査の検証」 

（風力発電所事例集検討委員会、2017 年 12 月） 
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８．地形及び地質 

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

本項目は、対象事業実施区域内に重要な地形及び地質が存在する場合は選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 地形及び地質の状況 

(b) 重要な地形及び地質の分布、状態及び特性 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺区域 

(4) 調査地点 

地形及び地質の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な地形及び地質に係る環境

影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な地点 

(5) 調査期間等 

地形及び地質の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な地形及び地質に係る環境

影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な時期 

(6) 予測の基本的な手法 

重要な地形及び地質について、分布、成立環境の改変の程度を把握した上で、事例の引

用又は解析 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、地形及び地質の特性を踏まえ、重要な地形及び地質に係る環境

影響を受けるおそれがある地域 

(8) 予測対象時期等 

重要な地形及び地質の特性を踏まえ、地形及び地質に係る環境影響を的確に把握できる

時期 

 

 

※「地形分類図」、「表層地質図」等を整理することに加え、『日本の典型地形、都道府県別一覧』

（国土地理院技術資料 D1-No.357）や『日本の地形レッドデータブック 第 1 集』『第 2 集』（日

本の地形レッドデータブック作成委員会、古今書院、2000 年 12 月及び 2002 年 3 月）における

記載の有無を確認していることが望ましい。 

※「文化財保護法」（1950 年、法律第 214 号）、その他条例に基づく地質に係る天然記念物の有無

を確認していることが望ましい。 
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また、予測結果が参考とする評価基準を超過している場合は、実際の気象条件を考慮して再

計算し、予測及び評価を行う。再計算を行った事例を図 3-16 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 
 

出典：「風力発電所の環境影響評価の実施に係る事例集；環境影響評価審査の検証」 

（風力発電所事例集検討委員会、2017 年 12 月） 
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８．地形及び地質 

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

本項目は、対象事業実施区域内に重要な地形及び地質が存在する場合は選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 地形及び地質の状況 

(b) 重要な地形及び地質の分布、状態及び特性 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺区域 

(4) 調査地点 

地形及び地質の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な地形及び地質に係る環境

影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な地点 

(5) 調査期間等 

地形及び地質の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な地形及び地質に係る環境

影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な時期 

(6) 予測の基本的な手法 

重要な地形及び地質について、分布、成立環境の改変の程度を把握した上で、事例の引

用又は解析 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、地形及び地質の特性を踏まえ、重要な地形及び地質に係る環境

影響を受けるおそれがある地域 

(8) 予測対象時期等 

重要な地形及び地質の特性を踏まえ、地形及び地質に係る環境影響を的確に把握できる

時期 

 

 

※「地形分類図」、「表層地質図」等を整理することに加え、『日本の典型地形、都道府県別一覧』

（国土地理院技術資料 D1-No.357）や『日本の地形レッドデータブック 第 1 集』『第 2 集』（日

本の地形レッドデータブック作成委員会、古今書院、2000 年 12 月及び 2002 年 3 月）における

記載の有無を確認していることが望ましい。 

※「文化財保護法」（1950 年、法律第 214 号）、その他条例に基づく地質に係る天然記念物の有無

を確認していることが望ましい。 
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  [[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 地形及び地質の状況 

陸上の地形・地質及び表層の土壌を調査する。 

(b) 重要な地形及び地質の分布、状態及び特性 

重要な地形及び地質は以下のものとする。 

① 環境保全関係法令により指定されているもの（天然記念物等） 

② 既往調査により希少性等の観点から選定されているもの（自然環境保全基礎調査 すぐれ

た自然の調査(環境省)等） 

③ 学術上重要なもの（世界ジオパーク、日本ジオパーク等） 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 文献その他の資料 

『日本の地形レッドデータブック 第 1 集』『第 2 集』、土地分類基本調査（土地分類図）等

の文献・資料調査に基づくものとする。 

(b) 現地調査 

聞き取り調査あるいは現地調査を行う。 

現地調査を行う場合、次に掲げるものから適切に選定する。 

① 地形調査 

測量、空中写真等による。 

② 地質調査 

現地調査あるいはボーリング調査によって地質構造を把握する。また、必要に応じ力学試

験等を行う。 

③ 土壌調査 
『森林土壌の調べ方とその性質』（農林水産省林業試験場土壌部監修、森林土壌研究会編、

1982 年）等を参考に、試坑調査を行い、層位、層厚、土性等を観察。 

その他適切な方法 

(c) 調査結果のとりまとめ 

① 土地分類図等を整理する。 

② 必要に応じ、測量図あるいは写真を整理する。 

③ 重要な地形及び地質の重要とされる理由及び概要（規模、内容）を整理する。 

 

(3) 調査地域について 

文献・資料調査については対象事業実施地域及びその周辺とする。 

現地調査については敷地造成、盛土等の地形改変範囲及びその周辺とする。 
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(4) 調査地点について 

重要な地形及び地質の状況を把握するにあたって適切かつ効果的な地点を設定する。 

 

(5) 調査期間等について 

文献・資料等の調査は、入手可能な最新の文献・資料等を用いる。 

現地地形調査は基本的に季節の制約を受けないが、落葉期等の地形を見通しやすい時期が比

較的好ましい。 

現地土壌調査は雨量の多い時期や凍結時を避けることが好ましい。 

 

(6) 予測の基本的な手法 

重要な地形及び地質の分布、成立環境の状況を踏まえ、対象事業実施区域の地形改変量等の

環境影響程度を把握し、既存事例の引用又は解析その他の適切な方法により予測する。 

 

(7) 予測地域 

地形改変量等の程度及びその分布を勘案し、調査地域において重要な地形及び地質に対する

運転開始後の地形崩壊、土砂流出等の影響が及ぶおそれのある範囲とする。 

 

(8) 予測対象時期等 

運転開始後において、気象条件等により予測地点の重要な地形及び地質に変化が起きやすい

と考えられる時期とする。 
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  [[解解  説説]]  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 地形及び地質の状況 

陸上の地形・地質及び表層の土壌を調査する。 

(b) 重要な地形及び地質の分布、状態及び特性 

重要な地形及び地質は以下のものとする。 

① 環境保全関係法令により指定されているもの（天然記念物等） 

② 既往調査により希少性等の観点から選定されているもの（自然環境保全基礎調査 すぐれ

た自然の調査(環境省)等） 

③ 学術上重要なもの（世界ジオパーク、日本ジオパーク等） 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 文献その他の資料 

『日本の地形レッドデータブック 第 1 集』『第 2 集』、土地分類基本調査（土地分類図）等

の文献・資料調査に基づくものとする。 

(b) 現地調査 

聞き取り調査あるいは現地調査を行う。 

現地調査を行う場合、次に掲げるものから適切に選定する。 

① 地形調査 

測量、空中写真等による。 

② 地質調査 

現地調査あるいはボーリング調査によって地質構造を把握する。また、必要に応じ力学試

験等を行う。 

③ 土壌調査 
『森林土壌の調べ方とその性質』（農林水産省林業試験場土壌部監修、森林土壌研究会編、

1982 年）等を参考に、試坑調査を行い、層位、層厚、土性等を観察。 

その他適切な方法 

(c) 調査結果のとりまとめ 

① 土地分類図等を整理する。 

② 必要に応じ、測量図あるいは写真を整理する。 

③ 重要な地形及び地質の重要とされる理由及び概要（規模、内容）を整理する。 

 

(3) 調査地域について 

文献・資料調査については対象事業実施地域及びその周辺とする。 

現地調査については敷地造成、盛土等の地形改変範囲及びその周辺とする。 
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(4) 調査地点について 

重要な地形及び地質の状況を把握するにあたって適切かつ効果的な地点を設定する。 

 

(5) 調査期間等について 

文献・資料等の調査は、入手可能な最新の文献・資料等を用いる。 

現地地形調査は基本的に季節の制約を受けないが、落葉期等の地形を見通しやすい時期が比

較的好ましい。 

現地土壌調査は雨量の多い時期や凍結時を避けることが好ましい。 

 

(6) 予測の基本的な手法 

重要な地形及び地質の分布、成立環境の状況を踏まえ、対象事業実施区域の地形改変量等の

環境影響程度を把握し、既存事例の引用又は解析その他の適切な方法により予測する。 

 

(7) 予測地域 

地形改変量等の程度及びその分布を勘案し、調査地域において重要な地形及び地質に対する

運転開始後の地形崩壊、土砂流出等の影響が及ぶおそれのある範囲とする。 

 

(8) 予測対象時期等 

運転開始後において、気象条件等により予測地点の重要な地形及び地質に変化が起きやすい

と考えられる時期とする。 
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９．植物 

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

本項目は事業実施区域内に重要な種が存在する等、影響をうけるおそれが高い場合は、環境

影響評価項目として選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の状況 

(b) 重要な種及び重要な群落の分布、生育の状況及び生育環境の状況 

(2) 調査の基本的な方法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺とする。 

(4) 調査地点 

植物の生育及び植生の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な種及び重要な

群落に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な地点又は経路 

(5) 調査期間等 

植物の生育及び植生の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な種及び重要な

群落に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な期間、時期及び時間

帯 

(6) 予測の基本的な手法 

重要な種及び重要な群落について、分布又は生育環境の改変の程度を把握した上で、

事例の引用又は解析 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、植物の生育及び植生の特性を踏まえ、重要な種及び重要な

群落に係る環境影響を受けるおそれがある地域 

(8) 予測対象時期等 

植物の生育及び植生の特性を踏まえ、重要な種及び重要な群落に係る環境影響を的

確に把握できる時期 
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［［解解  説説］］  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の状況について 

種子植物その他主な植物に関する植物相は、種子植物に加え、羊歯植物（シダ類）及び(b)

に示す重要な種としての生育が予想される種に関する植物相とする。 

また、種子植物その他の主な植物種は、自生種及び逸出種とする。 

植生はブラウン－ブランケの植物社会学的植生調査法※による群集単位を基本とする現存

植生とする。 

ただし、文献その他の資料及び専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科

学的知見の聞き取りから得られた情報については、環境影響評価項目の選定に至った前提条

件として、「第 3 章 対象事業実施区域及びその周囲の概況」の「3-1(5) 動植物の生息又は生

育、植生の状況」に記載する。 

一方、現地調査によって得られた情報は、環境影響準備書及び環境影響評価書の「環境影

響評価の結果」に記載する。 

 
※ブラウン－ブランケの植物社会学的植生調査法：植物群落の調査・研究法であり、『第６回・第７回自然環

境保全基礎調査 植生調査 情報提供ホームページ』（http://www.vegetation.jp/）等に記載される。 

 

(b) 重要な種及び重要な群落の分布、生育の状況及び生育環境の状況について 

重要な種及び重要な群落は、以下の文献等により選定し、調査結果を整理する。 

 ①「文化財保護法」（1950 年、法律第 214 号）により指定されているもの 
②「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（1992 年、法律第 75 号）によ

り指定されているもの 

③ 絶滅のおそれがある植物名を記載した「レッドリスト」（環境省）等に取り上げられてい

るもの（適宜最新の情報を使用） 

④ 地方公共団体により指定されているもの（都道府県版レッドデータブック、レッドリスト、

条例等も含む） 

⑤ 自然公園の区域内で指定されているもの（自然公園区域のみ） 

⑥ その他地域特性上重要と考えられるもの 

 

 (2) 調査の基本的な方法について 

文献その他の資料としては、国又は地方公共団体の有する野生植物に関する文献並びに学術

論文等とし、必要に応じ専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科学的知見の

聴取等による情報とする。なお、聞き取り調査の結果は適切に整理し、適宜、環境影響評価準

備書及び環境影響評価書に記載する。 

現地調査の基本的な手法は、次によるものとする。 

なお、重要な種及び重要な群落に係る現地調査の基本的な手法については、生育環境への調

査による環境影響を少なくするための調査手法に配慮することとし、必要に応じ専門家その他
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９．植物 

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

本項目は事業実施区域内に重要な種が存在する等、影響をうけるおそれが高い場合は、環境

影響評価項目として選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の状況 

(b) 重要な種及び重要な群落の分布、生育の状況及び生育環境の状況 

(2) 調査の基本的な方法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺とする。 

(4) 調査地点 

植物の生育及び植生の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な種及び重要な

群落に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な地点又は経路 

(5) 調査期間等 

植物の生育及び植生の特性を踏まえ、(3)の調査地域における重要な種及び重要な

群落に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な期間、時期及び時間

帯 

(6) 予測の基本的な手法 

重要な種及び重要な群落について、分布又は生育環境の改変の程度を把握した上で、

事例の引用又は解析 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、植物の生育及び植生の特性を踏まえ、重要な種及び重要な

群落に係る環境影響を受けるおそれがある地域 

(8) 予測対象時期等 

植物の生育及び植生の特性を踏まえ、重要な種及び重要な群落に係る環境影響を的

確に把握できる時期 
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［［解解  説説］］  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の状況について 

種子植物その他主な植物に関する植物相は、種子植物に加え、羊歯植物（シダ類）及び(b)

に示す重要な種としての生育が予想される種に関する植物相とする。 

また、種子植物その他の主な植物種は、自生種及び逸出種とする。 

植生はブラウン－ブランケの植物社会学的植生調査法※による群集単位を基本とする現存

植生とする。 

ただし、文献その他の資料及び専門家その他の環境影響に関する知見を有する者からの科

学的知見の聞き取りから得られた情報については、環境影響評価項目の選定に至った前提条

件として、「第 3 章 対象事業実施区域及びその周囲の概況」の「3-1(5) 動植物の生息又は生

育、植生の状況」に記載する。 

一方、現地調査によって得られた情報は、環境影響準備書及び環境影響評価書の「環境影

響評価の結果」に記載する。 

 
※ブラウン－ブランケの植物社会学的植生調査法：植物群落の調査・研究法であり、『第６回・第７回自然環

境保全基礎調査 植生調査 情報提供ホームページ』（http://www.vegetation.jp/）等に記載される。 

 

(b) 重要な種及び重要な群落の分布、生育の状況及び生育環境の状況について 

重要な種及び重要な群落は、以下の文献等により選定し、調査結果を整理する。 

 ①「文化財保護法」（1950 年、法律第 214 号）により指定されているもの 
②「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（1992 年、法律第 75 号）によ
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の環境影響に関する知見を有する者の助言を得て設定する。 

(a) 植物相及び植生 

植物相の状況は、現地踏査により目視観察し出現種を確認する。 

植生は、ブラウン－ブランケの植物社会学的植生調査法により調査区毎に植生高、階層構

造、出現種数、種組成、被度、群度、成立立地等を調査する。 

調査結果は、植物相については主な確認種リスト、植生については群落及び群集等の分布

状況を、それぞれ結果の概要の記載及び図、表に整理する。 

 

(b) 重要な種及び重要な群落 

重要な種及び重要な群落の分布及び生育状況の調査は、原則として、植物相及び植生の調

査と同時に実施し、必要に応じて、専門家等の意見・助言を得た上で、開花時期等を考慮し

た追加調査を実施する。 

調査結果については、保全すべき理由及び分布地、確認した地点等を図、表に整理する。

ただし、それらの情報は、公開に当たって希少な植物及び群落の保護のため、必要に応じ場

所を特定できないようにする等の配慮が必要である。 

 

(3) 調査地域について 

文献その他の資料により、当該地域の地域特性を十分に把握した上で、当該地域に生育する

と思われる植物の生育の特性を踏まえ、適切に設定するものとする。 

 

(4) 調査地点について 

植物相の現地調査については、設定された調査地域内の地形や植生状況に応じて、生育環境

を網羅するよう経路を設定する。 

植生の現地調査については、設定された調査区域内の地形、植被率、階層構造等を勘案して

調査区を設定する。調査区は、原則として他の植生タイプとの移行帯にあると考えられる地点

を避け、それぞれの植生タイプのうち、よく発達している均質な地点を複数設定する。 

 

(5) 調査期間等について 

現地調査の期間は、植物相及び重要な種、植生及び重要な群落の生育状況及び生育環境が把

握できる期間とし、地点の状況、植生等の状況に応じて調査時期及び時間帯を設定するものと

する。 

 

(6) 予測の基本的な手法について 

分布又は生育環境の改変による影響度合いの把握については、重要な種及び重要な群落の生

育分布域のうち、事業の実施に伴って予想される影響要因に応じた環境影響について、直接的

損傷を受ける区域及び生育環境に変化が及ぶと考えられる区域を推定するとともに、推定した

区域において重要な種及び重要な群落への影響の種類（消失、生育阻害、生育域の減少等）を
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推定する。また、対象事業実施区域内における植生の改変の程度を、事業計画等を参考にして

定量的に予測する。 

その際、その結果に基づいて環境影響を回避・低減するための環境保全対策を検討する。や

むを得ず生じる影響については、事業の実施により損なわれる環境の持つ価値又は機能を代償

するための措置を検討する。環境保全対策の優先順位は、1)回避 2)低減 3)最小化 4)代償

措置 とする。 

予測の基本的な手法については、その影響の種類に応じて、環境影響の量的又は質的な変化

の程度を推定するものとし、具体的には、文献その他の資料による類似事例の引用又は解析に

より行い、必要に応じ専門家その他の環境影響に関する知見を有するものの助言を得ることと

する。 

 

(7) 予測地域について 

調査地域のうち対象事業実施区域及びその周辺、並びに、重要な種及び重要な群落の生育又

は分布する地域とする。 

 

(8) 予測対象時期等について 

予測対象時期等は、地形改変及び施設の存在後の植物の生育環境が安定した時期を基本とし、

原則として風力発電機の運転が定常状態に達した時期とする。 

なお、緑地等の復元又は創出がある場合は、その生育状況が一定期間を経てほぼ安定したと

考えられる時期とする。 
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１０．人と自然との触れ合いの活動の場 

本項目の自主アセス手続における選定は任意のため、実施する場合の手法を示す。 

本項目は、対象事業実施区域に触れ合い活動の場が存在、もしくは近接する場合は選定する。 

 

 

(1) 調査すべき内容 

(a) 人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

(b) 主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利用の状況及び利用環境の状況 

(2) 調査の基本的な手法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

(3) 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺区域 

(4) 調査地点 

人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえ、(3)の調査地域における主要な人と

自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な

地点 

(5) 調査期間等 

人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえ、(3)の調査地域における主要な人と

自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響を予測し、評価するために適切かつ効果的な

期間、時期及び時間帯 

(6) 予測の基本的な手法 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場について、分布又は利用環境の改変の程度を把

握した上で、事例の引用又は解析 

(7) 予測地域 

(3)の調査地域のうち、人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえ、主要な人と

自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響を受けるおそれがある地域 

(8) 予測対象時期等 

人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえ、主要な人と自然との触れ合いの活動

の場に係る環境影響を的確に把握できる時期 
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［［解解  説説］］  

(1) 調査すべき内容について 

(a) 人と自然との触れ合いの活動の場の状況について 

人と自然との触れ合いの活動の場とは、キャンプ場、海水浴場、ゴルフ場、公園、登山道、

遊歩道、自転車道等自然との触れ合いの活動ができる場をいう。 

これらの状況について、入手可能なウェブ情報、最新の文献その他の資料及び現地調査に

より把握することとし、必要に応じて地方公共団体等から聴取して、風力発電機の設置の場

所及びその周辺区域における人と自然との触れ合いの活動の場の分布状況を調査する。 

(b) 主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利用の状況及び利用環境の状況について 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場とは、不特定かつ多数の者が利用している人と自

然との触れ合いの活動の場をいう。 

これらについて、(a)に関する調査結果により作成した、人と自然との触れ合いの活動の場

のリストから、主要な人と自然との触れ合いの活動の場を抽出し、風力発電機の設置場所と

の位置関係、規模、利用特性、利用者のアクセスルート、自然環境保全関係法令等（自然公

園法、都市計画法、文化財保護法、景観条例・要綱等）の指定状況、地域住民等とのかかわり

等を調査する。 

 

(2) 調査の基本的な手法について 

(a) 入手可能な最新の文献（ウェブ情報を含む）その他の資料及び現地調査により把握するこ

ととし、必要に応じて地方公共団体等から聴取する。 

(b) 調査結果のまとめ 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場リスト（名称、注目すべき理由、発電所設置場所

との位置関係等）及び個票（利用特性、アクセスルート等）を作成する。 

 

(3) 調査地域について 

対象事業実施区域及びその周辺区域とする。 

 

(4) 調査地点について 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場の規模、アクセスルート等を勘案し、調査地域内に

主要な人と自然との触れ合いの活動の場を複数点設定する。 

 

(5) 調査期間等について 

人と自然との触れ合いの活動の場の利用形態等の特性を考慮して適切な期間、時期又は時間

帯を設定する。 

設定時には、季節変化に伴う触れ合いの活動の場の利用形態の変化や予想される影響の種類

等を考慮し、適宜選定する。 
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(3) 調査地域について 

対象事業実施区域及びその周辺区域とする。 

 

(4) 調査地点について 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場の規模、アクセスルート等を勘案し、調査地域内に

主要な人と自然との触れ合いの活動の場を複数点設定する。 

 

(5) 調査期間等について 

人と自然との触れ合いの活動の場の利用形態等の特性を考慮して適切な期間、時期又は時間

帯を設定する。 

設定時には、季節変化に伴う触れ合いの活動の場の利用形態の変化や予想される影響の種類

等を考慮し、適宜選定する。 
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(6) 予測の基本的な手法について 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場の範囲と事業計画に伴う物理的改変区域を地形図上

に図示する等して、改変面積が主要な人と自然との触れ合いの活動の場全体に占める割合や騒

音･景観の予測結果等から、それらの質的変化等を事例の引用等により予測する。なお、騒音や

景観等の間接的影響については、定性的な予測にとどめる。 

また、共生施設（レクリエーション施設等）が計画される場合は、それらへの影響について

も事例の引用等により予測する。 

予測結果は主要な人と自然との触れ合いの活動の場毎に図、写真等により具体的にわかりや

すく整理する。 

 

(7) 予測地域について 

（3）の調査地域のうち、人と自然との触れ合いの活動の場の特性を踏まえ、主要な人と自然

との触れ合いの活動の場に係る環境影響を受けるおそれがある地域とする。 

 

(8) 予測対象時期等について 

風力発電機等の工事中並びに完成した時期とする。 
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【【添添付付資資料料】】  

 

１．風力発電事業に関する環境影響評価条例等の対象規模 
地方自治体が制定している環境影響評価条例及び風力発電事業に関するガイドラインにおけ

る風力発電事業に対する規模要件を表-1 に示す。 
ここで、風力発電事業に対する規制がない場合でも、建築物の高さを規制していることもあ

るので注意が必要である。また、景観条例等が制定されている自治体もあるので同様に注意が
必要であり、地元自治体との事前調整が重要になる。 

 

表-1(1/3) 風力発電事業に関する環境影響評価条例の対象規模 

自治体名 第 1 種 第 2 種 

北海道 出力 10,000kW 以上 出力 5,000kW 以上 10,000kW 未満 

札幌市 出力 1,500kW 以上 － 

青森県 なし － 

岩手県 なし － 

宮城県 出力 7,500kW 以上 出力 5,000kW 以上 7,500kW 未満注1 

仙台市 出力 5,000kW 以上 
Ａ地域注2：出力 2,500kW 以上 

Ｂ地域注2：出力 1,250kW 以上 

秋田県 なし － 

山形県 出力 7,500kW 以上 特別地域注3：出力 5,000kW 以上 

福島県 出力 7,000kW 以上 － 

茨城県 出力 7,500kW 以上 － 

栃木県 なし － 

群馬県 なし － 

埼玉県 なし － 

さいたま市 Ａ地域注 4：施行区域 5ha 以上 
Ｂ地域注4：施行区域 3ha 以上 

Ｃ地域注4：施行区域 1ha 以上 

千葉県 出力 7,500kW 以上 出力 3,750kW 以上注5 

千葉市 出力 7,500kW 以上 － 

東京都 なし － 

神奈川県 出力 5,000kW 以上 甲地域、乙地域注6：出力 500kW 以上 

横浜市 出力 5,000kW 以上 出力 3,800kW 以上 5,000kW 未満 

川崎市 出力 100,000kW 以上 出力 100,000kW 未満 

相模原市 Ｃ地域注 7：5,000kW 以上 
Ａ地域注7：500kW 以上 

Ｂ地域注7：3,750kW 以上 

新潟県 なし － 

新潟市 出力 7,500kW 以上 特別配慮地域注8：出力 4,500kW 以上 

富山県 なし － 

石川県 なし － 

福井県 出力 10,000kW 以上 出力 7,500kW 以上 10,000kW 未満 



 

 94

 

表-1(2/3) 風力発電事業に関する環境影響評価条例の対象規模 

自治体名 第 1 種 第 2 種 

山梨県 出力 7,500kW 以上 － 

長野県 出力 5,000kW 以上 － 

岐阜県 出力 1,500kW 以上 － 

静岡県 出力 7,500kW 以上 
出力 1,000kW 以上 7,500kW 未満 

特定区域注9：土地形状変更 5ha 以上 

静岡市 出力 1,000kW 以上 特定区域注10：土地形状変更 5ha 以上 

浜松市 出力 7,500kW 以上 
出力 1,000kW 以上 7,500kW 未満 

特定地域注11：土地形状変更 5ha 以上 

愛知県 出力 7,500kW 以上 10,000kW 未満 － 

名古屋市 出力 50,000kW 以上 － 

岡崎市 土地形状変更 10ha 以上 － 

三重県 なし － 

滋賀県 出力 1,500kW 以上 － 

京都府 出力 1,500kW 以上 － 

京都市 出力 1,500kW 以上 7,500kW 未満 － 

大阪府 なし － 

大阪市 なし － 

堺市 － 出力 1,500kW 以上 

兵庫県 出力 1,500kW 以上 特別地域注12：出力 500kW 以上 

神戸市 なし － 

奈良県 なし － 

和歌山県 出力 7,500kW 以上 － 

鳥取県 出力 1,500kW 以上 － 

島根県 出力 5,000kW 以上 － 

岡山県 出力 1,500kW 以上 － 

岡山市 Ａ地域、Ｂ地域注13：出力 1,500kW 以上 Ｃ地域注13：出力 750kW 以上 

広島県 出力 5,000kW 以上 － 

広島市 出力 1,500kW 以上 － 

山口県 出力 10,000kW 以上 出力 5,000kW 以上 10,000kW 未満 

徳島県 出力 7,500kW 以上 出力 5,000kW 以上 7,500kW 未満 

香川県 出力 5,000kW 以上 － 

愛媛県 なし － 

高知県 出力 10,000kW 以上 出力 5,000kW 以上 10,000kW 未満 
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表-1(3/3) 風力発電事業に関する環境影響評価条例の対象規模 

自治体名 第 1 種 第 2 種 

福岡県 出力 5,000kW 以上 － 

北九州市 出力 5,000kW 以上 － 

福岡市 出力 1,500kW 以上 出力 1,000kW 以上注14 

佐賀県 出力 3,500kW 以上注15 － 

長崎県 出力 7,500kW 以上又は風車 10 台以上 － 

熊本県 出力 5,000kW 以上注16 － 

熊本市 なし － 

大分県 出力 7,500kW 以上 出力 5,000kW 以上 7,500kW 未満 

宮崎県 出力 5,000kW 以上 － 

鹿児島県 なし － 

沖縄県 出力 1,500kW 以上 特別配慮地域注17：出力 750kW 以上 

（下線の自治体は政令指定都市） 

 

注 1：事業実施区域内に国立公園、国定公園、鳥獣保護区特別保護地区、県立自然公園、県自然環境保全地域、緑

地環境保全地域があるものに限る 

注 2：Ａ地域；国定公園、県立自然公園、県自然環境保全地域、緑地環境保全地域、鳥獣保護区特別保護地区、保

安林、農振農用地、風致地区、特別緑地保全地区、保存緑地、広瀬川特別環境保全区域 

Ｂ地域；国定公園・県立自然公園の特別地域、県自然環境保全地域の特別地区 

注 3：特別地域；鳥獣保護区特別保護地区、保安林、国立公園、国定公園、風致地区、県立自然公園、県自然環境

保全地域・里山環境保全地域 

注 4：Ａ地域；Ｂ地域、Ｃ地域に該当するものを除くすべて 

Ｂ地域；事業実施区域の一部又はすべてが市街化調整区域（Ｃ地域に該当するものを除く）、事業実施区域

の境界から 200m の範囲の一部又はすべてが近郊緑地保全区域/県立自然公園/風致地区（Ｃ地域に

該当するものを除く） 

Ｃ地域；事業実施区域の一部又はすべてが近郊緑地保全区域/県立自然公園/風致地区 

注 5：複合開発構成事業及び関連対象事業の事業規模 

注 6：甲地域；国立公園、国定公園、県立自然公園の特別地域、歴史的風土特別保存地区、自然環境保全地域の特

別地区、県自然環境保全地域の特別地区、近郊緑地特別保全地区 

乙地域；国立公園、国定公園、県立自然公園、歴史的風土保存区域、自然環境保全地域、県自然環境保全地

域、近郊緑地保全区域 

注 7：Ａ地域；国定公園、県立自然公園、自然環境保全地域、近郊緑地保全区域、特別緑地保全地区 

Ｂ地域；非線引き都市計画区域のうち用途地域の指定のない地域、都市計画区域外の地域 

Ｃ地域；Ａ地域及びＢ地域を除く地域 

注 8：特別配慮地域；ラムサール条約湿地、鳥獣保護区特別保護地区、国立公園、国定公園、原生自然環境保全地

域、自然環境保全地域、生息地等保護区、県立自然公園、県自然環境保全地域、緑地環境保

全地域 

注 9：特定区域；鳥獣保護区特別保護地区、自然公園特別地域/海域公園地区、自然環境保全地域特別地区/海域特

別地区、県立自然公園特別地域、県自然環境保全地域特別地区 

注 10：特定区域；南アルプスユネスコエコパーク区域、南アルプス国立公園特別地域、奥大井県立自然公園特別

地域、日本平・三保の松原県立自然公園特別地域 

注 11：特定地域；鳥獣保護区特別保護地区、国定公園特別地域、県立自然公園特別地域、県自然環境保全地域特

別地区、特別緑地保全地区 

注 12：特別地域；鳥獣保護区、保安林、国定公園、近郊緑地特別保全地区、風致地区、農用地区域、原生自然環
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境保全地域、自然環境保全地域、特別緑地保全地区、生息地等保護区、県立自然公園、県自然

環境保全地域、環境緑地保全地域、自然海浜保全地区、指定野生動植物種保存地域 

注 13：Ａ地域；市街化区域 

Ｂ地域；市街化区域以外の区域 

Ｃ地域；国立公園、国定公園、県立自然公園、原生自然環境保全地域、自然環境保全地域、環境緑地保護

地域、郷土記念物、生息地等保護区、鳥獣保護区、貴重野生生物保護区 

注 14：特定区域（1．標高 80m 以上の地域、2．ため池もしくは治水池(池面積 2,000m2以上)、河川又は海岸(港湾

区域を除く)、3．風致地区、特別緑地保全地区、自然公園、史跡、名勝、天然記念物、保安林）及び 500m 

以内に住環境等がある地域 

注 15：海岸線から 1km を超える海域に設置するものを除く 

注 16：次のすべての条件に該当する事業は除く 

・風力発電所の発電設備の新設をする場所の周囲 1km の範囲内に学校、住宅その他の静穏を必要とする建

築物が存在しないこと 

・当該事業が実施されるべき区域内に次のいずれかに該当する区域及び史跡等が存在しないこと 

国立公園、国定公園、原生自然環境保全地域、自然環境保全地域、生息地等保護区、鳥獣保護区、風

致地区、県立自然公園、景観形成地域、史跡、名勝、天然記念物、重要文化的景観等 

・事業が事業特性及び地域特性に応じて環境の保全のための措置をとることが確実であると見込まれるも

のとして知事が認めるものであること 

注 17: 特別配慮地域；鳥獣保護区特別保護地区、自然公園特別地域/海域公園地区、原生自然環境保全地域、自然

環境保全地域、生息地等保護区、県立自然公園特別地域、県自然環境保全地域、緑地環境

保全地域、歴史環境保全地域、海域保全地区 
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表-2(1/2) 風力発電事業に関するガイドラインの対象規模 

自治体名 要件 

北海道 稚内市 出力 100kW 超 

 石狩市 出力 1,000kW 未満 

 北斗市 新設、増設、改修 

 共和町 1 基あたり出力 1,000kW 未満 

 遠別町 出力 100kW 超 

 豊富町 新設、増設、大規模改修 

 えりも町 出力 1kW 以上 

青森県 むつ市 1 基あたり出力 1kW 以上 

 鯵ヶ沢町 新設、増設、大規模改修 

 六ヶ所村 1 基あたり出力 1,000kW 未満 

 大間町 新設、増設、大規模改修 

 東通村 1 基あたり出力 1,000kW 未満 

 風間浦村 新設、増設、大規模改修 

 佐井村 新設、増設、大規模改修 

 階上町 出力 1kW 以上 

 新郷村 新設、増設、大規模改修 

岩手県 雫石町 出力 2kW 以上 

 洋野町 海面に設置する着床式風力発電施設の新設、増設、大規模改修 

秋田県 にかほ市 出力 100kW 以上 

山形県 鶴岡市 出力 100kW 以上 

 酒田市 出力 100kW 超 

 遊佐町 出力 100kW 超 

栃木県 那須塩原市 出力 10kW 以上 

神奈川県 大磯町 出力 20kW 以上 

長野県 岡谷市 出力 10kW 以上 

 伊那市 出力 10kW 以上 

 茅野市 新設、増設、改修 

 塩尻市 出力 20kW 以上 

 辰野町 出力 10kW 以上 

 中川村 出力 10kW 以上 

 宮田村 出力 10kW 以上 

 松川町 新設、増設、改修 

 阿南町 新設、増設、改修 
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表-2(2/2) 風力発電事業に関するガイドラインの対象規模 

自治体名 要件 

静岡県 富士宮市 ・高さ 10m 超（条例対象） 

・高さ 10m 以下（ガイドライン対象） 

 掛川市 出力 100kW 以上 

 下田市 ・事業区域 1,000m2 以上、高さ 10m 超、高さが稜線を超えるもの

（条例対象） 

・上記以外（ガイドライン対象） 

 御前崎市 新設、増設、大規模改修 

 牧之原市 新設、増設、大規模改修 

愛知県 豊橋市 1 基あたり出力 100kW 以上 

 常滑市 出力 1kW 以上 

 新城市 1 基あたり出力 100kW 以上 

 田原市 出力 100kW 以上 

島根県 大田市 出力 10kW 以上 

愛媛県 久万高原町 1 基あたり出力 20kW 超 

長崎県 新上五島町 重要景観計画区域内における設置 

熊本県 水俣市 出力 500 kW 以上、高さ 10m 超、最近接住宅まで 200m 未満 

鹿児島県 西之表市 新設、増設、大規模改修 

 霧島市 出力 1,000kW 以上、高さ 10m 超かつ最近接住宅まで 200m 未満 

 南九州市 新設、増設、大規模改修 

 湧水町 新設、増設、大規模改修 

注：出力 100kW 未満のガイドラインについては整理対象外とした。 
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２．海外の騒音規制一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国／ 地方 騒音指標 地域の類型別の騒音の基準値・ガイドライン値等
基準値・ガイドライン値

等の位置付け
振幅変調音純音性成分

セットバッ

ク距離の

規定

1 Denmark Lr（6m/s）

Lr（8m/s）

田園地域　42dB(6m/s)、44dB(8m/s)

住宅地域　37dB(6m/s)、39dB(8m/s)

法律規制値

limit values

－ 5 dB のペ

ナルティ

－

2 Norway Lden 静穏を要する地域： 45dB 指針の推奨値

Anbefalte

støygrenser

(Recommended noise

limits)

－ － －

3 Sweden LAeq(8m/s) 田園地域　35dB、　その他の地域　40dB 推奨値

recommended noise

limit

－ 5 dB のペ

ナルティ

－

4 Belgium/

Flanders
LAeq 田園地域　昼：48dB、夕/夜：43 dB

住宅地域　昼：44dB、夕/夜：39 dB

工業地域に近い住宅地域　昼：48dB、夕/夜：43 dB

その他の地域　昼：45-60dB、夕/夜：39-55dB

法律規制値

threshold limits

－ － 有

5 Belgium/

Wallonia
LAeq 45dB 法律規制値

seuil

(noise limit)

－ － 有

6 France LAeq 昼（07:00-22:00）：暗騒音レベル＋ 5 dB

夜（22:00-07:00）：暗騒音レベル＋ 3 dB

（風車稼働時の騒音が35 dB を超える場合）

※風車高さの1.2倍離れた地点:昼：70dB、夜：60dB

規則規制値

valeurs admissibles

(noise limit)

－ － 有

7 Germany Lr 田園地域　昼：60dB、夕/夜：45 dB

住宅地域　昼：50-55dB、夜：35-40dB

工業地域に近い住宅地域　昼：60dB、夕/夜：45 dB

その他の地域　昼：45-70dB、夕/夜：35-70dB

法律規制値

Immissionsrichtwerte

(noise limit)

－ 3～6 dB

のペナル

ティ

有

8 The

Netherlands
Lden

Lnight

昼：Lden：47dB、夜：Lnight：41dB 法律規制値

beperken van

geluidhinder aan de

norm

(noise level)

－ － －

9 United

Kingdom
LA90,10min 昼：暗騒音レベル+5dB（最低35dB 又は40dB）

夜：暗騒音レベル+5dB（最低43dB）

推奨値

（ 罰金あり）

noise limits

－ 1.54～5

dB のペナ

ルティ

－

10 New Zealand LA90,10min 田園地域　35dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

静穏を要する地域　40 dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

規格の基準値

noise limit

1～6 dB

のペナル

ティ

1～6 dB

のペナル

ティ

－

11 Australia/

New South

Wales

風車騒音：

LAeq,10min

暗騒音：

LA90,10min

35dB又は暗騒音+5dB の高い方の値 指針の推奨値

recommended noise

level

5 dB のペ

ナルティ

5 dB のペ

ナルティ

－

12 Australia/

South

Australia

風車騒音：

LAeq,10min

暗騒音：

LA90,10min

田園地域　35dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

その他の地域　40 dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

指針の推奨値

noise criteria

－ 5 dB のペ

ナルティ

－

13 Australia/

Victoria
LA90,10min 田園地域　35dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

静穏を要する地域　40 dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

指針の推奨値

noise limit

1～6 dB

のペナル

ティ

1～6 dB

のペナル

ティ

－

14 Australia/

Western

Australia

風車騒音：

LAeq,10min

暗騒音：

LA90,10min

35dB又は暗騒音+5dB の高い方の値 指針の推奨値

noise generated will

not exceed 5dB(A)

above the

background sound

level or 35dB(A)

－ － 有

15 Canada/

Alberta
LAeq 交通機関との距離（３カテゴリー）と住戸密度（３段階）の9

段階に設定

夜： カテゴリー1：40-46dB

　　  カテゴリー2：45-51dB

　　  カテゴリー3：50-56dB

（昼は+10dB、人為活動等による調整値-10dB～+10dB）

州法規制値

permissible sound

level

－ － －

16 Canada/

Manitoba
LA 40dB（風速4m/s）から53dB（11m/s）まで段階的に設定 指針の推奨値

recommended sound

criteria

－ － 有

17 Canada/

New

Brunswick

LA 40dB（風速4m/s）から53dB（11m/s）まで段階的に設定

（近接風車から1kmの範囲の静穏を要する地域）

推奨値

recommended sound

criteria

－ － －

18 Canada/

Ontario
LAeq,10min 田園地域　40 dB(風速4m/s) から51dB（10m/s）まで段階

的に設定

その他の地域　45dB（風速4m/s）から51dB（10m/s）まで

段階的に設定（ 都市地域として分類された地域）

環境影響評価の際の

限度値

applicable sound

level limits

－ 5 dB のペ

ナルティ

－
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２．海外の騒音規制一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国／ 地方 騒音指標 地域の類型別の騒音の基準値・ガイドライン値等
基準値・ガイドライン値

等の位置付け
振幅変調音純音性成分

セットバッ

ク距離の

規定

1 Denmark Lr（6m/s）

Lr（8m/s）

田園地域　42dB(6m/s)、44dB(8m/s)

住宅地域　37dB(6m/s)、39dB(8m/s)

法律規制値

limit values

－ 5 dB のペ

ナルティ

－

2 Norway Lden 値奨推の針指Bd54 ：域地るす要を穏静

Anbefalte

støygrenser

(Recommended noise

limits)

－ － －

3 Sweden LAeq(8m/s) 田園地域　35dB、　その他の地域　40dB 推奨値

recommended noise

limit

－ 5 dB のペ

ナルティ

－

4 Belgium/

Flanders
LAeq 田園地域　昼：48dB、夕/夜：43 dB

住宅地域　昼：44dB、夕/夜：39 dB

工業地域に近い住宅地域　昼：48dB、夕/夜：43 dB

その他の地域　昼：45～60dB、夕/夜：39～55dB

法律規制値

threshold limits

－ － 有

5 Belgium/

Wallonia
LAeq 値制規律法Bd54

seuil

(noise limit)

－ － 有

6 France LAeq 昼（07:00～22:00）：暗騒音レベル＋ 5 dB

夜（22:00～07:00）：暗騒音レベル＋ 3 dB

（風車稼働時の騒音が35 dB を超える場合）

※風車高さの1.2倍離れた地点:昼：70dB、夜：60dB

規則規制値

valeurs admissibles

(noise limit)

－ － 有

7 Germany Lr 田園地域　昼：60dB、夕/夜：45 dB

住宅地域　昼：50～55dB、夜：35～40dB

工業地域に近い住宅地域　昼：60dB、夕/夜：45 dB

その他の地域　昼：45～70dB、夕/夜：35～70dB

法律規制値

Immissionsrichtwerte

(noise limit)

－ 3～6 dB

のペナル

ティ

有

8 The

Netherlands
Lden

Lnight

昼：Lden：47dB、夜：Lnight：41dB 法律規制値

beperken van

geluidhinder aan de

norm

(noise level)

－ － －

9 United

Kingdom
LA90,10min 昼：暗騒音レベル+5dB（最低35dB 又は40dB）

夜：暗騒音レベル+5dB（最低43dB）

推奨値

（罰金あり）

noise limits

－ 1.54～5

dB のペナ

ルティ

－

10 New Zealand LA90,10min 田園地域　35dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

静穏を要する地域　40 dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

規格の基準値

noise limit

1～6 dB

のペナル

ティ

1～6 dB

のペナル

ティ

－

11 Australia/

New South

Wales

風車騒音：

LAeq,10min

暗騒音：

LA90,10min

35dB又は暗騒音+5dB の高い方の値 指針の推奨値

recommended noise

level

5 dB のペ

ナルティ

5 dB のペ

ナルティ

－

12 Australia/

South

Australia

風車騒音：

LAeq,10min

暗騒音：

LA90,10min

田園地域　35dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

その他の地域　40 dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

指針の推奨値

noise criteria

－ 5 dB のペ

ナルティ

－

13 Australia/

Victoria
LA90,10min 田園地域　35dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

静穏を要する地域　40 dB又は暗騒音+5dBの高い方の値

指針の推奨値

noise limit

1～6 dB

のペナル

ティ

1～6 dB

のペナル

ティ

－

14 Australia/

Western

Australia

風車騒音：

LAeq,10min

暗騒音：

LA90,10min

35dB又は暗騒音+5dB の高い方の値 指針の推奨値

noise generated will

not exceed 5dB(A)

above the

background sound

level or 35dB(A)

－ － 有

15 Canada/

Alberta
LAeq 交通機関との距離（３カテゴリー）と住戸密度（３段階）の9

段階に設定

夜： カテゴリー1：40～46dB

　　  カテゴリー2：45～51dB

　　  カテゴリー3：50～56dB

（昼は+10dB、人為活動等による調整値-10dB～+10dB）

州法規制値

permissible sound

level

－ － －

16 Canada/

Manitoba
LA 40dB（風速4m/s）から53dB（11m/s）まで段階的に設定 指針の推奨値

recommended sound

criteria

－ － 有

17 Canada/

New

Brunswick

LA 40dB（風速4m/s）から53dB（11m/s）まで段階的に設定

（近接風車から1kmの範囲の静穏を要する地域）

推奨値

recommended sound

criteria

－ － －

18 Canada/

Ontario
LAeq,10min 田園地域　40 dB(風速4m/s) から51dB（10m/s）まで段階

的に設定

その他の地域　45dB（風速4m/s）から51dB（10m/s）まで

段階的に設定（ 都市地域として分類された地域）

環境影響評価の際の

限度値

applicable sound

level limits

－ 5 dB のペ

ナルティ

－
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国／ 地方 騒音指標 地域の類型別の騒音の基準値・ガイドライン値等
基準値・ガイドライン値

等の位置付け
振幅変調音純音性成分

セットバッ

ク距離の

規定

19 USA/

Colorado–Arapah

oe County

LAeq 住宅地域　昼：55dB未満、夜：50dB未満

その他の地域　昼：65～80dB未満、夜：60～75dB未満

州法規制値

maximum

permissible noise

levels

－ － 有

20 USA/

Georgia
LAeq 値制規例条Bd55

（罰金あり）

shall not exceed

55 dB

－ － 有

21 USA/

Illinois

－ 土地利用区分毎･オクターブバンド中心周波数別の環境

騒音の限度値を設定

規格の基準値

allowable octave

band sound pressure

levels

－ － －

22 USA

/Indiana–Tipton

County

－ オクターブバンド中心周波数別の限度値を設定 条例規制値

maximum permitted

sound level

－ － 有

23 USA

/Maine
LA 静穏を要する地域　昼： 55 dB、夜： 45 dB

風力発電施設の敷地境界線上　終日75 dB

州法規制値

Sound Level Limits

5 dB のペ

ナルティ

5 dB のペ

ナルティ

－

24 USA/

Massachusetts
LA 夜間の騒音限度

過疎地域　44 dB（風速 8 m/s）、42 dB（風速 6 m/s）

住居地域　39 dB（風速 8 m/s）、37 dB（風速 6 m/s）

村落・混在地域　45 dB、商業地域：50 dB、工業地域：70 dB

推奨値

sound pressure

level nighttime

limits

－ － －

25 USA/

Michigan
LAeq 敷地境界線上　55 dB 又は暗騒音+5 dB の高い方の値 指針の推奨値

sound pressure

level

－ － －

26 USA/

Michigan–Huron

County

LA90 住宅地域　50 dB 又は暗騒音+5 dB の高い方の値

その他の地域　55 dB 又は暗騒音+5 dB の高い方の値

条例規制値

shall not exceed 50

dB, or the ambient

sound pressure level

plus 5 dB

－ 5 dB のペ

ナルティ

－

27 USA/

Minnesota
L10

L50

エリア1　昼： 65 dB（L 10）、60 dB（L 50）

　　　　　 夜： 55 dB（L 10）、 50 dB（L 50）

エリア2　昼夜： 70 dB（L 10） 、 65 dB（L 50）

エリア3　昼夜： 80 dB（L 10） 、 75 dB（L 50）

州規則

noise standards

－ － －

28 USA/

Minnesota–Linco

ln county

LAeq 値制規例条Bd 05

noise standards

－ － 有

29 USA/

Nevada–Lyon

County

LAeq さ除削が LRUの文原Bd 55

れているため不明

－ － 有

30 USA/

New York–Town

of Jefferson

LA10 住宅地域　50 dB 又は暗騒音+5 dB の高い方の値 州法規制値

（罰金あり）

the applicable

standard shall be the

ambient dB plus 5 dB

5 dB のペ

ナルティ

5 dB のペ

ナルティ

有

31 USA/

North

Carolina

LAeq 値制規例条Bd 55

shall not exceed 55

dB

－ － 有

32 USA/

Oregon

環境悪化基準　暗騒音＋ 10 dB

（暗騒音を測定していない場合は暗騒音を26dB とみな

す）

州法規制値

ambient degradation

standard

－ － －

33 USA/

Pennsylvania–Po

tter County

LAeq 値制規例条Bd 5+音騒暗で上線界境地敷

（罰金あり）

shall not exceed 5 dB

above ambient or

background sound

－ － 有

34 USA/

Wisconsin
LAeq 値制規法州Bd 54 ：間夜 、Bd 05 ：間昼

noise limits

－ － 有

35 USA/

Wisconsin–Shaw

ano County

風車騒音：

LAeq

暗騒音：

LA90

・暗騒音+5 dB

・敷地境界から半径1 マイルの範囲で1/3 オクターブバン

ド毎に限度値を設定

条例規制値

（操業停止命令,罰金

あり）

noise standard

5 dB のペ

ナルティ

5 dB のペ

ナルティ

有

36 USA/

Wyoming

－ 風車騒音に関する規制は設けていない 規制なし － － 有

37 USA/

Wyoming–Larami

e County

LAeq 値制規例条)上線界境地敷( Bd 05

（罰金あり）

noise level

－ － 有

注1： 地域の類型は、 国（州） によってかなり異なるが、この表では各基準・ガイドラインにおける規定の内容から、 おおよそ の分類を行っている。

注2： 表中の量記号、略号は以下の通り。

　　　　　　LAeq： 等価騒音レベル（時間平均A 特性音圧レベル） LA90： 90%時間率騒音レベル Lden： 昼夕夜時間帯補正等価騒音レベル

　　　　　　Lr： 評価騒音レベル（等価騒音レベルに純音性及び衝撃性に対する補正を加えた値） LA50： 50%時間率騒音レベル Lnight： 夜間等価騒音レベル

　　　　　　LpALF： 室内における低周波騒音の評価指標（Denmark） LA10： 10%時間率騒音レベル Ldn： 昼夜時間帯補正等価騒音レベル

注3： 騒音の基準値・ガイドライン値の位置付けの英字等は、引用文献記載の表記を示す。

注4： この表における「暗騒音（background noise）」は、実質的にはJIS Z 8731 における「残留騒音（residual noise）」に相当する。

出典：「風力発電施設から発生する騒音等への対応について」

（風力発電施設から発生する騒音等の評価手法に関する検討会、2016年11月）
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３．事後調査について 

自主アセスにおいては、事後調査は必要に応じて実施するものとする。 

参考として事後調査について以下に記載する。 

 

事後調査は、一般的に、以下①～④のいずれかに該当する場合は実施する。 

 ① 予測の不確実性の程度が大きい選定項目について環境保全措置を講ずる場合 

 ② 効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合 

 ③ 工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境保全措置の内容をより詳細

なものにする場合 

 ④ 代償措置を講ずる場合であって、当該代償措置による効果の不確実性の程度及び当該代

償措置に係る知見の充実の程度を踏まえ、事後調査が必要であると認められる場合 

 

JWPA 環境アセスガイドで取り上げた項目は、風力発電所設置事業としてはいずれも調査・予測

及び評価手法に関する知見が十分でなく、環境保全措置についてもその効果が実証された事例が

少ないことから、原則として事後調査を行うことが望ましい。 

なお、事後調査にあたっては、項目によっては風力発電施設の停止時と稼働時の影響を比較し、

判断する必要がある。 

各項目のうち、特に留意すべき事項については、「バードストライク（動物、（鳥類等）」や

「騒音」「超低周波音」が挙げられる。近年では、バードストライク発生の懸念から、協議会等で

保護団体等が事業化の中止を求める例も少なくないが、その実態が明らかでない現状においては、

協議自体が非科学的な内容に終始することも多く見受けられる。 

また、騒音・超低周波音については、その影響は地形・気温・風向・地面の状況等が違えば、同

一風速でも騒音レベル（超低周波音レベル）は異なるため、風力発電機の運転開始後に実測して

確認することは重要である。 

 

風力発電施設の稼働に伴うバードストライクの実態に関する事後調査としては「鳥類等に関す

る風力発電施設立地適正化のための手引き」（環境省、2011 年 1 月）に記載されている死骸調査

を行うことが標準的な手法として定着してきた。具体的な手法については同書を参照されたい。

当該調査手法の要点として以下が挙げられているので、適用にあたっては留意すること。 

① 調査期間は、最低 1年間とすること。 

② 調査対象風車は、原則として施設内の全風車とすること。 

③ 調査頻度は、少なくとも月 1 回以上とすること。 

④ 調査範囲は、地上からブレード先端部（頂上部）までの長さを半径とする円内とすること。 

⑤ 発見した死骸数から、死骸残存率、発見率、踏査率等を勘案して衝突発生数を推定すること。 

なお、同書には、死骸調査に用いる野帳の標準的フォーム（死骸等確認票）や、鳥類死骸を確

認した場合の対応の手順も紹介されているので参考にすると良い。また、この死骸調査手法は、
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鳥類だけでなく翼手類（コウモリ類）にも適用可能である。 

当該手法を適用して全国的かつ体系的に調査した事例として「既設風力発電施設等における環

境影響実態把握Ⅰ」（NEDO：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の委託事業

成果報告書、委託先：一般財団法人日本気象協会、2018 年 7 月公開）、「既設風力発電施設等に

おける環境影響実態把握Ⅱ」（NEDO：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の

委託事業成果報告書、委託先：株式会社東洋設計・一般財団法人電力中央研究所・学校法人五島

育英会東京都市大学・株式会社エオネックス、2018 年 7 月公開）がある。これら 2 つの調査にお

いて、1 年間の死骸調査を実施した 322 基の風車のうち 228 基（71％）では風車周辺での死骸の

発見はなかった。死骸の発見が 1例のみの風車が 46 基（14％）、2 例の風車が 22 基（7％）であ

り、9 割以上（322 基のうち 228+46+22=296 基は 91.9%）の風車では年間 2例以下の死骸しか発見

されなかった。しかも、確認された死骸の中にはアビ類、ミズナギドリ類、ウミスズメ類といっ

た漂着死骸と考えられる海鳥の事例も多く、また、ニワトリが含まれる等、確認された死骸のす

べてが風車と衝突したとは考えにくい結果となった。この調査の結果からは「鳥と風車との衝突

は稀」「衝突が生じるのは特異な条件を有する風車に偏る」ことが指摘されている。そして、風車

周囲で死骸が見つかった場合でも、風車と衝突したと判定するには、剖検（解剖・検死）を行う

等慎重に対応することが重要と指摘している。 

ただし、一定以上の件数で、風車と鳥類の衝突が発生していることは確実であり、特に、国の

天然記念物であり「種の保存法」における国内希少野生動植物種に指定されている希少鳥類オジ

ロワシの衝突事例が多いことが危惧されることから、上記の「衝突が発生する条件」を早期に明

確にし、有効な対策を確立して適切な対応を図っていく必要がある。 

 

また、「工事中の大気環境（粉じん等や騒音）」について、風力発電事業に伴う環境影響は、他

事業種等と比較しても決して大きなものではないという経験的感覚を有する事業者は多いが、当

該項目を事後調査の対象としている事案は少なく、環境監視・工事中モニタリング等を実施した

場合はその結果を公表する例もほとんどないため、実測データのストックが少なく、経験的感覚

の検証ができていない。これらの情報については、今後の環境影響評価手続の合理化のためにも、

業界団体の主導により情報の収集・解析・評価を進め、また、積極的に発信していく必要がある。 
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４．テレビジョン電波に関する各地方の連絡窓口 

１１．．北北海海道道地地方方（（北北海海道道））  ７７．．近近畿畿地地方方（（滋滋賀賀県県,,京京都都府府,,大大阪阪府府,,兵兵庫庫県県,,奈奈良良県県,,和和歌歌山山県県））  

  〒060-8795   〒540-8795 

  札幌市北区北８条西２丁目１-１ 札幌第１合同庁舎   大阪市中央区大手前１丁目 5-44 大阪合同庁舎第１号館４階 

  北海道総合通信局 情報通信部 放送課   近畿総合通信局 放送部 放送課 

  TEL：011-709-2311（内線 4663）   TEL：06-6942-8567 

  

２２．．東東北北地地方方（（青青森森県県,,岩岩手手県県,,宮宮城城県県,,秋秋田田県県,,山山形形県県,,福福島島県県））  ８８．．中中国国地地方方（（鳥鳥取取県県,,島島根根県県,,岡岡山山県県,,広広島島県県,,山山口口県県））  

  〒980-8795   〒730-8795 

  仙台市青葉区本町三丁目 2-23 仙台第２合同庁舎   広島市中区東白島町 19-36 

  東北総合通信局 放送部 放送課   中国総合通信局 放送部 放送課 

  TEL：022-221-0697   TEL：082-222-3383 

  

３３．．関関東東地地方方（（茨茨城城県県,,栃栃木木県県,,群群馬馬県県,,埼埼玉玉県県,,千千葉葉県県,,東東京京都都,,神神奈奈川川県県,,山山梨梨県県））  ９９．．四四国国地地方方（（徳徳島島県県,,香香川川県県,,愛愛媛媛県県,,高高知知県県））  

  〒102-8795   〒790-8795  

  千代田区九段南１丁目 2-1 九段第３合同庁舎   松山市味酒町２丁目 14-4 

  関東総合通信局 放送部 放送課   四国総合通信局 情報通信部 放送課 

  TEL：03-6238-1701   TEL：089-936-5037 

  

４４．．信信越越地地方方（（新新潟潟県県,,長長野野県県））  １１００..九九州州地地方方（（福福岡岡県県,,佐佐賀賀県県,,長長崎崎県県,,熊熊本本県県,,大大分分県県,,宮宮崎崎県県,,鹿鹿児児島島県県））  

  〒380-8795   〒860-8795  

  長野市旭町 1108 長野第一合同庁舎   熊本市西区春日２丁目 10-1 

  信越総合通信局 情報通信部 放送課   九州総合通信局 放送課  

  TEL：026-234-9991   TEL：096-326-7873 

  

５５．．北北陸陸地地方方（（富富山山県県,,石石川川県県,,福福井井県県））  １１１１．．沖沖縄縄地地方方（（沖沖縄縄県県））  

  〒920-8795   〒900-8795  

  金沢市広坂 2-2-60 金沢広坂合同庁舎   那覇市旭町 1-9 カフーナ旭橋 B 街区５階 

  北陸総合通信局 情報通信部 放送課   沖縄総合通信事務所 情報通信課 放送担当 

  TEL：076-233-4491   TEL：098-865-2307 

  

６６．．東東海海地地方方（（岐岐阜阜県県,,静静岡岡県県,,愛愛知知県県,,三三重重県県））  

出典：総務省 衛星・地域放送課 

地域放送推進室 受信環境係 

TEL： 03-5253-5809  

  〒461-8795 

  名古屋市東区白壁１丁目 15-1 名古屋合同庁舎第３号館 

  東海総合通信局 放送部 放送課 

  TEL：052-971-9648 
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５．防衛関連施設の連絡窓口 

 
 
 
 

出典：総務省資料 

 
６．気象庁が所管する気象レーダー 

 
※緯度、経度の値は世界測地系による。 

 

 
出典：気象庁資料  

緯度 経度 アンテナの 地上から 周波数

（度分秒） （度分秒） 海抜高度
（m）

の高さ
（m）

（MHz）

札幌 北海道小樽市（毛無山） 43°08′20″ 141°00′35″ 749.0 49.0 5345.0
釧路 北海道釧路郡（昆布森） 42°57′39″ 144°31′03″ 121.5 24.0 5345.0
函館 北海道⻲⽥郡（横津岳） 41°56′01″ 140°46′53″ 1141.7 30.4 5360.0
秋⽥ 秋⽥県秋⽥市（秋⽥地方気象台） 39°43′04″ 140°05′58″ 55.3 49.8 5365.0
仙台 宮城県仙台市宮城野区（仙台管区気象台） 38°15′44″ 140°53′48″ 98.2 60.3 5345.0
新潟 新潟県新潟市⻄蒲区（弥彦山） 37°43′07″ 138°48′58″ 645.0 12.2 5345.0
⻑野 ⻑野県茅野市（⾞山） 36°06′11″ 138°11′45″ 1937.1 12.4 5320.0
東京 千葉県柏市（気象大学校） 35°51′35″ 139°57′35″ 74.0 55.0 5362.5
静岡 静岡県菊川市（牧之原） 34°44′34″ 138°08′01″ 186.0 29.8 5300.0
名古屋 愛知県名古屋市千種区（名古屋地方気象台） 35°10′06″ 136°57′53″ 73.1 22.0 5360.0
福井 福井県坂井市（東尋坊） 36°14′15″ 136°08′32″ 107.0 27.0 5370.0
大阪 大阪府八尾市（高安山） 34°36′59″ 135°39′23″ 497.6 24.0 5350.0
松江 島根県松江市（三坂山） 35°32′30″ 133°06′12″ 553.0 20.5 5345.0
広島 広島県呉市（灰ヶ峯） 34°16′13″ 132°35′36″ 746.9 21.0 5370.0
室⼾岬 高知県室⼾市（室⼾岬特別地域気象観測所） 33°15′08″ 134°10′38″ 198.9 13.9 5352.5
福岡 佐賀県神埼市（脊振山） 33°26′05″ 130°21′25″ 982.7 12.7 5355.0
種子島 鹿児島県熊毛郡（中種子） 30°38′22″ 130°58′43″ 290.5 9.5 5350.0
名瀬 鹿児島県奄美市（本茶峠） 28°23′39″ 129°33′07″ 318.8 24.7 5300.0
沖縄 沖縄県南城市（糸数） 26°09′12″ 127°45′52″ 208.2 21.8 5350.0
石垣島 沖縄県石垣市（於茂登岳） 24°25′36″ 124°10′56″ 533.5 17.5 5350.0
新千歳空港 北海道千歳市 42°47′46″ 141°40′36″ 60.7 40.1 5280.0
成⽥国際空港 千葉県成⽥市 35°46′30″ 140°22′55″ 78.2 39.7 5335.0
東京国際空港 東京都大⽥区 35°33′22″ 139°45′22″ 45.6 43.9 5330.0
中部国際空港 愛知県常滑市 34°52′35″ 136°48′27″ 42.2 38.5 5260.0
関⻄国際空港 大阪府泉佐野市 34°26′35″ 135°15′34″ 41.0 39.8 5360.0
大阪国際空港 大阪府池⽥市 34°47′48″ 135°26′10″ 51.4 33.4 5270.0
福岡空港 福岡県福岡市 33°35′7″ 130°26′31″ 48.4 41.7 5260.0
鹿児島空港 鹿児島県霧島市 31°47′42″ 130°43′8″ 310.7 43.4 5370.0
那覇空港 沖縄県那覇市 26°12′15″ 127°39′3″ 42.7 38.6 5365.0

地点名 所在地

【問い合わせ先】 

防衛省 防衛政策局 運用政策課 

TEL： 03-5366-3111 （内線 23125） 
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